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議 事 日 程（第１号） 平成２２年６月１０日（木） 午前１０時 開会 

                                 開議 

 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 会期の決定 

日程第 ３ 諸般の報告 

日程第 ４ 承認第 ２号 専決処分を報告し承認を求めることについて 

             （職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の

一部を改正する条例） 

日程第 ５ 承認第 ３号 専決処分を報告し承認を求めることについて 

             （大津町税条例の一部を改正する条例） 

日程第 ６ 承認第 ４号 専決処分を報告し承認を求めることについて 

             （大津町国民健康保険税条例の一部を改正する条例） 

日程第 ７ 承認第 ５号 専決処分を報告し承認を求めることについて 

             （平成２１年度大津町一般会計補正予算（第８号）） 

日程第 ８ 承認第 ６号 専決処分を報告し承認を求めることについて 

             （平成２１年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第４

号）） 

       一括上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

日程第 ９ 議案第３６号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

について 

日程第１０ 議案第３７号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

日程第１１ 議案第３８号 大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例について 

日程第１２ 議案第３９号 熊本県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更について 

日程第１３ 議案第４０号 大津町公共下水道根幹的施設の建設工事委託に関する基本協

定の締結について 

日程第１４ 議案第４１号 平成２２年度大津町一般会計補正予算（第１号）について 

日程第１５ 議案第４２号 平成２２年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第１号）

について 

日程第１６ 議案第４３号 平成２２年度大津町介護保険特別会計補正予算（第１号）に

ついて 

日程第１７ 議案第４４号 平成２２年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第１号）

について 
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          一括上程、提案理由の説明 

日程第１８ 議案質疑 

議案第３６号及び議案第３７号まで        一括質疑 

議案第３８号                  質  疑 

議案第３９号                  質  疑 

議案第４０号                  質  疑 

議案第４１号                  質  疑 

議案第４２号から議案第４４号まで        一括質疑 

日程第１９ 委員会付託 

議案第３６号から議案４４号まで 

請願第２号、請願第３号 

陳情第２号 

 

               午前１０時０４分 開会 

開議 

○議 長（大田黒英生君） ただいまから、平成２２年第２回大津町議会定例会を開会します。 

 本日の会議を開きます。 

 

     日程第１ 会議録署名議員の指名 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。会議録署名議員は、会議規

則第１２０条の規定によって、４番議員、源川貞夫君、５番議員、鈴木ムツヨさんを指名します。 

 

     日程第２ 会期の決定 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第２ 会期の決定の件を議題とします。 

 まず、議会運営委員長の報告を求めます。議会運営委員長松永幸久君。 

○議会運営委員長（松永幸久君） おはようございます。ただいまから、議会運営委員会における審議

の経過と結果について報告いたします。 

 当委員会は、６月１日午前１０時から委員会Ａ室において、議会運営委員全員、また大田黒議長に

出席を願い、平成２２年第２回大津町議会定例会について審議をいたしました。 

 まず、町長提出議案の１４件について、執行部より大筋の説明があり、その後、請願・陳情の取り

扱いについて協議をいたしました。 

 また、議事日程、会期日程、その他の議会運営全般について協議をいたしました。なお、町長提出

議案のうち、承認第２号から承認第６号までの５件については、先に議決すべき案件でありますので、
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本日の会議において質疑、討論の後、表決することにいたしました。 

 なお、一般質問については７名ですので、一般質問の１日目に通告者の１番から４番まで、２日目

が５番から７番までの順で行うことになりました。 

 次に、会期の日程について協議をし、議席に配付のとおり本日から１６日までの７日間といたしま

した。なお、最終日に人事案件が追加提案される予定です。 

 以上、大田黒議長に答申をいたしました。 

 これで、議会運営委員会委員長報告を終わります。議員各位のご協力、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） お諮りします。本定例会の会期は、ただいまの答申並びに議席に配付しま

した会期日程のとおり、本日から６月１６日までの７日間にしたいと思います。ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、会期は本日から６月１６日までの７日

間に決定しました。 

 

     日程第３ 諸般の報告 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第３ 諸般の報告をします。 

 本日の議事日程並びに報告内容については、議席に配付のとおりです。 

 

     日程第４ 承認第２号から日程第８ 承認第６号まで 

一括上程、提案理由の説明、質疑、討論、表決 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第４、承認第２号から日程第８、承認第６号までの５件を一括して議

題とします。 

 お諮りします。承認第２号から承認第６号までの５件は、会議規則第３９条第２項の規定によって、

委員会付託を省略し会議で審議を行いたいと思います。ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、承認第２号から承認第６号までの５件

は、委員会付託を省略することに決定しました。 

 提案理由の説明を求めます。町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） おはようございます。今回の定例会に提案いたしました案件の提案理由を申

し上げます。 

 承認第２号、専決処分を報告し承認を求めることについて、職員団体のための職員の行為の制限の

特例に関する条例の一部を改正する条例につきましては、国家公務員の一般職の職員の給与に関する

法律等の一部を改正する法律が、４月１日に施行されたことに伴い、条例の一部を改正したいもので

ございます。 
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 承認第３号、専決処分を報告し承認を求めることについて、大津町税条例の一部を改正する条例、

及び承認第４号、専決処分を報告し承認を求めることについて、大津町国民健康保険税条例の一部を

改正する条例につきましては、地方税法等の一部を改正する法律が、本年３月３１日に公布、施行さ

れたことに伴い、条例の一部を改正したものでございます。 

 承認第５号、専決処分を報告し承認を求めることについては、平成２１年度大津町一般会計補正予

算（第８号）につきましては、今回の補正は、地方交付税の特別交付税及び事業費の確定に伴う補正

が主なもので、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９５０万１千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１１７億６千２５１万７千円としたものでございます。 

 承認第６号、専決処分を報告し承認を求めることについて、平成２１年度大津町国民健康保険特別

会計補正予算（第４号）でございますが、今回の補正は財政調整交付金の確定に伴う補正が主なもの

であり、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６千２７０万４千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ２７億６千７４８万８千円としたものでございます。 

 承認第２号から承認第６号までの事案は、地方自治法第９６条第１項第１号及び同法第２１８条第

１項の規定により議決事件ですが、急施を要したもので、同法第１７９条第１項の規定により専決処

分し、同条第３項の規定により、これを報告し議会の承認を求めるものでございます。 

 以上、承認案件の提案理由の説明を申し上げましたが、承認を賜りますようよろしくお願い申し上

げます。 

 なお、所管部長をして詳細説明をさせますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） おはようございます。承認第２号、専決処分を報告し承認を求めることに

ついて、職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例についてご説

明をいたします。 

 議案集は１ページ、説明資料も同じく１ページになります。よろしくお願いいたしたいと思います。

専決処分の案件につきましてしは、昨年度労働基準法の改正によりまして、国家公務員の一般職の職

員の給与に関する法律等の一部を改正する法律の公布、施行に伴いまして、急施を要した職員団体の

ための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部改正を３月３１日、地方自治法の規定により専決

処分をしたもので、議会に報告し承認を求めるものであります。 

 条例の改正内容につきまして、説明資料の１ページをお願いいたしたいと思います。改正前の第２

条第１項第２号で、休日、特に勤務を命ぜられた場合を除く、及び年次有給休暇並びに休職の期間を

時間外勤務代休時間及び休日、特に勤務を命ぜられた場合を除くに改め、第３号としまして、年次有

給休暇及び休職の期間を規定するものであります。 

 附則で、この条例は平成２２年４月１日から施行するといたしております。なお、時間外勤務、代

休時間の追加にあたりまして、特に勤務を命ぜられることがあり、その場合には職員団体のための活

動する余地がない時間外勤務代休時間及び休日、土・日・祝日等の災害等とあわせまして年次有給休

暇及び休職等、号を分けて規定させていただきました。改正の中にあります勤務時間外、勤務代休時
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間の新設に係る経過を説明しますと、昨年の８月１１日に月６０時間を超える時間外勤務、いわゆる

超過勤務に係る時間外勤務手当ての支給割合を引き上げるとともに、当該支給割合の引き上げ分の支

給に代わりまして、正規の勤務時間においても勤務をすることを要しない日または時間、いわゆる時

間外勤務代休時間を指定することができる制度が新設された旨、人事院勧告が行われまして、法律等

によりまして地方公務員法等の改正がなされたところでございます。 

 以上、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 続きまして、承認第３号、専決処分を報告し承認を求めることについて、大津町税条例の一部を改

正する条例についてご説明を申し上げます。議案集につきましては３ページから１３ページになりま

す。説明資料は２ページから２６ページになります。地方税法等の一部を改正する法律が平成２２年

３月３１日に公布、施行されたことに伴いまして、大津町の税条例を改正したものでございます。条

例の改正を説明する前に、政府が示しました税制調査会の報告と大綱が述べてありますので、その辺

を述べさせていただきたいと思います。説明資料の２ページ、一番上の囲み線の中をご参照願いたい

と思います。政府では、支え合う社会を実現するとともに、経済社会の構造変化に適用し、国民が信

頼できる税制を構築する観点から、税制全般にわたる改革に取り組むことといたしております。こう

した取り組みの第一歩といたしまして、平成２２年度の税制改正においては、扶養控除の見直し、た

ばこ税の税率引き上げ、新しい公共を支える市民公益税制の拡充、納税者の視点に立った租税特別措

置等の見直し、その他の各般の税目にわたる所要の措置を一体として講じますといたしております。

扶養控除の改正の件ですが、子ども手当て支給や高校の実質無償化をするために扶養控除、特定扶養

控除の一部が廃止されます。納税者が子どもなどを扶養する場合には、その経済的負担を考慮して扶

養控除という形で納税者にとって税金を安くすることができます。しかし、超過累進税率、いわゆる

所得が高い人ほど高い税率になりますが、採用している所得税におきましては、この控除は所得が高

い人ほど優遇される結果となりました。そこで、扶養控除に代わり手当てなどを支給するという形に

変更するというのが今回の改正になります。なお、子ども手当てや高校の実質無償化による収入につ

いては、税金がかかりません。では、地方税関係の改正について、同じく説明資料で説明させていた

だきます。 

 まず、①扶養控除の見直しですが、真ん中の表をごらんいただきたいと思います。括弧書きについ

ては所得税の控除になりますので、個人住民税について説明をさせていただきます。上の方が現在の

仕組みで、その下が改正後の仕組みになりますが、主に中学生以下が対象となります１６歳未満の年

少扶養親族に係る部分と、高校生や大学生が対象となります１６歳以上２３歳未満の特定扶養親族に

係る部分の２つに分けて改正が行われます。表の左側の年少扶養控除１６歳未満の３３万円が廃止さ

れます。特定扶養控除、１６歳以上１９歳未満の上乗せ分１２万円が廃止されまして、控除額は３３

万円となります。１９歳以上２３歳未満の特定扶養控除につきましては、従前のまま４５万円です。

さらには、２３歳以上６９歳未満の扶養控除３３万円や７０歳以上の老人扶養控除３８万円につきま

しても、従前のまま変更なしとなっております。これらの改正につきましては、平成２４年度分以後

の個人住民税について適用させていただきます。 
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 ②同居特別障害者加算の特例の改組でございますけれども、年少扶養控除が廃止されることに伴い

まして、同居特別障害者加算を行うことができなくなるための措置でございまして、加算の対象を扶

養控除等から特別障害者控除に振り替えるものでございます。特別障害者控除３０万円プラス同居特

別障害者加算２３万円で合計５３万円の控除となります。町の状況でございますけれども、現在身障

者の１級の方が３７７人、２級の方が２０２人、精神障害Ａ１が５４人という形で、この控除に関す

る対象というのは６３３人ということで調べております。 

 続きまして、３ページをお願いいたしたいと思います。③諸控除の見直しに伴う所要の措置とは、

扶養控除の見直しに伴って給与所得者及び公的年金等の受給者の扶養親族等申告書、これは新規に作

成する必要がありますけれども、並びに給与支払い報告書などについて、その記載事項及び様式の見

直しを行うものでございます。 

 ④非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置の創設とは新しく設

けられるものでございますけれども、金融所得課税の一本化の取り組みの中で、個人の株式市場への

参加を促進する観点から、平成２４年から実施される上場株式等に係ります税率の２０％を本則税率

化に合わせまして一定の手続きによる金融取引業者等の営業所に設定されました株式等の振り替え記

載等に係る口座、いわゆる非課税口座内の少額上場株式等の配当、譲渡益に課税をしないというもの

でございます。口座の開設は、年間１人１口座で、毎年１００万円までの上限に係る投資で、最大３

口座３００万円の累積投資が可能となっております。町の配当所得関係の状況でございますけれども、

配当所得のみの人は１０人程度の方がいらっしゃるようでございます。 

 ⑤生命保険料控除の改組でございますけれども、次の４ページの一番上の表をごらんいただきたい

と思います。左が現行のもので右が改正後になります。一般、個人年金保険料の控除限度額がそれぞ

れ２万８千円となります。新たに介護医療保険料控除が設けられ、合計控除限度額につきましては現

行の同様の７万円となります。 

 ⑥給与所得に係る個人住民税の特別徴収ですが、６５歳未満の公的年金等に係ります所得を有する

者が会社等に再雇用されている場合に給与分は特徴、年金分は普通徴収と二重の手間がかかっていた

ものを平成２０年度以前の方式に戻し、給与からの一括特別徴収ができるように変更になりました。

現在の６５歳以上の公的年金特別徴収者は約１千１２０人で、普通徴収者５４１人になっております。

この５４１人が特別徴収に希望すれば変わるということになります。 

 ⑦平成２２年度課税分の個人の道府県民税に係る徴収取り扱い交付金につきましては、県民税の徴

収委託金でございますが、２２年におきまして市町村では所得税確定申告データの地方団体の電子的

送付、いわゆる国税年金の開始に伴いまして、電算システム改修経費等の負担が増加いたしました。

平成２２年度課税分では、納税義務者１人当たり３００円を上乗せして３千３００円となりますので、

町の当初予算では４千５０万円を計上いたしておりますけれども、４０５万円の増額で委託金の合計

は４千４５５万円となる見込みでございます。 

 ⑧たばこ税についてでございます。国と地方のたばこ税の税率が１０月１日から１本当たり３.５円

引き上げられます。そこで、町のたばこ税による収入は平成２０年度実績及び喫煙者の減少率を２０％
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と試算しまして、約２千６８０万円の増収になる見込みでございます。２２年度で２億６千９７０万

円の見込みになります。 

 以上が税制改正の主な点でございますが、内容の大部分が平成２４年度分以後の個人住民税につい

て適用することとなっております。今年度で特に住民の方に影響があるものにつきましては、主にた

ばこ税の増税関係になります。 

 続いて、条例の改正については、説明資料の新旧対照表に条文の改正部分を示させていただいてお

りますけれども、各条文の文言と番号等が複雑多岐にわたっているため、関係する条文と改正の内容、

趣旨をまとめました資料を添付させていただきましたので、それを説明させることにご了承願いたい

と思います。説明資料は５ページになります。町税条例の一部改正についてでございますけれども、

５地区、黒文字の表示部分については、町の条例に関する部分の条項及び見出しになります。 

 まず、第１９条です。法人の市町村民税の申告納付について、法人税法の改正に伴い規定の整理を

行わせていただいております。 

 第３１条は、法人税法の改正、地方税の改正に関連する規定の整理を行わせていただいております。 

 第３６条の３の２及び同条３の３は新設の規定でありまして、所得税の年少扶養控除廃止によりま

して、所得税では年少扶養親族の情報は収集しなくてもよくなりましたが、住民税の非課税限度額制

度等に活用するため、給与所得者及び公的年金受給者の扶養親族に関する事項を扶養親族申告書によ

り把握できるよう新しく規定を設けさせていただきました。 

 第４４条は、６５歳未満の公的年金受給者の住民税を給与分、年金分を一緒に給与から特別徴収の

方法で徴収ができるようにしたものでございます。 

 第４５条、４８条、５０条、５４条につきましては、法律に基づく項の削除や追加により項数等を

改正するものでございます。 

 ６ページをお願いいたします。第９５条は、たばこ税の税率を上げる規定で、町たばこ税で千本当

たり１千３２０円の値上げになります。先ほど言いましたように、国と地方を合わせましたたばこ税

は１本当たり３.５円の税率引き上げになりまして、価格上昇分については１本当たり５円程度になる

見込みでございます。 

 附則第１６条の２は旧３級品のたばこ、いわゆる「いこい」「新生」等に関する税率の特例規定でご

ざいます。 

 附則第１９条の３は非課税口座内の少額上場株式に係る譲渡所得等は、他の譲渡所得と区分して計

算することを規定させていただいております。 

 附則で、この条例は平成２２年４月１日から施行する。ただし、次の各号に係る規定は、当該各号

に定める日から施行するといたしております。なお、法律に関連して改正する各条文の規定について

は、国からの通知に基づき改正していますので、新旧対照表については説明を省略させていただきま

した。 

 以上、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 続きまして、承認第４号でございます。承認第４号、専決処分を報告し承認を求めることについて、
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大津町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について説明いたします。議案集は１４ページから

１７ページ、説明資料は２７ページから３６ページになります。この案件につきましても、地方税法

等の一部を改正する法律の公布、施行によりまして、急施を要しましたので専決処分を報告し、承認

を求めるものでございます。条例改正の内容につきましては、改正の概要と関連する条文ごとに説明

させていただきまして、新旧対照表の説明については省かせていただきたいと存じます。 

 では、条例に関する改正の概要について説明をいたしますので、説明資料の２７ページをお開き願

いたいと思います。 

 まず、①国民健康保険税の課税限度額の変更です。医療費は、高齢化の進展に伴いまして年々増大

しておりまして、そのための上昇分を限度額の引き上げでまかなっていこうとするものあります。こ

れにより、中間所得層の被扶養者の負担に配慮した保険税の見直しが可能となります。なお、限度額

につきましては、法律により規定されるもので、今年度は基礎課税額の課税限度額を３万円引き上げ

て５０万円、後期高齢者支援金分を１万円引き上げまして１３万円に改正されます。なお、町の超過

限度額の世帯につきましては、基礎課税分で１０７世帯を見込んでおります。これにつきまして、税

収として４２０万円ほどの増になっております。 

 ②特例対象被保険者（非自発的失業者）に係る国民健康保険税の軽減です。国保税の算定につきま

しては、ご存じのとおり前年所得を計算基礎といたしておりますけれども、昨年来の経済不況に伴い

まして、企業の倒産やリストラなど勤め先の都合で離職した者について、在職中の保険料負担と比較

して過重にならないよう、前年の給与所得を１００分の３０として国民健康保険税を計算しまして、

離職日の翌日の属する月から離職日の属する年の年度末で軽減するものであります。該当する特例対

象被保険者とは、雇用保険の特定受給資格者、特定理由辞職者を指しまして、自分の都合で離職した

者と区別をされております。平成２２年の６月現在で２７世帯程度となっております。 

 次に、条例の各条項の改正につきまして、２８ページの資料で説明させていただきます。第２条で、

基礎課税額及び後期高齢者支援金等の課税限度額の引き上げを規定するものであります。第２３条は、

課税限度額の変更及び地方税法等の基礎控除３３万円の変更に伴いまして、同条第１項第１号の７割

軽減、２号の５割軽減、第３号の２割軽減措置についての規定を改正させていただきました。保険税

の軽減措置７割、５割、２割の適用につきましては、国保税の応能応益割合のうち応益割合が４５か

ら５５％の範囲内に収まる必要がありましたけれども、今回、上限を引き上げたため、その制限を外

し、市町村の判断で同様の軽減ができるようになりました。 

 第２３条の２につきましては、特例対象被保険者、非自発的失業者の国民健康保険税算定に関する

規定でございます。第２４条は７５歳に達する人が被用者保険から後期高齢者医療制度に加入するこ

とにより、当該被保険者の被扶養者は国民健康保険の被保険者となりますけれども、被扶養者であっ

た期間は保険税を賦課されなかったことに対しまして、国保の被保険者になりますと新たに保険税の

負担が生じますので、２年以下の激変緩和をしていましたが、今回、後期高齢者医療制度の廃止、一

応２５年の４月１日が予定になっておりますけれども、それを見据えてその２年間の期間の制限をな

くしたものでございます。 
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 第２４条の２は特例対象被保険者に係る申告について新設された規定でございます。 

 附則第２項から附則第１４項につきましては、法律に基づき条項の整理等の改正を行っております。 

 最後に、議案集で１７ページをお願いいたします。附則の第１条で、この条例は２２年の４月１日

から施行する。ただし、附則第１３項、第１４項の改正規定については、２２年の６月１日から施行

するとしております。 

 第２条で、平成２１年度分までの国民健康保険税につきましては、なお従前の例によるといたして

おります。 

 以上、よろしくお願いいたしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 企画部長木村 誠君。 

○企画部長（木村 誠君） おはようございます。承認第５号、平成２１年度大津町一般会計補正予算

（第８号）についてご説明申し上げます。 

 補正予算書の１ページをお開き願います。併せて、別紙補正予算の概要のご参照をお願いいたしま

す。 

 第１条で、既定の予算の総額に歳入歳出それぞれ９５０万１千円を追加し、予算の総額を１１７億

６千２５１万７千円とするものであります。 

 第２条で、翌年度に繰り越して使用することができる経費について、第２表繰越明許費補正のとお

りとしております。 

 第３条で、地方債の変更を第３表地方債補正のとおりとしております。今回の補正の主な内容は、

地方交付税の特別交付税の確定、地方譲与税等の確定、まちづくり交付金事業関連の額の確定、緊急

雇用対策事業の額の確定などに伴うもので、急施を要したため３月３１日付けで専決処分した予算を

報告し、議会の承認を願うものであります。 

 ８ページをお開き願います。第２表、繰越明許費補正でございます。まず、追加補正です。子ども

手当てシステム導入委託料に係るもので、国の制度内容の確定が遅れたことにより、年度内の事業の

完了が不可能となったことによるものであります。 

 続いて変更の補正であります。国の緊急経済対策に伴い、先の３月定例会において補正させていた

だきました地域活性化きめ細かな臨時交付金事業に係るもので、３月に国の臨時交付金の交付限度額

が８千２９万６千円から１千２６５万９千円増額し、９千２９５万５千円とする旨の決定がありまし

たので、その増額分につきまして林道作業道整備事業、道路補修工事、公立学校等修繕のそれぞれの

事業を補正し、併せて繰り越しの補正をするものであります。 

 なお、別紙補正予算の概要の７ページから８ページに、先の３月定例会でご議決いただきました分

とあわせまして繰り越しの概要について記載いたしております。また、平成２１年度一般会計繰越明

許費繰越計算書及び平成２１年度大津町ほか４カ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計繰越明許

費繰越計算書は、議席に配付させていただいております。ご参照をよろしくお願いいたします。 

 ９ページをお願いいたします。第３表地方債補正は、２の町道整備事業、３の県道負担金、５のま

ちづくり交付金事業の事業の確定によるもので、それぞれ地方債の減額であります。 
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 補正予算に関する説明書によりご説明いたします。歳入からご説明いたします。１３ページをお願

いいたします。 

 款２地方譲与税から１６ページ款１１交通安全対策特別交付金につきましては、交付額の確定に伴

うものであります。特に１６ページの款１０地方交付税３千４７１万３千円の増額は特別交付税に係

るもので、国は景気悪化で普通交付税の不交付団体から交付団体に移行した団体に、よりきめ細かな

算定を行ったとしておりまして、法人町民税の還付加算金につきまして２１年度に限り特別交付税で

措置するなどとしております。それにより、総額は１億３千４７１万３千円となっております。なお、

これに伴う還付加算金、算定されました還付加算金は１千９８１万６千円となっております。 

 １７ページをお願いいたします。款１４、項２、目１総務費国庫補助金１千２５９万２千円は、投

票人名簿システム改修費の事業費の確定と地域活性化きめ細かな臨時交付金の交付限度額の増による

もので、きめ細かな臨時交付金の総額は９千２９５万５千円となりました。 

 款１５県支出金、項２県補助金及び１８ページの項３委託金は、それぞれの事業の確定に伴う交付

金の減額です。 

 款１６財産収入は、それぞれの基金の利子であります。 

 １９ページをお願いいたします。款１７寄附金は、町に直接寄附いただきましたふるさと給付金で、

３名の方からの分であります。県を経由していただきました寄附金と合わせますと寄附金総額は７３

万円で、７名の方からの寄附をいただいております。 

 款１８繰入金は、大津小学校分離新設事業の測量設計業務の確定に伴う学校教育施設整備基金繰入

金の減額であります。 

 ２０ページをお願いいたします。款２１、項１、目２土木債５千７００万円の減額は、道路橋梁債

が町道改良工事及び県道負担金の確定に伴い１千５０万円の減額です。都市計画債は、まちづくり交

付金事業の確定に伴い４千６５０万円を減額するものです。 

 続きまして、歳出についてご説明いたします。２１ページをお開き願います。款２総務費、項１総

務管理費の目１一般管理費から目１０男女共同参画推進費までは事業費の確定に伴うもので、財源の

組み替えや減額補正をいたしております。目１３財政調整等基金費は、基金利子を積み立てるもので

あります。 

 ２２ページをお願いいたします。項４選挙費、目１選挙管理委員会費は、投票人名簿システム改修

委託の確定に伴う減額補正です。項５統計調査費、目２各種統計調査費は、農林業センサスの調査に

係るものであります。 

 款３、目１社会福祉総務費から２３ページの目３人権対策費及び項２児童福祉費までは、それぞれ

の事業の確定に伴う減額と財源の組み替えであります。目８まちづくり交付金事業は、財源の組み替

えです。 

 ２４ページをお願いいたします。款４衛生費の菊池環境保全組合負担金は、２１年度の菊池環境保

全組合の事業費の確定に伴い負担金を減額するものであります。減額により負担金総額は４億１２９

万６千円となります。 
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 款５、項１、目１労働諸費から２５ページの款６、項１、目３農業振興費の生産総合事業補助金ま

では、事業費の確定に伴う減額であります。 

 ２６ページをお願いいたします。目２林業振興費と款８、項２、目２道路維持費は、いずれもきめ

細かな臨時交付金の増額に伴い工事請負費を増額補正するものであります。それ以外につきましては、

事業費の確定に伴う減額であります。 

 ２７ページをお願いいたします。款８、項３、目６まちづくり交付金事業３千８０８万６千円の減

額も事業費の確定によるものです。 

 ２８ページをお願いいたします。款９、項１、目１常備消防費の菊池広域連合消防本部負担金は、

司令センター整備に伴う負担金の確定に伴う減額であります。 

 款１０、項１、目２事務局費では、きめ細かな臨時交付金の増額に伴い、節１１需用費で修繕料を

５４４万７千円増額しております。それ以外は、事業の確定に伴い減額補正となりました。 

 ２９ページも同様であります。 

 ３０ページ、款１２公債費の減額は、一時借入金が不要のため減額したものであります。 

 款１３予備費で、財源調整をいたしております。 

 ３１ページ、給与費明細書は、先ほどご説明いたしました各種統計調査員報酬の確定に伴う補正で

ございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭徳君。 

○福祉部長（岩尾昭徳君） おはようございます。承認第６号、専決処分を報告し承認を求めることに

ついて、平成２１年度大津町国民健康保険特別会計補正予算（第４号）についてご説明申し上げます。

今回の案件は、国・県等の調整交付金等の額の確定に伴い専決処分したものです。 

 補正予算書の１ページをお願いします。第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

６千２７０万４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２７億６千７４８万８千円と

するものでございます。 

 歳入からご説明いたします。予算に関する説明書の９ページをお願いします。併せて、別冊補正予

算の概要は６ページです。 

 款３、項１、目１療養給付費等負担金は、療養給付費等が確定したことに伴い、国の負担金が減額

となり、今回２７１万１千円の減額補正を行ったものです。款３、項２、目１財政調整交付金、節１

普通調整交付金につきましては、市町村間の国保の財政力の不均衡を調整するために交付されるもの

ですが、交付金算定に使用する国の本算定基礎計数が確定したことによりまして、今回５千３８９万

４千円の増額補正を行ったものです。節２特別調整交付金は、結核性疾患や精神疾患に係る医療費が

多額であるなど、特別の事情により交付されるもので、概算交付申請の額を計上しておりましたが、

今回額が確定したことにより減額補正を行っております。 

 款４、項２、目１財政調整交付金の節１普通調整交付金は、国庫補助金同様に概算交付申請の額を

計上しておりましたが、県からの普通調整交付金の額が確定したことによりまして、１千１７０万１
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千円の増額補正を行ったものです。節２特別調整交付金は、保険事業に要した経費や収納率の向上等

の取り組みに応じて交付されますが、平成２０年度の交付税収納率が確保されたことにより２５９万

２千円の増額補正を行ったものです。 

 １０ページをお願いします。款９、項１、目１一般会計繰入金の節３助産費等繰入金につきまして

は、出産一時金の件数の確定による１３７万４千円の減額補正に伴い、一般会計の繰入金の同額補正

を行ったものです。 

 １１ページをお願いします。款１２、項１、目１予備費で予算の調整を行い、６千２７０万４千円

の増額補正を行っております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） これで提案理由の説明が終わりました。 

 これから質疑を行います。質疑ありませんか。 

 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 承認第３号、４号、６号について、最初に質疑をいたします。 

 最初の承認第３号の大津町税条例の一部改正についてでありますが、今回、政府の方で、国会で法

律が改正をされたということで専決をされておりますが、町税の改正によって町民の皆さんへの影響

がどのようになって表れるのかということを明らかにしておかなければならないと思います。そこで、

まず第１点目は、特にこの扶養控除、年少扶養控除、特定扶養控除の減額の影響でありますが、いわ

ゆる町民にとっては増税になります。その増税の影響額について試算がございましたらお答え願いた

いと思います。 

 それで、次に年少扶養控除の廃止に伴う影響でありますが、中学生まで子ども手当てが１カ月１万

３千円ですね、支給されるようになって、それに合わせて控除を廃止するということだと思いますが、

子ども手当てが１万３千円で年間で大体１５万円ちょっとだと思いますが、一方で子どもさんが１人

の場合ですね、所得税で３８万円、住民税で３３万円、合計で７１万円の扶養控除がなくなるわけで

すから、多分所得税で５％、住民税で最低でも１０％、両方で１５％が増税になるかと思います。そ

の比較ですね、当然町民に影響が出てくるわけですから比較が出されていると思いますのでお尋ねを

します。 

 併せて、特定扶養控除の減額に伴う影響についても高校生がお一人おられた場合の比較をお尋ねし

ます。 

 それから、もう１点、子ども手当てを大体保護者が受け取ることになると思いますけど、こちらで

は扶養控除が廃止になるわけですね。扶養控除が廃止になることよって増税を受けると。受給者と増

税者が一致しない事例などが出てくるのではなかろうかと思いますけど、そういう想定があるのかど

うか、お尋ねをしたいと思います。 

 次に、承認第４号でありますが、国民健康保険税条例の改正であります。医療分が限度額プラス３

万円、後期高齢者支援分がプラス１万円ということですが、先ほどたしか、このいわゆる増税によっ

て１０７世帯４５０万円ほどの影響だということだったと思いますが、この限度額ですね、両方合わ
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せますと７３万円になりますかね、限度額が。この限度額ぎりぎりの人が一番きつい人ですね。それ

以上所得があればどうってことないんですけど、もうぎりぎりのところが一番高い国保税になるわけ

ですけど、そういう方々の推計所得ですね、例えば４０歳以上でないと介護納付金が発生しませんの

で４０代で４人家族で扶養が３人という場合、一体推計、この限度額に達するにはどのくらいの所得

になるのか、お尋ねをしたいと思います。 

 次に、承認第６号ですが、国民健康保険特別会計の補正予算ですが、今回歳入がですね、かなり大

幅に増えております。国庫補助金の財政調整交付金が５千３８９万円ですかね、率にしますと２７.

８％と、約３割の歳入が増えている。歳入が増えるのは大変結構なことでありますが、予算の見積り

の段階でですね、これほど大きな差額が何で出てくるのかということで、その理由についてお尋ねを

したいと思います。 

 以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 荒木議員の質疑の中で、承認第３号関係でございます。まず、扶養控除の

今度の変更によりまして、住民への影響という形でございます。国の方の連絡によりますと、課税総

所得、要するに税額が非課税か課税かということで、その制度を活用している条例と補助金等につい

ての影響があるという形で思っております。昨今の状況で私の方である程度の調べはつきましたけれ

ども、国の言う方向としましては全体で３８項目ほどあるのではないかという形です。特に私どもが

心配しているのが、幼稚園の就園奨励費の補助金、この関係、それと保育所の保育料という形になり

ます。ただ健康保険税については、この影響を受けないということになっておりますので、今その辺

を心配しているわけですけれども、国の税制調査会の方でも、この実施を見まして、その細部につい

ての検討をやるということを聞いておりますので、その動向を見守らせていただきたいと思っており

ます。 

 それから、町民税収への影響額の試算でございます。要するに扶養控除の関係でございますので、

今まで課税されていなかった世帯に新たに課税が発生するということになりますけれども、その試算

額については、ちょっとまだ不明な点があります。ただ、２１年度の課税状況から見まして、この関

係の扶養控除関係、一般扶養と特定扶養の関係がなくなりますので、その分の税収が増えるという形

で、全体的に税率１０％試算を行わせていきますと約１億４銭４００万円程度の増収を見込むという

形の積算をやっておるような状況でございます。 

 それと、年少扶養控除の廃止、それに特定扶養控除の減額による状況でございます。子ども１人、

高校生１人という形の積算でございますけれども、私の方で積算をしていますのが、所得税関係の１

０％の税率適用というのが収入がですね、大体家族で５００万円ということを見込んでおりますので、

その５００万円の設定の試算を述べさせていただきたいと思いますので、ご了承願いたいと思います。 

 まず、ご主人、奥さん、それに子ども、小学生１人という形でございますけれども、給与という方

たちで年収の５００万円の場合は所得税が３万８千円、住民税が３万３千円で７万１千円の増税にな

ります。それと、先ほどから言っていますように扶養の関係で給付が、子ども手当てがありますので、
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これが本年度は１万３千円という形です。将来は２万６千円という形ですけれども、１２カ月分とい

う形で計算しますと１５万６千円という形で、先ほどの増税と、要するに子ども手当てによる収入増

というのがありますので８万５千円の収入増になるという形です。ご夫婦と子ども１人、小学生１人

という形ですね。それと、今度は高校生の話です。高校授業料無償化という形で、この辺の無償化の

費用を約月額１万円と見込んでおります。まだこれについては不確定な要素もありますけれども、そ

ういう形でご了承願いたいと思います。これにつきましても、ご夫婦、奥さんは要するに控除の対象

の配偶者という形でご理解いただきたいと思います。子どもさんについては高校生、これも５００万

円の場合を設定させていただいております。所得税につきまして２万５千円、住民税が１万２千円で

３万７千円の増税になります。それと、高校授業料無償化という形で月額１万円の１２カ月で１２万

円という試算をいたしまして、差し引き８万３千円の収入増を見込んでおるような状況でございます。 

 それから、子ども手当て等の関係の控除により増税等が一致しない事例ということですけれども、

そもそも所得税と住民税が課税されていない世帯につきましては、扶養控除が廃止されることになり

まして、一部課税になるような場合を設けまして影響は少ないものと考えております。実際、荒木議

員の質疑の中にありましたように、３３万円の、要するに税額控除がなくなるわけですけれども、そ

の関係が結局収入増という形に捉えてもらえれば結構だと思っております。 

 それから、併せまして承認第４号関係でございます。国保税の関係でございますけれども、世帯の

限度額の人数等については、先ほど述べたとおりでございます。ただ限度額については、前々の所得

の変動がわからないわけでございまして、それを把握する必要がありますので、今の試算としては一

応２１年度と比較するとそういうような状況でございます。２１年度、大体１７０世帯がありました

ので、今回１０７世帯という形で下がっていると、限度額を。要するに所得が減っているという形で

見てもらえば結構です。要するに経済不況等がありまして、そういう限度額を払う人が少なくなって

いるという形でございます。 

 それと、推計所得、限度額に対する推計所得の例ですけれども、４０代の４人家族という形だった

ですね。奥さんを４０歳としておりますので、要するに介護保険の関係の適用もありますので、その

関係でご理解いただきたいと思いますけれども、限度額につきましては給与収入が約７４０万円、収

入がですね。所得に直しますと５４６万円を超えると限度額超過という形で、先ほど言われました７

３万円の適用を受けておるという形になっております。 

 以上でよかったですか。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭徳君。 

○福祉部長（岩尾昭徳君） 荒木議員の質疑にお答えいたします。先ほど普通調整交付金の総額が１７.

８％の伸びがあるということでございましたけれども、普通調整交付金につきましては、率で申しま

すと９％が国の交付金という形で示されます。そのうち財源として３４％が国の負担金、残り県の調

整交付金ということで７％ということで、合わせて５０％が国の補助金と、残る５０％が保険料とい

うことで財源構成がなされております。そのうち今回の９％にあたる部分の普通調整交付金が増額に

なったものでございますけれども、前年度の段階で当初予算編成時につきましては９％、療養交付金
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の見込額の９％で予算編成を行いますけれども、国の仮計数から本算定の計数が年度末に示されると

いうことでございますので、国のその計数によりまして示された結果が今回の増額になったというこ

とでございます。予算の見込みにつきましては、その辺のところは十分今後注意してまいりたいと思

います。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 税条例の改正について、もう一度お尋ねをしますが、所得税で、特に年少扶

養控除の廃止ですね、所得税で３８万円、住民税で３３万円が廃止になるわけで、７万１千円ほどの

増税になるということですが、併せてこれを改正することによって自動的に負担、幼稚園、保育料が

特にそうだと思いますが、この廃止が２４年度からですかね、住民税に反映してくるのは。そうしま

すと、住民税が上がれば自動的に保育料が上がると。保育料はちょっと税金が上がると５千円、１万

円、１カ月上がりますので、例えば５千円上がれば年間で６万円、もう子ども手当てがなくなるよう

な事態も想定されるんではなかろうかと。そこは、もう今度の改正で想定されて何かの対応を考えて

いかないといけないと思いますけど、そういう検討はなされておられるかどうか、お尋ねをしたいと

思います。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 荒木議員の再質疑の問題です。税制改正については、国の税制調査会を踏

まえて、それに基づいて各自治体が行うわけでございますけれども、私どもとしても直接住民に関す

る住民税の問題がかなり深刻になってきます。先ほども言いましたように、国の方でも所管府省にお

いて負担基準の見直し、それに経過措置と導入についての適切な措置を図るということになっており

ますし、また扶養控除等の廃止になります影響に伴いましては、先ほども言いましたように税制調査

会でかなり報告、審議をされるということを聞いております。本年度につきましてはその影響がない

んですけれども、後年度、２４年度からについてはですね、一応影響があるという形で、先ほども言

いましたように奨励補助金等の要綱が町の方でも決められております。それに保育園の入所関係とい

うのがその基準に基づいて上がるというのは現実的に否めない事実でございますので、その辺も国の

動向を見ながら十分また協議をさせていただくという形になるだろうと思いますので、その辺はどう

ぞご理解をいただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑ありませんか。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 承認第２号、３号、５号について質疑いたします。 

 まず、承認第２号についてでありますが、この条例の改正でありますが、よくよく読んでみますれ

ば、この条例は職員が給与を受けながら職員団体のためのその業務を行うということでありまして、

人事勧告が云々ということだったんですが、何ですか、選択肢が増えてしまうと。本来の業務ではな

くて、その職員団体、自己防衛とかいろんなことに対して時間が費やされてしまうという恐れがあり

はしないかと思いまして質疑するわけでありますが、この条例の趣旨の中で、上位法として地方自治
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法の第５５条の２ということが挙げられております、８項か、ということが上げられておりますが、

これは５５条というのは職員団体のための職員の行為の制限ということなんですね。ということは、

この職員行為の制限ということがまず第一に考えるべきではないかと。ということは、職員が給与を

受けながらということでありますから、このことに対してからは町民としては不利益なわけです。職

員とすれば、有益かもしれない。しかし職員は一枚岩ではないでしょうから、否定的な意見もあるで

しょう。ここの点ですけれども、選択肢が増えることによって、逆に町民が不利益を被ることが多く

はないかなというふうに考えるわけです。この点について、町民のためになる条例改正かどうかとい

うことですね。その形というか、姿というのは、どういったふうに理解すればいいのか、質疑いたし

ます。 

 次に、承認第３号の質疑でありますが、この所得課税の強化にあたると思います。そして、再配分

という形で、いろんな形で国が、政治が実権を握って国民のための政治をしますというふうに、この

改正の要旨というのはそういったところではないかなと思うんですが、所得課税や資産課税、消費課

税ということを考えた場合に、消費税が導入されてから直間比率の適正化というのが叫ばれておりま

す。しかしながら、今回のこの扶養控除の見直しを考えてみますれば、今の政権与党民主党あたりが

ですね、将来消費税を上げるぞということを言っております。前自民党も言っておりました。このま

までは立ちゆかなくなると、国が回らなくなってしまいますよということを言っておりましたが、こ

のことについて、マクロ的に国は経済対策なり何なりいろんな社会保障なり考えることでありましょ

うが、将来の増税というのが非常にその耳に残りまして不安に感じる部分があると。そして、今回の

この税条例の一部改正については、平成２４年度分以後のという形で個人住民税について適用します

よということであります。２４年というならば２年後ですね。私が危惧するのは、この税率の変化で

す。国が２年後は国あたりが勝手にですね、その税率の計数あたりをさわられまして、もうその課税

に対する数値的なものをいろんな点でさわってきやしないかなと。２年後というのは、状況というの

はかなり変化します。何で先に、今２２年においてこういったことをですね、審議しなければならな

いのか。現実味が２年後と言ったときにはないんですよ。この点についてですね、お聞きしたいと、

質疑したいと思います。 

 そして、承認第５号の中のこの予算書、補正予算書の中の２４ページの中で、衛生費、この中で菊

池環境保全組合の負担金が３千３７８万２千円という減額、計算した結果、これだけの減額になりま

したよということですので、町の努力の結果、ごみが減ったとか、分別が進んだとか、そういったの

があるのかなと考えたりもしましたが、３千３００万円というのはですね、非常に大きい額でありま

して、これだけの誤差が生じた理由ですね、積算自体が甘かったのではないかなと。３千３００万円

ということは、これは恐らく、この清掃組合に対して一度は負担金として納めた額ではないかなと。

３千３００万円、今は金利は安いですから、町が３千３００万円あったとして、銀行に預けとったと

いっても金利はさほどつかないかもしれません。３千３００万円、ほかの近郊町村あたりもこの組合

に入っているところもこういった形で負担額が下がったということをある程度考え、予測しますれば、

この保全組合あたりは億というお金をですね、余分に持っていたんではないかなということが考えら
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れると思うんですよ。実際は知りませんけれども。そういったお金の流れを考えたときに、実際町も

お金が足りない、足りないと言っているわけでありますが、そんな余裕なお金をですね、預けとるよ

うなことはできないわけでありまして、この積算とこの補正の誤差ですね、この理由をお聞きしたい

と思います。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 承認第２号、永田議員の質問ですけれども、承認第２号の職員団体の行為

の制限に関する条例の改正でございます。要するに永田議員が言われますように、給与を受けながら

団体行動ができるという、中身は全くそのとおりでございます。それで、この時間外の代休時間とい

うことにつきましては、昨年の１１月にここの会議場で一応議決をいただいているわけでございます

けれども、もともとは労働基準法の改正に基づくものでございまして、この基準法の中身でしまして、

要するに長時間労働６０時間という抑制関係がありますけれども、労働者の健康を確保する観点から、

仕事と生活の調和が取れた社会を実現する観点からという形で、もう２０年の１２月に公布されてい

るような状況でございます。いわれるとおりに、給与を受けながら職員組合の行動をするという形で、

特権的なものという形の指摘もありましたけれども、私どもとしては時間外の代休時間は一応年休、

給与を受けながらということとは別な条項として設けさせていただいておりますので、その期間は一

応職員の権利として当然できるものというところで今回条例を上位法に基づいて改正させていただい

たものでございます。いつも言われますように、我々職員についても、皆さんの町民の方の税金等を

給与等に反映させておりますので、自分たちの権利ということですけれども、住民福祉の向上にはで

すね、役立てるように職務精励をさせていただきますということをお誓い申し上げたいと思います。 

 それともう１つです。承認第３号関係の所得税のものです。非常に厳しい質疑なんですけども、現

在、政府の方でも政権交代がこの短期間にまたなされております。税制改正という形で２年後の適用

という形で国の方からも通達が来ているような状況でございます。税制改正という形で毎年度行われ

ますけれども、昨今のやっぱり経済状況を見ると、２年後というのでは不安視するという材料だろう

と思います。先ほども荒木議員の質疑にありましたけれども、税制調査会等でその辺は十分検討をさ

れるという形だと思いますので、税率の変化等についてもですね、十分精査しながら私どもとしても

団体等のですね、６団体等についての呼びかけはやっていきたいと、町長を先頭にしてやっていくこ

とをやりたいという感じで思っておりますので、これは国の方の法律に基づくものですので、大変申

し訳ないんですけれども、その辺は十分ご認識があるだろうと思いますので、よろしくお願いいたし

たいと思います。以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 永田議員の質疑にお答えいたします。 

 環境保全組合の負担金の関係につきましては、環境保全組合は５年間の包括管理委託を計画してお

りまして、その関連で２１年度予算を町の方にこれぐらい負担金が要りますということで請求があっ

ております。その関係で、包括委託をする予定だったんですが、コンサル関係の倒産等もありまして、

２１年、２２年度は、今現在直営でやっております。環境保全組合の運営をですね。その関係で、組
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合の議会において予算の組み替えと事業の精査を行って、その関係で工事費関係について一応延期し

たということで、一応予備費に組んでいたんですが、その分について事業の精査等を行いながら、予

備費に組んでいた分を今回町の方に返すという形で減額の通知があっているということでございます。 

○１２番（永田和彦君） 額の取り扱いは適正だったですか。もっと早く返されたんじゃないですか。

３千３００万円。 

○土木部長（中山誠也君） 減額の通知が町の方に来たのは３月の初めの方に通知が来ております。な

かなか工事関係につきましてはですね、組合の方としても積算の見込み関係をあまり詳しい人がいな

いということで、今回先送りという形でされたものと思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質疑いたします。承認第２号につきましは、町民に不利益がかからない

ように誓ってやっていくというお答えですが、私がこの承認第２号を、もうここで説明資料として皆

さんに渡してあるんですが、やっぱりその議案集よりも説明資料というのを詳しく書いてあるんだろ

うなということでやっぱり見てしまいます。この議案集にしてもですね、説明資料にしてもですね、

何が問題かと言いますれば、もう言わずと知れた第１条を載せてないということですよ。これ自体が、

どうもこの承認を提案するのに対して非常に不愉快と申しますか、ちょっとおかしいんではないかな

と。趣旨が第１条でありますから、これが長々として何ページにも及ぶような条例ではないわけです。

実際、この説明資料にしても、この１枚のＡ４の上半分も使っていないんですね。第１条も２、３行

程度です。一番重要なところが書いてあるんですよ、職員が給与を受けながらということをですね。

これを載せないということ自体が、どうも何かあるんじゃないかなと思ってしまうんです。ですから、

私は条例を読み返してみて、上位法の地方自治法までさかのぼって調べてみたということですよ。こ

の載せなかった理由というのをきちんとお聞きしたいと、再度お聞きしたいと思います。 

 それとですね、承認第３号はいいです。５号について再度質疑いたしますが、私はお金の流れをお

聞きしたいんですね、明確にしておきたいと。この負担金の返還を３月初めに通知が来たといいます

が、直営でやっているということでしたんで、こういったことというのはまだ早くわかったんではな

いかなと。そして、詳しい人がいないから、どう取り扱いしていいかわからないと。詳しい人がいな

いならば、詳しい人を置くか、そういった詳しくないようなこの大切な税金をどう取り扱っていいか

わからないような人は排除すべきじゃないですか。そして、また議会もそういったことをきちんと指

摘するべきですよ。額が非常に大きいんですよ。これは、恐らくこの組合に入っているところからす

るならば、かなりの額が集まっていると思うんですよ。こういったところに不正が起こる可能性があ

るということが考えられるんですね。この組合のですね、そういった会計管理あたりはきちんとやっ

ているでしょうが、ここのですね、３千３００万円という額をですね、この返還するにあたって、こ

れ適正な処理だったと言えるんですか。もっと先に、少しでも早く返還してもらえれば、我々のこの

一般会計でも何でもですね、別に方策が、組み替えあたりがいろんなことができるんですね。やっぱ

り年度末というのは、いろんな会計処理あたりが逼迫してきますので、やっぱり余裕があった方がい

いわけです。預けとくよりも、町の金庫に入れてもらった方がいいわけですから、こういったことに
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ついて、再度質疑いたします。適正かどうかですね。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 永田議員の再質疑にお答えいたします。 

 職員団体の職員の行為の制限の特例に関する条例ですけれども、町条例につきましては、必ず第１

条で趣旨、目的というのをうたってあるのはそのものです。この中にも、今言われるように職員が給

与を受けながら職員団体のための業務を行いという文言が趣旨目的という形で入っております。あと

は、各条文の改正になりますけれども、載せてない理由という形で言われましたけれども、何ら意図

はありません。載せなかったということについては、また今後中身の説明の資料として、十分わかり

やすい、我らでも資料をつくる必要があります。税務関係では非常にわかりにくいところもですね、

簡略化させて説明していただきましたけれども、私どもとしても議会との開かれた情報公開というの

もありまして、住民の方にもわかりやすい議会の公聴もありますので、その辺は十分気を遣いながら

説明資料についても配慮させていただきたいということを思っております。 

 以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 永田議員の環境保全の運営の関連でございますけれども、議員おっしゃるよ

うに、わかれば早く一般会計の方へ返すべきであるというようなことでございますけれども、運営に

つきましては、先ほど担当部長が申したように、今現在、ここ２年直営でやっておりますし、その辺

の計画関係も今、最終の段階に入っております。その中で、いつ何が起こるかというか、わからない

ような状況にある環境保全の東部焼却所でございます。そういう意味におきまして、年度末までしっ

かりと予備費において管理をしていただいとったわけでございますけれども、我々一般会計の方が会

計年度の終わりに支払い関係、５月まである関係でですね、金が我々の方も基金を取り崩したりいろ

いろしながらやりくりをやっておるような状況でございますので、その辺の金額、少しでも返してい

ただければというようなことで、今回、環境保全もそうですけれども、消防関係の、広域でやってお

る消防関連のところについても、ぜひ我々町村も苦労しておるというか、やりくりに大変な目に遭っ

ておりますので、環境保全あるいは消防関連等でしっかりと自分たちの予備費で持っていただいてお

るのはまずいということで、管理者関連で相談しまして元へ戻して、また新たに負担が生じたときに

ご相談をしていただけるというようなことでお願いしたわけでございます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 しばらく休憩します。４５分から再開します。 

午前１１時３５分 休憩 

                    △ 

午前１１時４５分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 
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 これから討論を行います。討論はありませんか。 

 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 私は、承認第３号と第４号について、反対の討論を行います。 

 最初に、大津町税条例の改正ですが、今回の改正で年少扶養控除が廃止をされると。それから、特

定扶養控除の縮減ということで、いわゆる町民にとっては増税につながると。確かに政府の政策で子

ども手当てが新設をされましたが、本来手当てと税金の仕組みというのは別物だと考えなければなら

ないと思います。そもそもこの税金をどうやって課税をするかという原則には、人間が生きていくた

めに、家族が生きていくために必要な生活費には税金を課税をしてはならないというのが税課税の原

則でなければ、これをどんどん崩していったら、まさに生活費を削って税金を払わなくてはならない

という事態になりかねない問題だと思うからです。まして子ども手当ても１年、法律では１年限りに

なっております。そういうことで、扶養控除というのは３３万円、子どもが１人、親が１年間育てる

と。そのために１カ月３万円にも満たないこの控除そのものが少ない額なのに、それさえを廃止する

ということは、税課税の原則を掘り崩すということになるということで、反対をするものであります。 

 それから、国民健康保険税条例の改正ですが、賦課限度額が４万円引き上げられて７３万円ですね、

金持ちは払えばいいとよく我々も言いますけれど、所得で４００万円台、この人たちが本当に金持ち

とはとても言えないと思います。４００万円台の所得に対して７３万円税金が課税されるというのは、

あまりにも酷だと思います。特にこのぎりぎりのところの人は、大変な負担につながっていると思い

ます。これが１千万円も２千万円も所得があればですね、この程度の負担はどうってことはないと思

いますけれども、限度額の今の現行の制度でですね、限度額を引き上げることについては反対を表明

するものであります。 

 以上です。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論はありませんか。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 承認第３号及び４号について、賛成の立場から討論をいたします。 

 大津町税条例の一部を改正する条例、承認第３号につきましては、今回のこういった控除を扱って

給付の方に向けるというふうな趣旨だったかと思いますが、現在、総理大臣も代わりまして、総理大

臣いわく、この方ははっきり物を申す方でありまして、増税をしながら景気回復はできないかという

ことを言ったりする人であります。財政出動によるケインズ効果と申しますか、要するに財政出動に

対してきちんと要所を踏まえれば景気はよくなるということでありますが、昨今のこの状況から見て

みますれば、非ケインズ効果も現れるかもしれない。それは、将来不安をあおるような税制改正であっ

てはならないと、それは思います。しかしながら、この民主党の連立政権が発足しまして、この政策

なり何なりに対して、我々国民は、まずは期待をしなければならないと思います。何もしないではい

けない。この国の考えというのは我々ではわからない部分もたくさんあるかもしれませんが、これに

より景気回復に寄与するようないろんな政策ができるのであるならば、１回やってみなさいというの

も我々の姿勢で持つべきではないかなと、そういうふうに思います。何もかもだめというのではなく
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て、まず国民が選んだ政権に対して期待する。こういった姿勢も大切ではないかなと。それで、もし

だめならば、次に代えていくというような形を取ればいいことでありまして、まずは期待して、景気

がよくなることを願いたいということから、この承認第３号につきましては、賛成の立場を表明する

ものであります。 

 そしてまた、承認第４号につきましては、今現在の国民健康保険制度というのを考えますれば、ど

うしても医療費の抑制というのが非常に難しくて、その経営システム自体が崩壊してはならないとい

うことでありまして、被保険者の方々に対しまして負担の増をお願いすると。また、この負担をお願

いできないということであるならば、一般財源からの加勢をして、この制度を維持していくという形

を採りますならば、これはほかの保険制度に加入した方々、そういった方々の二重払いになるわけで

ありまして、独立性が侵されてしまうということになります。ですから、これはきちんと被保険者の

方々に負担をお願いすると、受益者負担ということで理解していただくのが妥当かなと思います。付

け加えますならば、その負担を軽減するためには、この医療費の抑制、そういったものというものの

提示は、やはり必要だと思います。医療費を抑制するために予防ということに対しまして、我が町も

取り組んでおりますので、そういった形でぜひ医療費が抑制されて、もっともっと逆に来年度はこの

国民健康保険税がいろんな形で負担率が下がるよという形に我々議会も話し合っていいシステムをつ

くあげなければならない、そういうふうに考えます。 

 よって、承認第３号及び４号につきましては、賛成の立場を表明するものであります。議員各位の

ご賛同をよろしくお願い申し上げます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから採決を行います。 

 まず、承認第２号、専決処分を報告し承認を求めることについて、職員団体のための職員の行為の

制限の特例に関する条例の一部を改正する条例を採決します。この採決は起立によって行います。本

件は承認することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、承認第２号は承認することに決定しました。 

 次に、承認第３号、専決処分を報告し承認を求めることについて、大津町税条例の一部を改正する

条例を採決します。この採決は起立によって行います。本件は承認することに賛成の方はご起立願い

ます。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、承認第３号は承認することに決定しました。 

 次に、承認第４号、専決処分を報告し承認を求めることについて、大津町国民健康保険税条例の一

部を改正する条例を採決します。この採決は起立によって行います。本件は承認することに賛成の方

はご起立願います。 
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〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、承認第４号は承認することに決定しました。 

 次に、承認第５号、専決処分を報告し承認を求めることについて、平成２１年度大津町一般会計補

正予算（第８号）を採決します。この採決は起立によって行います。本件は承認することに賛成の方

はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、承認第５号は承認することに決定しました。 

 次に、承認第６号、専決処分を報告し承認を求めることについて、平成２１年度大津町国民健康保

険特別会計補正予算（第４号）を採決します。この採決は起立によって行います。本件は承認するこ

とに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、承認第６号は承認することに決定しました。 

 しばらく休憩いたします。午後は１時から開会します。 

午前１１時５９分 休憩 

                    △ 

午後 １時０１分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 

     日程第９ 議案第３６号から日程第１７ 議案第４４号まで 

一括上程、提案理由の説明 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第９、議案第３６号、職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を

改正する条例についてから、日程第１７、議案第４４号、平成２２年度大津町農業集落排水特別会計

補正予算（第１号）についてまでの９件を一括して議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 皆さん、こんにちは。先ほど提案いたしました承認案件につきましてご承認

いただきまして、誠にありがとうございました。 

 議案第３６号、職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について及び議案第３

７号、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例についてでございますが、国家公務員の

育児休業等に関する法律の改正に伴い、条例の一部を改正しようとするものでございます。 

 次に、議案第３８号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例についてでご

ざいますが、地方公務員法第２５条第２項の規定に基づき、職員の給与の支払いに関する規定を定め

るために条例の一部を改正しようとするものでございます。 

 議案第３６号から議案第３８号までの３議案につきましては条例の一部を改正しようとするもので

あり、条例の一部改正につきましては、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を
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求めるものでございます。 

 次に、議案第３９号、熊本県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更についてでございますが、広

域連合議会議員の定数及び選挙に関する改正でございまして、広域連合の規約の改正につきましては、

地方自治法第２９１条１１の規定により、議会の議決を求めるものでございます。 

 次に、議案第４０号、大津町公共下水道根幹的施設の建設工事委託に関する基本協定の締結につい

てでございますが、基本協定の予定価格が５千万円以上となるため、地方自治法第９６条第１項第５

号並びに議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第２条の規定により、議

会の議決を求めるものでございます。 

 次に、議案第４１号から４４号につきましては、今回の補正は４月の職員の人事異動に伴う補正が

主なものでございます。 

 議案第４１号は、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４２万１千円を追加し、歳入歳出

の予算の総額を歳入歳出それぞれ１１０億７千７３万１千円としたものでございます。 

 ４２号、平成２２年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第１号）についてでございますが、既

定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２１６万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ１１億６千８５１万５千円としたものでございます。 

 議案第４３号、平成２２年度大津町介護保険特別会計補正予算（第１号）についてでございますが、

既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１４４万円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１９億５千６３６万６千円といたしたものでございます。 

 次に、議案第４４号、平成２２年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第１号）についてでご

ざいますが、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４０１万７千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ４億５千１４８万７千円としたものでございます。 

 議案第４１号から議案第４４号までの４議案につきましては、補正予算でございますので、地方自

治法第２１８条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。 

 以上、提案理由の説明を申し上げましたが、ご議決を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

なお、所管部長をして詳細説明をさせますので、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 議案第３６号、職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条

例についてご説明を申し上げます。議案集は２０ページ、説明資料は３７ページから３９ページをお

願いいたしたいと思います。 

 まず、改正の趣旨としまして、国家公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に準じまして、条

例の一部を改正するものであります。３歳に満たない子どものある職員が当該子どもを養育するため

に請求した場合において、公務の運営に支障がないと認められるときは時間外勤務をさせてはならな

いとしたものでございます。 

 説明資料にて説明をさせていただきますので、３７ページをお開き願いたいと思います。条例の改

正の概要をここでは載せております。３８ページの新旧対照表でお願いいたしたいと思います。第８
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条の２第２項として、育児または介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限で、３歳に満たな

い子のある職員が当該子を養育するために請求した場合には、当該職員の業務を処理するための措置

を講ずることが著しく困難である場合の時間外勤務をさせてはならないことを新設いたしました。改

正前の８条の２第２項の括弧書きの職員の配偶者で当該子の親であるものが常に当該子どもを養育す

ることができるものとして規則で定めるものに該当する場合において、当該職員を除くとなっており

ます。及び、災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の職を除くの部分を削り、同項第３

項とするものでございます。この前段の規定の削除につきましては、職員の配偶者が専業主婦、夫の

場合も一緒ですけれども、その場合にその配偶者が常に小学校就学前の子どもを養育できる場合は、

職員がその子の養育のため時間外勤務の制限を請求できなかったものを法律の改正に伴いまして職員

の配偶者の就業等の状況にかかわりなく育児のため時間外勤務の制限の請求ができることになりまし

たので削除したものでございます。言い換えますと、子どもを養育する職員につきましては、公務に

支障がなければ時間外勤務をさせてはならないこととなっております。後段の部分につきましては、

改正後の第２項の整理に伴い削除させていただいております。そのほか、第８条の２第２項の新設に

伴いまして、３項から第５項の項番号及び引用規定等の整理を行っております。 

 附則の第１条で、この条例の施行日を２２年６月３０日としております。 

 第２条で、改正条例の施行日後に改正条例の規定による時間外勤務の制限の請求を行おうとする職

員は、施行日前に請求できることを規定しております。 

 以上でございます。 

 続きまして、議案第３７号、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例についてご説明

申し上げます。議案集は２３ページ、説明資料は４０ページから４３ページになります。条例の一部

改正については、国家公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に準じて条例を改正するものであ

ります。育児休業法に伴う改正の趣旨としましては、少子化対策が求められている中、公務において

も長期間にわたる育児と仕事の両立ができるように、昨年８月に行われました人事院の意見の申し入

れを踏まえた改正であります。 

 では、説明資料に基づき説明させていただきますので、４０ページをお開き願いたいと思います。

新旧対照表は４１ページからになります。４１ページの改正の概要を基に条文ごとの改正について説

明させていただきます。４１ページです。 

 第２条は、３歳未満の子どもを養育するための育児休業をすることができない職員を規定しており

ますけれども、職員の配偶者の就業の有無や育児休業の取得の有無等の状況にかかわりなく職員は育

児休業をすることができることになります。また、非常勤職員及び臨時的に任用される職員に関する

規定につきましては、内容の改正ではなく育児休業法の関係規定の改正により法律に規定されました

ので、第３号を第１号に、第４号を第２号とし、それぞれの改正前の下線を引いた部分の項目を削除

するものでございます。第２条の２育児休業法第２条第１項ただし書きの条例で定める期間につきま

しては、人事院規則で定められる子の出生の日から５７日間、出生の日プラス産後８週間になります

けれども、その期間内に当該子どもについて最初の育児休業、これ言われていますけれども、通称「産
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後パパ育児休暇」と申します、をした職員については、特別の事情がなくても再び育児休業をするこ

とができるようになりました。ただし、産後８週間の期間内にその子について育児休業を取得する必

要があります。 

 第３条の第１号は、第５条の改正に伴う規定の整理でございます。 

 ４２ページをお願いします。第４号は、夫婦が交互に育児休業をしたかどうかにかかわりなく、職

員が育児休業等計画書を提出して最初の育児休業をした後、３カ月以上経過した場合に、再度の育児

休業をすることができることになります。第５号は、この出生の日から一定期間内、先ほど言いまし

た５７日間以内に最初の育児休業をした職員は、特別の事情がない場合であっても、再度の育児休業

をすることができるように育児休業法が改正されたことに伴います字句の整理でございます。 

 第５条は、職員外の子の親が常にその子を養育することができることとなった場合でも、育児休業

の取り消し事由に当たらないこととするものでございます。 

 第７条は、職員の配偶者の就業の有無や育児休業の取得の有無等の状況にかかわりなく、職員は部

分休業することができることとする改正及び非常勤職員に関する規定の整理でございます。 

 ４３ページをお願いいたします。第８条は、育児休業法の根拠規定を明確にしたものです。 

 附則で、この条例は平成２２年６月３０日から施行するといたしております。 

 なお、４月１日現在で大津町に係る職員で３歳未満の子どもを有する者は２２人在職中でございま

す。以上です。 

 続きまして、議案第３８号をお願いいたします。議案第３８号、大津町一般職の職員の給与に関す

る条例の一部を改正する条例についてご説明申し上げます。議案集は２６ページ、説明資料は４４ペー

ジになります。ご存じのように、地方公務員の給与については、地方公務員法第２５条第２項の規定

によりまして、法律または条例により、特に認められた場合を除き、通貨で直接職員にその全額を支

払わなければならないと規定されております。今回、総務省の調査において条例の点検を行った結果、

天引き、いわゆる地方公共団体の会計期間が職員に直接給与を支給する前に、その一部を控除すると

いうチェックオフ等の根拠規定がないことが判明しましたので、条例の改正を行うものでございます。

職員の給与等の支給については、昭和６１年から職員個人の所得税の源泉徴収、住民税、共済組合の

掛け金等の法律等に基づくもの及び町職員組合関連の費用を、いわゆる天引きをして、各人の給与の

口座振替申出書に基づき各金融機関等の個人口座に振り込みをいたしております。これは、非常勤、

臨時さんも一緒でございます。 

 説明資料の改正内容を説明させていただきます。４２ページをお開き願います。第６条の２として、

給与は職員の申し出により口座振替の方法により支払うことができるといたしております。これは先

ほど言いました地方公務員法の規定に基づき整理をさせたものでございます。給与の口座振替制度に

つきましては、自治法の施行令第１６５条の２の規定によりまして、さらに自治法第２３５条の規定

によります金融機関の指定がなされている地方公共団体に限り実施することができることになってお

りますので、職員が危険負担を自ら追うことなく、所要の金銭を確実に受けることができる安全確実

な方法として実施するものでございます。第６条の３の規定は、同様に地方公務員法第２５条第２項
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の給与支給に係る三原則の恣意的な給与の天引きを禁止したもので、法律に基づくもの以外は条例で

規定する必要がありますので、職員にとって有益なものを天引きできるものとして、１号から７号ま

でを規定させていただいております。 

 附則で、この条例は公布の日から施行するとしております。なお、皆さんの議員報酬につきまして

は、地方自治法の規定によると実質的には議員に対する給与と見なされています。また、その支払い

方法については、町の条例で一般職員の例によるとなっておりますので、本条例を準用できるものと

解釈いたします。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭徳君。 

○福祉部長（岩尾昭徳君） 議案第３９号、熊本県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更についてご

説明いたします。議案集は２８ページから３０ページ、併せまして議案説明資料は４５ページをお願

いします。今回の熊本県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約につきましては、議員定

数を１市町村当たり１名とする規約の変更が主なものであります。改正につきましては、県下の全市

町村が広域連合の決定事項に直接関与できるようにすること、また平成の合併により議会の任期満了

日が異なってきたことで、広域連合議会議員の補欠選挙が幾度となく行われ、市町村議会運営に影響

があるとの意見を受けて改正が必要となるものであり、それに伴う規約の一部変更の議案であります。 

 説明資料の方でご説明します。説明資料の４５ページの新旧対照表をお願いします。熊本県後期高

齢者医療広域連合規約第７条第１項で、これまでの広域連合の議会の議員定数３２人を広域連合の議

員の定数は４５人とするに改正し、第２項で広域連合議員は構成市町村の長または議会の議員により

組織するに改正するものでございます。 

 第８条第１項は、広域連合議員は各構成市町村の長または議会の議員のうちから各構成市町村の議

会において１人を選挙するに改正するものです。 

 ４６ページをお願いします。同条第２項で、前項の規定による選挙については、地方自治法第１１

８条の例により改正するものです。第８条第３項及び第４項は、削除するものです。 

 第９条第１項は、広域連合議員の任期をこれまでの２年から当該構成市町村の長または議会の議員

としての任期によるに改正するものです。 

 ４７ページをお願いします。第９条第２項で、または議員から、または議会の議員に改正するもの

であります。同条第４項及び第５項は、削除するものです。 

 議案集の２９ページ、３０ページをお願いします。附則で、施行期日を熊本県知事の許可があった

日から施行するとし、経過措置として改正前の規約を平成２３年２月１３日まで適用するとしており

ます。なお、本規約の一部変更につきましては、県下４５の構成市町村での同文議決案件でございま

す。 

 続きまして、議案第４３号、平成２２年度大津町介護保険特別会計補正予算（第１号）につきまし

てご説明申し上げます。今回の補正は、４月の人事異動に伴う人件費の補正が主なものでございます。

補正予算書の１ページをお願いします。第１条で、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ



 35

１４４万円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１９億５千６３６万６千円とするもの

でございます。 

 歳入からご説明いたします。予算に関する説明書の８ページをお願いします。併せて、別冊補正予

算の概要は３ページをお願いします。款６、項１、目３その他一般会計繰入金、節１職員給与等繰入

金につきましては、包括的支援事業費の減額に伴います一般会計繰入金を減額補正するものです。 

 次に、歳出につきまして９ページをお願いします。款３、項１、目２包括的支援事業費の節２給料、

節３職員手当て等及び節４共済費につきましては、４月の人事異動及び本年度の共済費の率の改定に

伴い減額補正するものです。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 議案第４０号、大津町公共下水道根幹的施設の建設工事委託に関する基本

協定の締結について説明いたします。議案集の３１ページをお願いいたします。大津町公共下水道根

幹的施設（大津町浄化センター等の建設工事事業を委託することについて）基本協定を締結するあた

り、基本協定の予定額が５千万円以上となるため、地方自治法並びに議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得または処分に関する条例の規定に基づき議会の議決を求めるものです。 

 ３２ページをお願いいたします。１基本協定の目的は、大津町浄化センター等改築工事になります。

工事場所は、大津町大字陣内地区です。協定金額は８億８千１３０万円になっております。協定期間

は、平成２２年度から２４年度までとしております。協定の相手方は、東京都新宿区四谷３丁目３番

１号、日本下水道事業団代表者理事長、曽小川久貴様になります。協定の方法は、随意協定によると

しております。 

 次に、議案説明資料集の５０ページをお願いします。今回の浄化センター等改築工事につきまして

は、多種の専門的かつ複雑で高度な情報や判断が重要であると考えております。そのために、業務を

日本下水道事業団に委託したいと考えております。委託する理由としまして、下水道事業団は、下水

道技術者の不足する地方公共団体を援助するため、国及び都道府県の折半出資により設立され、下水

道事業に関する業務について、地方公共団体を支援代行する機関として唯一設立された地方共同法人

であるということです。また、業務を委託する場合の利点としまして、高度な技術、知識、経験及び

情報を有している。技術職員の増員が避けられ、経費削減が図られる。計画的な建設と早期完成が図

られる。建設後も、アフターケアが充実している。県内の９割以上の団体が委託しており、豊富な技

術情報等を有しているなどの理由が挙げられます。 

 ５１ページをお願いいたします。浄化センターに関する施設工事等の委託推進につきましては、昭

和６０年から日本下水道事業団に委託して実施しておりますが、その各年度別の工事等の概要を記載

しております。 

 ５２ページをお願いいたします。今回の事業執行に伴う平成２２年から２４年度の業務工程表にな

ります。町が行う事務及び協定締結後の事業団の業務を記載しております。協定の変更については、

次年度に前年度の生産調整を順次行い、平成２４年度に最終の全体精算を行うことになります。 
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 ５３ページをお願いいたします。改築工事の報酬、年度、月ごとの工事スケジュールになります。

下の方に各年度の事業費と管理諸費及び債務負担行為３カ年分の合計額を記載しております。 

 ５４ページが浄化センターの施設平面図になります。赤の矢印で示した箇所が、今回、改築更新を

行う部分になっております。今後浄化センター等の将来にわたる安定的かつ効率的で、まだ円滑な施

設の維持管理への実現のために、ぜひとも日本下水道事業団との基本協定締結をお願いするものです。 

 以上です。 

 続きまして、議案第４２号、平成２２年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第１号）について

ご説明申し上げます。今回の補正は、職員の人事異動に伴うものです。 

 予算書の１ページをお願いいたします。第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

２１６万円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ記載のとおり１１億６千８５１万５千円とする

ものです。 

 ７ページをお願いいたします。歳入に関しましては、款４、項１、目１一般会計繰入金は、人件費

等に充当している一般会計の繰入金を職員の人事異動に伴い増額するものです。 

 ８ページをお願いいたします。歳出になります。款１、項１、目１総務管理費につきましては、４

月の人事異動及び共済費率の改定に伴い、給料、職員手当て等共済費を増額するものです。 

 続きまして、議案第４４号、平成２２年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第１号）につい

て説明いたします。今回の補正は、職員の人事異動に伴うものです。 

 予算書の１ページをお願いいたします。第１条で、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞ

れ４０１万７千円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ記載のとおり４億５千１４８万７千円と

するものです。 

 ７ページをお願いいたします。歳入に関しまして、款１、項１、目１の一般会計繰入金は、人件費

等に充当している一般会計からの繰入金を職員の人事異動等に伴い減額するものです。 

 ８ページをお願いいたします。歳出になります。款１、項１、目１の総務管理費につきましては、

４月の人事異動及び共済費率の改定に伴い、給料、職員手当て等共済費を減額するものです。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 企画部長木村 誠君。 

○企画部長（木村 誠君） 議案第４１号、平成２２年度大津町一般会計補正予算（第１号）について

ご説明申し上げます。 

 予算書の１ページをお開き願います。併せまして、補正予算の概要をご参照願います。 

 第１条で、既定の予算総額に４２万１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を１１０億７千７３万１

千円とするものです。内容としまして、歳入では、緊急指定校補助金３０万円、歳出は４月の人事異

動に伴う人件費等の調整、学校給食センターの保存食用冷蔵庫の備品購入５４万２千円が主なものと

なっております。 

 歳出からご説明いたします。人件費につきましては、後ほど給与費明細によってご説明いたします。 

 １２ページをお開き願います。款２、項１、目７電子計算費でございます。このたび大津町の公式
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ホームページが平成２２年全国広報コンクールの町村のホームページ部門におきまして特選に選ばれ、

総務大臣賞及び読売新聞社賞を受賞することが決定いたしました。これは、平成１９年度以来２度目

の受賞であります。９月に奈良で開催予定の表彰式に町長と担当者が出席するための特別旅費７万５

千円をお願いいたしております。 

 １８ページをお願いいたします。款３、項１、目７老人ホーム費の節１３委託料で、調理業務委託

短期宿泊分５万９千円は、４月中旬からのご夫婦での短期宿泊によるものであります。 

 ２６ページをお願いいたします。款１０、項１、目２事務局費の節８報償費の夢を育てる講演会謝

礼は、町内小中学校８校にいろんな分野で活躍されている町内出身の方を講師にお招きしまして、児

童生徒に将来への夢を持っていただこうというものであります。また、伝統文化鑑賞講演会謝礼及び

節１２役務費文化ホールオペレーター料は、町内小学校の６年生を対象に伝統文化を身近に鑑賞する

ことにより、日本の伝統文化を見直してもらおうというものであります。いずれも先の議会全員協議

会でご説明いたしました大津町教育基本構想に基づくものであります。節１３委託料は、県のいきい

き芸術体験教室実施委託でございます。大津小、大津南小、大津北小分が決定いたしましたので、２

分の１の町負担分を計上するものであります。項２、目１、節１９負担金補助及び交付金の研究指定

校補助金及び項３、目１、節１９負担金補助及び交付金の特色ある学校づくり補助金は、いずれも県

の補助が決定したことによるもので、大津小学校、大津北中学校分であります。 

 ３１ページをお願いいたします。項６、目３、節１８備品購入費の冷凍庫は、保存食用冷凍庫の購

入をお願いするものでありまして、４月に故障いたしまして現在緊急措置によりまして対応している

ものであります。 

 款１３予備費で、今回の補正予算に代わる財源調整をさせていただいております。 

 次に、歳入をご説明いたします。１１ページをお願いいたします。款１３、項２、目２民生手数料

は、老人ホームの短期宿泊に伴うもので、お二方の分、３５日分であります。 

 款１５、項２、目７教育費県補助金は、大津小学校、大津北中学校の研究指定校補助金であります。

なお、人件費につきまして、給与費明細にてご説明いたします。３２ページをお願いいたします。１

の特別職につきましては、共済費は負担率の確定に伴い１６万９千円の増額となっております。 

 ３３ページをお願いいたします。２一般職でありますが、４月の人事異動などに伴う人件費の補正

でございます。（１）の総括費用ですが、給与費比較では計の１千２２８万５千円の減額及び共済費が

負担率の確定に伴い４５４万４千円の増額と併せまして合計で７７４万１千円の減額となっておりま

す。職員手当ての内訳等につきましては、記載のとおりとなっております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） これで、提案理由の説明は終わりました。 

 

     日程第１８ 議案質疑 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１８、議案質疑を行います。 
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 まず、議案第３６号及び議案第３７号までの２件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 次に、議案第３８号を議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 次に、議案第３９号を議題とします。質疑ありませんか。 

 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 議案第３９号について質疑を行います。 

 熊本県後期高齢者医療広域連合規約の改正ですが、広域連合の議会議員の選出基準が変わるようで

ありますが、第８条で構成市町村の長及び議会の議員のうちから関係市町村の議会において１人を選

挙するとなっておりますが、いわゆる大津町でいえば町長と議会議員から選ぶということですけど、

本来、自治体の長、首長は執行権を持った行政の執行者であります。それを牽制するのが議会の議員

であるのに、なぜ役割の違うところから代表が１人なのかと、大変矛盾をすることが予想されますけ

ど、なぜこういうことになったのか、お尋ねをしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭徳君。 

○福祉部長（岩尾昭徳君） 荒木議員の質疑にお答えします。熊本県の後期高齢者医療広域連合議会の

議員の選出基準の変更についてということでございますけれども、矛盾するのではないかなというこ

とがありますけれども、これまでの構成員としては、従来の規約によりまして各自治体の長または議

員となっておりまして、今回の改正におきましても長または議員には変更はあっておりませんが、広

域連合議員は、各構成市町村で改正前が市長、町村長、市議会議員、町村議会議員の区分から選出す

るとなっておりましたことが、今回の改正によりまして広域連合議員は構成市町村の長または議会の

議員により組織するというようなことで各市町村から１人選出することによりまして議会運営の効率

化、円滑化が図られ、住民の声が反映できるものであるということで今回規約の一部変更が必要にな

るということでございます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 次に、議案第４０号を議題とします。質疑ありませんか。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 質疑いたします。 

 提案理由で説明を受けた中で、問題があるのではないかなと思う部分を質疑したいんですが、まず

第一に、協定の方法は随意協定によるということであります。説明資料の方、見てみますれば、その

協定が随意契約の地方自治法の施行令あたりの特徴といたしまして、緊急性や不利益を被らないよう

にとか、有利性、競争相手がいないと、そういったものに関しては随意に契約することができるとい
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うふうにあるわけでございますが、この日本下水道事業団、これ読みますればもっともらしいんです

けれども、こういったところが逆に今一番事業仕分けとかで問題になっておりまして、天下りの団体

ではないかというふうな感じさえ受けます。実際、ここに競争を、基本的には地方自治の理念から申

しますれば、競争をして経費削減に努めなさいというのがあるわけですから、競争相手はいないのか

しらと考えるわけでありますが、この説明資料の５０ページのこの⑤を読んでみますれば、熊本県内

の下水道事業を着手している市町村の９割以上というふうにあります。ということは、１００％では

ない。すなわち、競争相手は存在するということではないでしょうか。ですから、安易な随意契約は

してはならないというのは、これは当たり前のことでありますから、民間企業なり何なりというもの

との競争が必要になってくると思います。それでもここを選ぶ理由というのが、それを競争を排除し

てまで随契をするべきだという理由には、この５０ページの説明の理由の中ではあたらない。やはり、

かかる経費の削減というのと、民間の活力というものを考えますれば、やはりどういった業者が存在

するか知りませんが、９割以上ということはあるわけですから、そういったことを試みて経費削減に

努めるべきではないかと思いますが、質疑いたします。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 永田議員の質疑にお答えいたします。 

 下水道事業団につきましては、先ほど説明しましたように都道府県または国と折半で立てられた事

業団ということで、地方を支援するためにつくられた団体ということですので、一般の民間企業と競

争は難しいと考えております。当然、先ほど言われたように全協でも説明ありましたけれども、天下

りの方がおられるのは事実でございます。ただしその団体、事業団の中には地方自治、市町村の職員

が確か百数十名出向していたと思います。そして、団体の職員自体も３分の２程度、合計で５００人

近く、四百数十人が団体の職員に出向も含めてあったと思いますので、その中に天下りの人が数人お

られるというのは聞いております。ただしこれにつきましても、閣議決定がされておりまして、新た

に次の役員を選出する場合は公募によって選出するということで閣議決定されておりますので、今後

はそのようにされるものと思っております。 

 それから、１００％競争相手がないところがあるんじゃないかということなんですけれども、県内

において委託していない、事業団に全面委託してない分として、うちの方で今わかっている分は、熊

本市と菊陽町があるようです。ただし菊陽町につきましては、流域といいますか、県がつくっている

施設になりますかね、そちらの方に流しているというか、管渠だけで、実際菊陽町自体は処理場とい

うのは持っていないと思います。熊本市が実際やっていますけれども、全面委託はしていませんけれ

ども、応援といいますか、技術指導等は受けておりますので、そのあたりまで含めればですね、県内

の団体としてはもうすべて事業団に委託しているということで考えておりますので、町の方ももし自

分たちでですね、頼まなくて、事業団に頼まなくて自分たちでできればいいんでしょうけれども、な

かなか新しい技術といいますか、そのあたりも年々変わってきておりますし、それを大体複雑な、下

水道施設自体がですね、なかなか難しいものでありまして、職員がそこまで理解するのが非常に厳し

いという状況がありますので、事業団にそのあたりの職員の代わりといいますか、そのあたりを引き
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受けてもらうという形で委託をしたいということで考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質疑いたします。 

 今の説明によりますと、地方公共団体を支援するためにできたから信じられるというような言い方

であったかと、説明であったかと思います。そしてまた、職員や何やらが５００人程度、いろんな形

で出向したりとか、要するに寄せ集めですよね、やっていると。ただですね、今の説明の中で、なん

と熊本県の中でナンバーワンの市であります熊本市が応援は受けているけれども、全面委託はしてい

ない。理由はあるはずでしょう。そういったことをもうわかっていらっしゃるんですね。ということ

は、経費削減につながるかもしれないということをわかっていてやらないということになるんじゃな

いでしょうか。そしてまた、技術革新、これはですね、技術革新をするのはこういった団体ではなく

て、技術革新をするのは民間なんですよ。民間の活力が新しい技術を革新して、それをこういったと

ころに売り込みに行くわけですから、逆です。こういったところが自ら研究機関を持っていて、新し

い技術にいつも着手しているというのならば別ですが、情報やそういった民間からの技術を寄せ集め

て、その中で最前の方法は決めているかもしれません。ですから、そういった中間の経費を抜くこと

によって、皆様方の大切な税金をより少なくて、最低でその運営することができるかもしれないとい

う可能性は、今の答弁の中にはまだ残っていたと思います。ですから、やはり民間でできはしないか。

熊本市はどういった形をやっているのかということをですね、調べるべきだと思うんですが、熊本市

がその応援は受けているというのはわかります。しかしながら、熊本市も天秤に掛けた上にそういっ

た形になっているのではないでしょうか。問題はそこなんですよね。じゃ、大津町はできないのか。

菊陽の事例は違うとおっしゃいましたけれども、我々議員はそこのところが非常に重要なんですね。

これがですよ、額にすれば８億８千百云々ということで、９億円近くぐらいの話ですよね。非常に大

きいんです。これが１割でも減ったならば、それこそ８千万円とか９千万円とか減る可能性もあるか

もしれませんよ。ですから、この熊本市あたりが何でそういった形でやっているのか、そこまで調べ

られたでしょうか。あとはですね、委員会あたりで重々審議があると思いますが、非常に重要な点で

すので、再度質疑いたします。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 永田議員の質疑にお答えいたします。 

 熊本市につきましては、詳しい話はちょっと私の方もまだ聞いておりません。熊本市の場合は、非

常に専門的に下水道に通じている職員がいるということで考えております。そのあたりが、職員の数

も当然違いますし、技術職員の経験年数といいますか、そのあたりにおいても違うのではなかろうか

ということで考えております。ただ処理場自体の、処理場が年々いろいろ処理方式等についても年々

進歩していきますし、そのあたりについては、当然先ほど言われたように寄せ集めといいますか、情

報を日本下水道事業団自体が全国の情報を集めておりますので、非常にそういう施設のいろいろの処

理方法といいますか、そのあたりのノウハウが一番集まってくるところじゃないかなということで、

施設を常に更新していくといいますか、運営を進めていく上ではですね、下水道事業団がそのあたり
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については情報を一番握っているといいますか、つかんでいるんじゃないかなということで、当然民

間もそういう情報は持っていると思いますけれども、民間のノウハウをすべて集めているのが下水道

事業団ではないかなということでうちの方は考えておりますので、そちらの方に委託した方が一番ベ

ターな選択ではないかなということで考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 永田議員の下水道の処分場の改修工事につきましてでございますけれども、

大津町につきましては、当初から日本下水道事業団にお願いをしておるところでございますので、ずっ

と流れとつくってきたノウハウというものが一番、日本下水道事業団の方が一番詳しくわかっておる

し、今までそういう形でお願いをしてきておると。今回につきましては、もう古くなっておりますの

で、公共下水道の範囲関係も今回見直しておる中で、今の施設では十分対応できないというような状

況でございますもんですから、新たな３年間ぐらいの工事計画、改修計画が日本下水道事業団にお願

いしたいというような形で今回お願いしておるわけでございます。もちろん、ほかのところのノウハ

ウというのは、もちろん今、担当部長が申したようなところもあるかもしれませんけれども、当初熊

本市は流域下水道だから菊陽とか合志とか一緒になってやるなかで、ずっと前からあそこは独自の職

員たちのノウハウに基づきましてやっておられるというような形の中で、日本下水道事業団の方も若

干ノウハウも熊本市には入れ込んできただろうというふうには思っております。しかし、新たなこの

改修工事関係をほかの業者に頼んだときに、その辺のその流れとかいろんなものがございますし、こ

れから議員おっしゃるように民間の企業、関連のメーカー関係がいっぱいあると思いますけれども、

それをどのメーカーを使うとか、いろんな形の問題によって、またその辺の金額関係の工事関係のメー

カーによってごろっと金額も変わってくるんじゃないかなと思います。そういう意味におきまして、

日本下水道事業団の方の見積もり、あるいはその辺のノウハウをわかった企業にお願いした方が経済

的には安く上がるんじゃないかなというようなことで、今回の日本下水道事業団の方に計画改修から

工事関連等も含んだところの総括的な事業計画を、３年間の計画をお願いしたというような状況でご

ざいます。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 質疑に対する答弁はわかりましたけれども、その中でもっとも重要視したい

のは、この部分についての答弁がなかったのかなと思うのは経費の問題です。実際、熊本市という県

下ナンバーワンの市がそういった別の形で、全面的に日本下水道事業団に委託するわけではなくて、

技術者の問題とかいろんなこと言われましたが、別の方法を取っておられる。ということは、熊本市

に対して協力を依頼する。考えられないことでしょうか。私は、今の答弁の中でもっとも重要な点、

じゃ熊本市が大津町のやり方と比べたときに、今の答弁の中では下水道事業団の方がノウハウも持っ

ているし、いろんなものを統括しているということで、有利性が非常に高いということを言われまし

たが、経費の面で、実際高いか、安いかという根拠は何ら出してないんですね。問題はそこですよ。

うちの処理の量といろんなものがこれには関わってきますので一概に言うのは難しいかもしれない。

しかしながら、そういった見積もりを出すということがまず大切ではないでしょうか。その中で、や
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はりどう考えてもこの下水道事業団の方が有利であるということであるならばいいんですが、根拠と

して非常に曖昧ということですよ。額として、数字として出していない。また、町長の答弁の中で、

いろんな対応に対して非常に迅速に、その時代時代の技術を持ってきて対応する。しかしながらです

ね、ここの８億８千万円を使わないで技術革新に振り回されないで、今の施設のままでもあと１年、

２年やることができるんだとしたらどうします。私は、この技術を得るために、自分たちの首をつな

ぐために、こういった事業の提案をやってきているかもしれないということも考えられるということ

ですよ。ですから、今のこの施設の焼却のやり方、例えば１０年保つのか、２０年保つのか、これ１

００年保つならばずっと安くなりますよね、割ってみれば。こういったことは、もうそろそろよかで

しょうと、自分たちから設計しました、そしてもうそろそろ買い換え時ですよと、新しい技術がもう

導入されていますもんねと。１社というのはそれが危ないんです。競争すれば、いや、十分今の施設

であと２年、３年はいきますよという業者がいたらどうします。この８億８千万円浮くかもしれませ

んよ、その修理だけでうん千万円ぐらいで済むかもしれないということですよ。ですから、そういっ

た科学的な根拠というのを出されていない。これ間違いないですね。ここのところは非常に重要です

から、価格的なものを何ら出してないで、ただそういった相対的に見てここが有利だということに終

わるのか、それとも数字的なものは何らか出したかということです。そこの点をもう一度質疑いたし

ます。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 永田議員の質疑にお答えいたします。 

 まず、価格の面なんですが、今回下水道事業団と協定を結びますが、下水道事業団はすべて工事を

するわけではありません。もし委託したとして、下水道事業団は、その設計を行って、それに基づい

て一般競争入札をして業者を決定します。それに基づいて、きちっとした工事ができるかどうかを管

理運営をしてもらいます。ということですので、金額は８億８千１００万円になっていますけれども、

その中で工事費は当然一般競争入札ですると下がってくると思いますので、それによって最終的に精

算という形で、金額はそのときに入札等を行って決まったときに変わってくるということで思ってお

ります。ですから、そのあたりもありまして、よそと比較といいますか、実際、私たちが今下水道事

業団に委託したいと考えているのは、設計と管理を委託するという考えを持っています。そういう形

で下水道事業団に今回は委託するという形で、職員が、今、学校とか住宅とかいろいろ委託して我々

が設計をしてもらって、管理もしてもらって、工事発注していますけれども、今回の委託につきまし

ては、下水道事業団が入札から、設計はもう１回やってもらっていますけれども、入札から工事の監

理から、そのあたりをしてもらうと。業者も、当然業者まで決めてもらうという形になりますけれど

も、そういう形で職員が施設の内容について、すべて下水の処理関係の施設について詳しければいい

んですけれども、そのあたりがなかなかノウハウが少ないということで、職員に代わってそのあたり

の分をやってもらいたいということで委託を考えているところです。 

○１２番（永田和彦君） ソフトが変わればハードも変わるということですよ。事業団は、これはソフ

トの頭を持っとるかもしれんですけれども、考え方が違うならば、その発注する機器も変わってくる
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じゃないですか。別の考え方だったならば。だから価格的な競争は何らしてないんでしょう、そのソ

フト同士も。 

○土木部長（中山誠也君） 先ほど町長からもありましたけれども、施設の古くなった分を取り替えて

いきます。新しく全然違う施設をつくるのであればですね、そういう工法自体が、処理工法自体が変

わってくると思いますので、永田議員の言われるような比較等はできると思いますけれども、今回の

場合については、施設の中で悪くなった分を代えていく中で、処理方式、最新のですね、機械等も入

れながらですね、やっていくという形で考えていますので、ここら辺については、全然処理方法が変

わるかどうかというのは、全然変わる方法ではない。ただ機械の性質といいますか、効率といいます

か、そのあたりについては変わっていくのかなということでは考えております。 

○１２番（永田和彦君） だけん、比較はしていないんですね。熊本市の技術者とかには聞いてないん

でしょう。 

○土木部長（中山誠也君） それは聞いていません。 

○１２番（永田和彦君） 聞いてないですね。比較はしてないということですね。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 次に、議案第４１号を議題とします。質疑ありませんか。 

 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 質疑いたします。 

 この補正予算書の３２ページ、３３ページ、目立ちますのは共済費であります。この共済会からの

理由、いつも私はこれ言うんですが、報酬や給料は変わらないのに、自分たちを生かすためにやって

いるんではないかと。自分たちが経費節減にその取り組んでいるのか。これってですね、もう全く上

げれば自分たちは安泰だというような数字の出し方に見えるんです。この共済会からのこの率の変化

といいますか、変えた理由ですね、どういった理由なのか。そういったことをきちんと説明してもら

わないと、これ合わせますればこれも結構な額になりますので、説明を求めたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 永田議員の質問ですけれども、確かに今回の補正についてはほとんどが職

員共済組合の負担金の率の改定によるものでございます。いつもご質問があっていますので私の方と

しても恐縮をしているようなわけなんですけれども、今回の職員共済組合の負担金の全体状況を若干

説明させていただきます。ご存じのように、後期高齢者医療制度が始まりまして、先ほども支援金等

の負担金の問題が出ましたけれども、その支出が大変増加しているような現況でございます。収入の

面では、一応組合員数の減少に加えまして、期末勤勉手当ての引き下げ、それと掛け金負担金収入が

それによりまして大きく減少しているような状況でございます。今後もこの傾向は続くものという形

で予想されますけれども、先ほど言いました私たちの関係の財政安定運営を図るために、一応掛け金

率が引き上げられたということは事実でございます。今回の共済費比率の改定につきましては、率に
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つきましては追加費用と短期給付という形で、要するに短期給付は医療分のことになりますけれども、

その合計が約１.８２５％上がっております。それから、期末勤勉手当ての分についての負担金が０.

５％一応増率されております。それから、４０歳以上の特定健康診査、特定健診という形、これは一

般の普通の国保関係でも行われておりますけれども、その分の負担金が２０円。それと事務費関係が

４７０円それぞれ増額されております。大津町の職員の平均４２.９歳を見ますと、年間では約５万３

４０円が増えているような状況でございます。言われるように、全職員にしますと約１千万円の増と

いう形になります。その内訳については、給与費の明細でしてありますけれども、当然として町がこ

れは負担すべきものという形で５万３４０円は年間負担が増えるという形になっております。医療費

の抑制等も含めまして共済費関係でかなり上がっておりますけれども、一応２年、５年という経過措

置もありますけれども、いつも言われるように私たちも住民の皆様方からいただいた貴重な税金でご

ざいますので、厳しい状況というところは重々承知しておりますけれども、役場職員としての認識を

深めながら、より住民サービスに努めることを肝に銘じまして頑張りたいと思います。この辺はご理

解をいただきたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 理解したいんですが、これですね、結局町民の税負担なんですね。町税から

出される額ですね。これをですね、町民の皆様方に我々が説明しろと言ったときに非常に困るんです

よ。昨日の新聞だったですか、デンマークだったですか、公務員給与を一律１５％下げるとか、なん

かいろいろ載っていましたけど、また企業あたりは、今日か昨日の社説の中にありましたよね、何か

企業年金の減額とか求めて、それは敗訴したとかなんかありましたけれども、結局今、経済状況が悪

いときに、この共済費の値上げをぽんと言っているのがちょっと信じられないというか、はい、そう

ですかと言ってこの議会も通すべきだろうかなと思ってしまうわけです。みんなが苦労しているわけ

ですから。町長、これどう思います。町長にこれお聞きしたいんですよ。これ、町民の皆さん方にで

すね、こういったときの考え方としまして、住民が、地域住民の方々が団体自治をするために役場と

いう組織をつくって、その職員の方がおられるわけですけれども、逆転しやしないかなと思ってしま

うんです。雇い主は町民なんですね。何で町民の方々がその難儀しているときに、そっちのいろんな

経費あたりが上がるのという話ですよ。普通は、会社組織で考えました場合は、全体が悪いときには、

そういった従業員の給料をどんどん上げたりとか、そういった社会保障を充実させたりなんていうこ

とはできませんよね。これはちょっと逆行しやしないかなと思うんですよ。この点について、私はど

うもこの説明を町民の方々にできない。この点について、ちょっとですね、理解に苦しむので、町長

の方からですね、ちょっとこの説明をぜひいただきたいんですが、よろしいでしょうか。お願いしま

す。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 年々共済費が上がってきておりますのは、十分我々も認識しておりますけれ

ども、個人負担の方も若干上がってくるというような形で、しかし２、３日前の、昨日のＮＨＫのニュー

スでもあっておりましたけれども、ある会社の給与年金の問題等も出ておりまして、裁判の関係でご
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報告がなされておりましたように、本当に経営の内容がどうしてもいかないというような状況のとき

にはというような話でございますけれども、我々も大津町はともかくとして、よその町村、厳しい町

村もたくさんあると思いますけれども、この辺につきましては、やはり何らかの形でやっぱり町村会

を代表しながら国の方にも話をするというか、そのシステム関係をしっかりと考えていかなくちゃな

らないんじゃないかなと思っております。そういう意味におきましての将来的な年金の問題も含んで

まいりますので、そういう中で我々としてもしっかりと考えていかなくちゃならないんじゃないかな

と思います。もちろん医療給付関係についてもいろいろ制度上もございますが、その辺についても職

員に対するある程度の人間ドックとか、そういう形についてもいろいろと内容は検討されてきておる

ようでございますけれども、あまりにも今の状況は上がる率が高うございますので、これはもうおっ

しゃるように事業主である町民というか、役場の企業というような考え方でいけば、小さいところは

本当に大変なことになるんじゃないかなと思いますので、その辺については今後十分町村会関連等か

ら国の方にしっかりとその組織についての補助というか、やり方についてしっかりとまた県・国に通

して検討していただくようお願いをしていきたいというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 次、議案第４２号から議案第４４号までの３件を一括して議題とします。質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 

     日程第１９ 委員会付託 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１９ 委員会付託を行います。会議規則第３９条第１項の規定によ

り、議案第３６号から議案第４４号までをお手元に配付しました議案委員会付託表のとおり所管の委

員会に付託します。また会議規則第９２条第１項の規定により、請願第２号、請願第３号及び陳情第

２号を請願・陳情委員会付託表案のとおり、それぞれ所管の委員会に付託します。 

 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 本日は、これで散会します。 

午後２時１９分 散会 
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一  般  質  問 

 

６ 番 大 塚 龍一郎 君     ｐ55～ｐ60  

 

     １．南部地域の振興について 

(1)国重文化財江藤家住宅を核とした地域振興として、隣接地の駐車場確保整備、一般

公開時に使用する農産物販売の為のスペース確保整備について伺います。 

(2)観光案内標識としてピクトサイン（図柄）標示を５７号バイパスや陣内交差点に設

置する考えはないか伺います。 

(3)陣内交差点西側を環境整備し、ふれあい交流拠点として、ミニ公園化事業の構想は

ないか伺います。 

(4)陣内交差点西側地帯の道路整備のその後の進展について伺います。 

 

     ２．建築物の緑化対策について 

(1)教育施設や「子育て・健診センター」に屋上緑化、壁面緑化で環境対策に取り組む

施策について伺います。 

(2)新設される大津小分離校（美咲野）を環境モデル校として屋上緑化を見すえた建築

計画を進める考えはないか伺います。 

 

１２番 永 田 和 彦 君     ｐ60～ｐ70 

 

     １．教育長の資質を量る 

(1)言葉がはっきりしていて、毅然とした態度に期待は膨らむが、質問に対する答弁の

質が重要だ。就任挨拶で子ども中心を力強く言われていたが、今は小学校長ではな

く生涯学習も含めた、教育行政全体の事実上トップである。そこで、子ども中心が

目指すのは、国家百年の計と理解できる任期満了までの基本計画を示していただき

たい。また、教職員の不祥事が止まらない。対処法は何か。また、「子どものしつけ」

を表現していただきたい。最後に、大津中北側宅地開発問題に関して、当時の教育

委員会はＯＫだ。あなたは、ＮＯと言えるのか？ 

 

     ２．降格人事の必要性 

(1)なぜ降格人事が必要か、町長任期は４年であるのに対し評価部分は４年で終わらず

差分が定年まで続き職員の総所得に大きく影響する。任用の根本基準と、町長の評

価による上乗せ部分をきちんと分けて説明できる仕組みが必要だ。今の制度のまま

では町民負担は増えさえすれ減りはしないということだ。任命権者である町長の能
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力評価の危険性を回避するには、町長が代われば就業年数による職階制にリセット

できる制度が必要と考えられる。 

 

１５ 番 荒 木 俊 彦 君     ｐ70～ｐ79  

 

     １．教育委員会の仕事 

(1)基本構想に照らして 

 ①教育環境の整備がおろそかになっていないか。 

  大津幼稚園の送迎対策、中学校の建物、敷地は良好な状況とは思えない。 

  児童、教職員、保護者の意見を聞くべきではないか。 

 ②教育委員会の活動を周知公開すべきではないか。 

 

     ２．口蹄疫対策 

(1)口蹄疫の被害は胸が痛む。町内畜産農家、関係業種も苦境にたたされている。 

  国、県の対策で足りないものは、町独自でも取り組むべきではないか。 

 

     ３．介護手当が必要 

(1)自宅介護者の苦労に応えて、介護手当が必要だと考える。 

 

     ４．電気自転車の普及と自転車道の整備 

(1)中心市街地は南北の高低差が大きく自転車の利用に困難であり、電気自転車の普及

に補助したらどうか。 

  主要道路でも自転車通行は危険な状況である。専用レーンなどの工夫が求められる。 

 

２ 番 府 内 隆 博 君     ｐ81～ｐ89 

 

     １．県が徴収する「水とみどりの森づくり税」を活用して植林事業を 

(1)利用されていない原野・牧野に水源涵養や防災対策のために植林事業を進めては。

瀬田裏、真木、矢護川牧野などに。 

 

     ２．口蹄疫に対する今後の防疫体制について 

(1)ウイルス侵入防止の水際対策や消毒などの初期の対応をどうするか。 

  熊本に飛び火していないのは奇跡に近い。宮崎県で病疫がまん延した理由のひとつ

には防疫措置の漏化を考えざるを得ない。大津町でも万一の事態を想定した準備も

怠ってはならないと思う。畜産関係者だけではなく町民全体で水際防疫に全力を挙
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げ、行動に移さなければならないと思うが、町の考えは。 

 

     ３．矢護川地区圃場整備事業の今後の計画について 

(1)政権交代による補助事業など懸念されるが今後の事業計画をどう進められるのか。 

 

３ 番 吉 永 弘 則 君     ｐ95～ｐ101 

 

     １．職員の人事について 

(1)どのような基準で異動にあたっておられるのか。この職種は３年、あの職種は４年

といったような基準はあるのか。また、異動に公募制を導入する考えがあるのかを

何います。 

 

     ２．行政区嘱託員（区長）の役割について 

(1)各地域の行政役割に対して、区長の責任は大きなものがあります。地域のリーダー

に対する費用対効果を再度検討してみる必要があるのではないか。 

 

     ３．口蹄疫問題について 

(1)宮崎で発覚した口蹄疫により町内の畜産農家も大きな打撃を受けている。防疫対策、

支援対策等、国、県への強力な要請を願う。 

 

９ 番 坂 本 典 光 君     ｐ101～ｐ107 

 

     １．新岩坂南線について 

(1)県道沿いの鳥子川の西から西原村へ登る道路がある。（谷梅ケロ線） 

  その途中から西に向かい山沿いに岩坂の南側を走る道路は町道裏田線である。全長

１.２キロメートル、幅員７.５メートル。残念ながら大津空調の前で途切れている。

本来ならここからさらに西に向かい、７５０メートル延びて中島交差点につながる

構想である。（新岩坂南線） 

  ①昨年、その－部である区間２５０メートル（切畑坂線から中島交差点まで）の地

元説明会があった。その後の進展がないが、いつ着工するのか。 

  ②残り５００メートルは、いつ設計、着工するつもりか。 

 

     ２．思い出の校歌集（ＣＤ）について 

(1)平成２０年３月議会で私は「廃校になった学校の校歌をＣＤに残すべきだと－般質

問した。その時宮崎教育長は「提言まことにありがたい。校歌は町民の皆さんや卒
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業生には懐かしく楽しい思い出として記憶されている。ぜひＣＤを作る方向で検討

する」と答弁されましたが、 

  ①あれから２年たったがどうなっているか。 

  ②完成したら希望する町民に販売するつもりはあるか？ 

 

     ３．運動公園のベニカナメについて 

(1)町民運動公園の外周にはベニカナメが植えてあり、春には葉が赤く染まり目を楽し

ませてくれる。残念ながら最近枯れているが、 

  ①何があったのか。 

  ②今後どうするのか。 

 

５ 番 鈴 木 ムツヨ さん     ｐ107～ｐ116 

 

     １．教育を問う 

(1)食と農業について学ぶ「食農教育」の取り組みについて 

(2)個人が購入する副教材は１年終了時に使われずに残っているページが多くあるとの

こと。対策は。 

 

     ２．第三セクターの適正化について 

(1)大津町体育施設等管理公社 

  ①現状はどうなっているか。 

  ②今後の方針と展望は。 

 

     ３．指定管理者制度導入後の管理運営について 

(1)大津温泉岩戸の里、若草児童学園 

  ①現状はどうなっているか。 

  ②今後の方針と係わりについて。 

 

     ４．大津道の駅（株）熊本文化の森について 

(1)現状はどうなっているか。 
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議 事 日 程（第２号） 平成２２年６月１４日（月） 午前１０時 開議 

 

日程第１ 一般質問 

 

               午前１０時００分 開議 

○議 長（大田黒英生君） これから、本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程及び議場内の席順は議席に配付のとおりです。 

 今回の一般質問は７名ですので、本日が１番から４番まで、明日の１５日が５番から７番までの順

で行います。 

 

日程第１ 一般質問 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１ 一般質問を行います。 

 順番に発言を許します。 

 大塚龍一郎君。 

○６番（大塚龍一郎君） おはようございます。私が一般質問をするたびに日本のトップリーダーが代

わっておりまして、たしか昨年の６月は麻生内閣、今年の３月の議会のときには鳩山さんと、今回は

菅内閣と、奇兵隊内閣ということでございますでしょうが、一番ご苦労なされているのは地方自治体

で一生懸命頑張っておられる職員の方々じゃないかと思っております。先月の５月でございました。

私はちょっと小旅行いたしまして、隣の福岡、大分を巡ってまいりました。そのときのをちょっと紹

介したいと思います。ちょうど大津町と同じぐらいの、かつて宿場町、交通の要所で知られました筑

後の旧吉井町、それから大分の豊後路の小京都と言われます杵築市というところをちょっと巡ってま

いったところでございますが、旧吉井町ではご案内のとおり、町の中心部が白壁の町ということで、

歴史保存風致地域に指定されたところで、ちょうどそのとき小さな美術館めぐりという企画があって

ございましたので、ゆっくりと散策することができました。かつて非常に栄えた商家、いわゆる豪商

の屋敷、あるいは庄屋の屋敷、武家の屋敷がそろっておりまして、おのおの蔵や庭園を一般開放され

まして、手づくりのまちづくりを見てきたところでございます。これも２０年以上続く行事となって、

非常に盛況なお客様でいっぱいでございました。杵築市では、ちょうど城下町でございますので、ちょ

うどお城まつりがあっておりまして、全国初めての着物が似合う歴史的街なみというのが認定されて

おりまして、これでも非常に若者が活気あふれたいろんな行事に参加されて、盛況なお祭りでござい

ました。いずれも地域に残っている既存の歴史的・文化的な建物、資産を利用して、お互いに創り上

げながら、みんなが地元に愛着を持ちながらまちづくりをしているというふうな雰囲気を感じ取られ

ました。あまり遠くないところではありませんので、どうか皆様にもちょっとお勧めしたいスポット

でございます。 

 さて、通告書のとおり、順次質問を行います。南部地域の振興についてお伺いいたします。今年も
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４月のつつじ祭りと同時期に一般公開されました国指定重要文化財江藤家住宅には、ＪＲ主催のウォー

クラリーの遠来の皆様が多数詰めかけて、今年にも賑わっておりました。大きな３本の大楠が皆様を

待ちかまえ、またその近くでは地元の鍛冶区、下陣内区の女性グループによる陣内アイランドの方々

が低農薬野菜や地元農産物を用いた手づくりの商品を販売されておる光景を目にいたしました。しか

し私はちょっとそこで気づいたのでございますが、もっとゆっくり座って交流ができるような場所が

ないなと気づいたわけでございます。大津町内には矢護川公園、高尾野公園、山村広場、昭和園等、

いろいろと数え切れないほどの公園整備がなされておりますが、大津南校区、特に陣内地域には公園

の整備が未だなされておりません。そこで、この江藤屋敷を中心とした公園化していくのも一つの方

法ではないのかと提案するものであります。そこに駐車場を完備して、公園整備することによって、

一般公開時のときには地元の農産物の販売をする特設スペースも提供可能になります。また、周辺散

策ができまして、見学者が一人でも多く増え、歴史ある文化財に触れることができるんじゃないかと

思われます。また、日常的には、子どもたちやお年寄りの方々を含め、ふれあい交流広場としての多

面的な効果が期待できる空間ゾーンを創造できると思うわけであります。この一帯をミニ公園化して、

環境整備する構想についてお伺いするものであります。 

 また、町で唯一の国指定文化財でございます江藤住宅を町外の人々に対しては、またわかりやすい

手法として、町内の方々には地元の歴史文化資産としてのさらなる愛着と誇りを深めていただきたく、

また発信できます手法して観光案内標識として、今、各地で見られます図柄表示、つまりピクトサイ

ンといいますが、これを陣内交差点あるいは５７号バイパス、県道瀬田龍田線沿線に設置する考えは

ないか、お伺いいたします。 

 次に、昨年この６月議会で質問いたしました陣内交差点西側地帯の道路拡幅改良整備の件でござい

ますが、町長並びに担当課でも十分ご認識されていることと思いますし、また県に対しても強く要望

があっているとは思いますが、地元区長の陳情もあっておりますように、地域の方々も非常に懸念さ

れております。私も、この事案を一丁目一番地として取り組んでいる一人でございます。先ほど述べ

ました公園化整備と関係しての同時進行で事業推進されるならばと考えている次第でございます。そ

の後、どのような状況になっているのかをお伺いいたします。 

 １回目の質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） おはようございます。大塚議員の一般質問にお答えをしたいと思います。 

 １番目の４点ございますけれども、それぞれ関連がございますので、一括して答弁をさせていただ

き、細部については担当部長の方から状況説明をさせていただきたいと思います。議員おっしゃるよ

うに、江藤家の住宅については、この地域の穀倉地帯で生まれた重要な文化財というか、建物でござ

いますし、江藤家の宝でもあるし、また陣内地域の宝物、そしてまた大津町の宝物であるというのは、

もう地域の住民をはじめ町民の皆さん、それぞれ自覚をなされておられると思います。ご質問の内容

でございますけれども、その江藤家から発しまして、また南の方には処分場がございますけれども、

その近くには三徳の稲荷神社もあるし、しいては白川の恵みといって白川が流れ、そして上流には瀬
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田人会をはじめとする岩戸の里、そしてまた西の方には白川を通した鼻ぐり井手という菊陽町にござ

います。そういうような全体的な地域のものをやはり点でなく線で結ぶような形をやらないと、今後

の新幹線をはじめとする町外の皆さんのお客をどう呼び込んでいくかというようなことを考えれば、

そのような広域的なところにおいて、計画をしていかなくちゃならないというふうに思っております。

そういう意味におきまして、本年度からも地域づくり支援事業の中に地域資源情報調査事業というの

を取り入れながら、各地域の文化・歴史をしっかりと掘り起こしながら、観光ルート関連等をしっか

りとつくっていきたいというふうに思っております。そういう意味におきまして、今、一つ一つやっ

ていかなくちゃならない議員のご指摘事項でございますけれども、それについては駐車場の問題も３、

４年前に一応検討しながら、２、３の方々にもご相談をした件もございますし、また交差点関連につ

いても県の方に要望をしながらお願いをしているところでございますけれども、そのような内容につ

いても、あるいは江藤家の今後の将来についての計画関連等についてもご相談をしておるところでご

ざいますけれども、まだ今の段階、現状におきましては、現状の中で江藤家の住宅の改修関連等をしっ

かり進めていかなくちゃならないというような思いをしております。そういうような形の中で、担当

部長の方から現状説明をさせていただきたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 教育部長松永髙春君。 

○教育部長（松永髙春君） 大塚議員の一般質問で、重要文化財の江藤家住宅関連について答弁いたし

ます。春と秋の一般公開を行っております江藤家住宅は、現在も住まいとして生活をされていますと

ころをご厚意によりそれぞれ１日の公開をされてもらっている状況です。本年度より公開時の一時的

な混雑を解消するため、月に一度第３木曜日にご家族のご迷惑にならない時間帯で定期公開を実施す

ることになり、５月の公開日には町外より３０名の見学がありました。ご質問の駐車場整備につきま

しては、本年春の公開時に約７００名来られましたが、駐車場が遠い、不便だとの苦情はなかったと

聞いております。農産物販売のスペースの確保についてですが、春と秋の公開時のみの設置と聞いて

おりますので、整備については検討すべき課題とは今のところ考えておりません。ただ当日はほとん

ど車両等の通行がありませんので、歩行者専用として、その中で安全なスペースを活用する方法等を

今後検討したいと思っております。 

 それから、全体的な整備となりますと、江藤屋敷の周辺で現時点で有効活用が可能な土地の所有者

は３名おられます。いずれも借地・借家ですので、住居移転補償費等の問題が発生し、時間と多額の

費用が必要となり、早急に対応することは困難なところでございます。最終的には、保存計画、防災

計画、活用計画を作成して解体修理を実施すべく作業を進めているところでございます。しかしなが

ら、保存計画による解体修理を実施するためには、周囲の活用計画を策定して要望申請することが必

須条件となりますが、周辺整備に要する費用については、原則、補助対象になりませんので、長期的

な事業計画となることが予測されます。 

 また、サイン計画の件ですが、現在でも飛び込みの見学者があり、江藤さんが在宅の場合は快く対

応されておられますが、広く周知しますと、その頻度が増加することが予測され、生活に支障が出て

きますので、一般公開時の臨時看板等での対応で行っていたいと現在は考えております。 
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 さらに、ふれあい交流拠点としての公園化事業ですが、先ほど申し上げましたとおり、江藤屋敷の

周辺整備として長期的な展望により計画を進めていかなければならないと思っておりますので、ご理

解をお願いしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 大塚議員の質問にお答えいたします。 

 県道関係の整備につきましては、昨年質問していただきました。その後、陣内交差点から西側の県

道整備につきまして県と合同で現地調査を行い、県への整備要望を行ってきたところです。振興局土

木部が去る６月３日に菊池管内の主要事業の説明会を行っております。その内容によりますと、この

箇所につきましては本年度測量設計の委託料を計上したと聞いております。今年度測量を行い、線形

を決定し、その後、用地交渉の準備をする予定になっているようですので、早めに事業に着手できる

ように県に協力していきたいと考えております。よろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 大塚龍一郎君。 

○６番（大塚龍一郎君） 前半の質問で、非常に厳しいご回答をいただきまして、確かにそのとおりだ

と思いますが、何かこの歴史的なこのまちづくりをするために大津町としては誇るべき地点といいま

すか、宿場町といいましてもなかなか現存するものは大津町では今残ってないわけでございます。こ

ういうことを考えまして、この江藤家屋敷というのは今後とも長く伝え語り継がれるためには、もう

少し整備をしていただきたいなという思いは持っております。 

 最後のあの交差点整備の件でございますが、振興局のおかげ、また町当局のおかげで設計、測量設

計の予算は付いたということで、ちょっと一安心しておりますが、事業はこれからが勝負じゃないか

と思っておりますので、今後ともよろしくお願いするところでございます。 

 次に、２番目の質問に移らせていただきます。建築物の緑化対策についてお伺いいたします。今日、

私たちは地球温暖化、生物多様性の喪失など、さまざまな環境問題に直面しております。今までの大

量生産、大量消費、大量廃棄になりがちな社会経済を転換して、人と自然が調和した環境共生社会へ

と構築していく必要があります。建築物に対する屋上を緑化、壁面緑化が近年注目されております。

また、たびたび新聞紙上等で自治体の取り組みが紹介されている記事を見ることがあります。屋上緑

化は、建築物の断熱性を向上させ、夏場の室内温度上昇を抑え、冷房費を低減し、冬には保温効果に

よる暖房の電力消費の削減も期待できると言われております。建築物を保護し、酸性雨や紫外線など

による屋上防水層の劣化の軽減など、建築物の耐久性を向上させる効果も見られるということでござ

います。また、太陽放射熱を遮断する装置として、壁面緑化を行い、建物の南側には緑化補助資材を

装置して、アサガオやヘチマ、あるいはゴーヤ等の植物による緑化を屋上まで伸ばすという方法もご

ざいます。緑化植物を身近に接することによって、安らぎ感の向上や情操・環境教育の場の創出といっ

た心理的な効果も期待できると言われております。そこで、教育施設や子育て健診センターに屋上緑

化や壁面緑化で環境対策をされる考えはないかをお伺いいたします。 

 またさらに、美咲野地区に新設されます大津小学校分離校に環境モデル校を目指して、屋上緑化を

見据えた建築計画を進める考えはないかをお伺いいたします。 
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○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 大塚議員の緑化関連についてのご質問でございますけれども、大津町におき

ましては２１年度におきまして各学校に環境教育というような中におきまして、わずかな金でござい

ますけれども５万円を各学校に配布しながら、グリーンカーテン等について各学校でやられているよ

うでございます。ご質問の子育て健診センターにつきましては、屋上の方に太陽光発電システムを設

置する予定にしておりますので、自然エネルギーの活用や電気使用量の低減を図りながら、省エネル

ギー化の推進に努めてまいりたいというふうに思っております。学校建設等につきましても、自然エ

ネルギー関連の太陽光発電システムを設置していきたいというふうに思っておりますし、今後各学校

関連、あるいは公共施設関連についても、計画的に太陽光発電を設置するように計画をしておるとこ

ろであります。内容につきましては、また担当部長の方からご説明をいたさせます。 

○議 長（大田黒英生君） 教育部長松永髙春君。 

○教育部長（松永髙春君） 屋上緑化、壁面緑化につきましては、ヒートアイランド現象対策など、遮

断効果が期待されているところです。小中学校におきましては、校舎自体が屋上を設けていませんの

で、緑化を行うのが施設的に無理な屋根構造です。また、子育て健診センターにつきましては、本年

度太陽光発電の設置を行う予定であります。屋上屋根部分のほとんどに太陽光発電施設を配置します

ので、緑化スペースはないと考えられます。しかしながら、緑化対策は大事だと考えていますので、

地面の部分の緑化については、積極的に推進していきたいと思います。 

 さらに、壁面緑化につきましては、昨年度から各小中学校でグリーンカーテンづくりをそれぞれ工

夫しながら取り組んでいるところです。本年度も引き続き設置いたしまして、教室などの室温抑制、

それに伴います温暖化防止やエコ活動の重要性についての環境教育の推進に努めてまいりたいと思っ

ています。 

 続きまして、美咲野団地内に建設いたします大津小学校分離校につきましては、ご承知のとおり、

予定校区の地域の住民の方々などの参加により、ワークショップでご意見をいただき、基本設計がで

きました。基本コンセプトといたしまして、緑に囲まれた落ち着きのある、地域に開かれた学校とい

たしておりますので、敷地周辺を住民の方が散歩できる植樹帯を設けたり、中庭に芝生、植栽を取り

入れるなどの緑地整備をしてまいりたいと考えております。また、校舎屋根に太陽光発電システムを

設置することにより、自然エネルギーの活用や電気使用量の低減を図り、省エネルギー化の推進に努

めてまいります。その他、町有林及び寄贈していただいた大津産木材の使用や雨水の再利用などを取

り入れ、環境教育に努めたいと考えております。子どもたちが安全で落ち着いて学習・生活ができる

学校、地域の方々に親しんでいただける学校を目指して建設してまいりたいと考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 大塚龍一郎君。 

○６番（大塚龍一郎君） 大津町は、県下で誇れる工業立地集積地帯でございます。環境にはこさとら、

なおさら重要視しなければならない施策ではないかと思って今回取り上げたわけでございますが、何

分にも子育て健診センターのほうはもう建物はできて再利用されているもんですからなかなか設置は

難しいんじゃないかと思っておりましたが、太陽熱の省エネということが設置されるということでご
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ざいましたが、なかなかこっち、屋上の緑化まではちょっと難しいんじゃないかなというふうには思っ

ておりましたが、美咲野はこれからできる学校でございます。先ほど校区全体がグリーンに囲まれた、

想像しますには非常に環境的にいい学校になるんじゃないかと思っておりますが、子どもたちの日ご

ろのこの緑に対する感謝、あるいはその植物とかいろんな動物、そういうものがその学校でそういう

生物を慈しむ、楽しむという、そういう機会も必要ではないかと思って、こういう緑化を屋上にも、

壁面にもということを希望しているわけでございます。また、できますれば設置していただきたいも

のでございますが、多分経費がかなりかかるんじゃないかという気もしておりますが、大津町は工業

立地町でございますので、環境対策にも今後とも大津町が一生懸命やっていくという姿勢を今後とも

見せていただきたいと思っております。 

 以上で、一般質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。４０分から開会します。 

午前１０時２７分 休憩 

                    △ 

午前１０時４０分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 １２番議員、永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 通告書に従いまして、一般質問を行います。 

 まずはじめに、教育長に対して質問したいと思います。質問の要旨に４点、５点ほど書いておりま

すが、流れ的に自分の思いを含めながら質問をやっていきたいと思います。教育長が教育現場から、

またその現場の方々を指導する立場というふうになられたということで、私の第一印象は、言葉がはっ

きりしておられて、毅然とした態度、その姿に適任だなと感じるものがありました。また、教育長に

対しましては、教育による国民資質の向上、学校教育による家庭では難しい団体行動や人間関係など

の教育現場で培われたものを遺憾なく発揮していただきたいと思います。 

 さて、初めに就任挨拶のことでありますが、この就任挨拶時に教育長は子ども中心ということを何

度か言われました。その子どもたちが成長して独り立ちする。すなわち自立というこの確立に寄与す

るのが教育の役割であるというふうに感じはしましたが、具体的に子どもたちのためにどのように義

務教育に取り組み、どのような角度から評価、検査あたりを行いながら、目指すところ、子どもたち

にどのような大人になってもらいたいのか、そこの要点というものがあの挨拶の中では見えないかな

と。主観的な教育長の思いは語られたとしますが、具体的にそこの点をお聞きしたい。ですから、あ

えてこの質問をぶつけてみたいと私は思いました。国をつくるための教育の重要性はご承知のとおり、

教育は国家百年の計などと言われますが、この言葉の意味をどう理解されておられるのか、質問した

いと思います。なぜこういう質問をするのかと申しますれば、教育は国家百年の計、この理解がどう

あられるかによって、私はこれはナショナリズム、すなわち愛国心や郷土愛、そこの存在だと私は思

いますので、教育長の教育理念やこれからのいろんな教育の施策に対して、その思いが存在するのか

どうかというのが重要なポイントだと考えるからであります。ですから、このことについて、まず初
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めに質問をしておきたいと思います。 

 次に、止まらない教職員の不祥事についてであります。困ったもんでありますが、新聞等、報道等、

いろいろ出てきております。県の教育委員会の教職員不祥事防止対策プロジェクトチームというのが

あるそうでありますが、ここが３月１８日に再発防止の具体策を盛り込んだ報告書を公表しておりま

す。ところが、その直後に小学校教頭の飲酒運転が発覚しました。そしてまた４月３日には、中学校

教諭が児童福祉法違反容疑で逮捕された。要するに、このプロジェクトチームの役割というのが全否

定されたかのような流れであったかと私は思いました。数々のそういった不祥事を列挙をするならき

りがありませんので、このことについて教育長が現場におられた立場から、いろんな要因が考えられ

ると思います。私が考えまするに、例えばその職場の環境が非常に教職員にとって窮屈であるとか、

逆にまたその教育委員会に対しての不平不満があるとか、精神疾患、いろんなことが考えられると思

いますが、やはりそういった様々な事件を見ておりますと、聞いておりますと、自分だけではいけな

いのではありますが、この町では起きてほしくないなというのは地元の人間としては思います。新し

く教育長がなられて、この点についての教育長の対策の方法なり、現場におられたそういった経験か

ら、いい答が返ってくるのではないかなという期待を持って質問をぶつけたいと思います。 

 次に、生涯学習について質問いたします。これもまた国を形成するものの重要な施策の１つとなる

と思いますが、この生涯学習も世の中の流れやトレンド、傾向ですね、こういったものをきちんと把

握していないと、無駄な公金の支出になる恐れがあります。そしてまた、自立を阻害することにもな

りかねない。例えば、運動公園などの社会資本の整備には多くの税金が投入されてきました。箱物を

つくり、トレーニングルームをつくり、ランニングマシンで運動するといった様々な提供が我が町で

も行われておりますが、私から見れば、そのランニングマシン１台安いものではありません。周りを

見渡せば、走るところだらけであります。何で室内でランニングマシンに乗って走るのか。一部の人

の利用であります。そういったことを考えれば、公金の重要性というものに寄与してない、わかって

ない、いくらあってもこれは公金が足りないぞと、町民の負担は減らないというふうに考えたりもし

ます。またこの生涯学習によってですね、町民の皆様方に生涯健康であって下さいというような計画

を提供したり、また医療費を抑制する予防効果、そういったものが期待されます。ということは、保

険料の負担額、これの減額が実現されるかもしれない要素を秘めているのが生涯学習ではないかなと

いうふうにも考えます。このことを考えるときに、教育長が新任の挨拶のときに子ども中心と言われ

たときに、若干心配になった点であります。教育長は、子どもだけの教育長ではなく、社会教育、生

涯学習についても、その中で実質的な代表としてここに常勤としておられるわけでありますから、こ

の生涯学習についても思いもお聞きしたいと思います。 

 そして次に、子どものしつけについてでありますが、この教育長が教育委員会のそういった審議の

下に義務教育、そういったものを管理運営、指導する上でですね、各家庭に要望したいものがありは

しないか。要するに役割分担の明確化であります。私は考えまするに、このしつけについては非常に

重要で、教育委員会、学校側に頼ろうとする家庭のずるさといいますか、学校がやればやるほど学校

任せになってしまうというのがありはしないかなというのを考えます。ですから、最近、全員協議会
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で教育長が基本構想と、教育基本構想というのを示されましたが、そういった点でも、そういった中

にも子どものしつけについて家庭の役割あたりをきちんと書いてはありますか。ここのバランスとい

うのは、非常に重要になってくると思いますので、きちんとした家庭と学校の線引きというのを明確

にしておかないと、お互いが責任のなすり合いになってしまうということを危惧しますので、この点

についても質問したいと思います。 

 最後にですね、宅地開発、大津中学校北側の宅地開発問題について質問をしたいと思います。これ

は、我が家に入っておった当時のチラシでありますけれども、この中で大津町議会もこの開発につい

て割れたわけであります。しかしながら、議会はそういった宅地開発でいいじゃないかと、やりなさ

いと、ちゃんと安全な対策はちゃんとできているんだよというふうな形で、その当時、私はそういっ

たものはやめた方がいいよと。幼稚園なり、そんな幼児あたりの行動を見てみますれば非常に危険な

状況が生まれはしないかということを言ってきました。そして、議会でもめた結果、結局その宅地開

発というのにゴーサインが出た形になったわけです。そして、選挙でも、我々の町議会議員の選挙で

も論点となりまして、結果として、その後に当時の教育長と町長がやっぱり止めると、どうもこれは

誤りであったんではないかなということで広報の一面を割いて詫びの言葉が町民に流されました。私

はこの当時の教育委員会の判断、これに非常に疑問を持つ一人であります。教育の根本を考えたとき

に、我々の地方自治を考えたときに、優先すべきものは何か。誰が考えてもわかる安全であります。

それを無視した当時の教育委員会と議会、そういった形になったわけでありますから、この点につい

て非常に教育長も答えにくい点ではないかなと思いますが、こういった姿勢をきちんと明確にしとか

ないと、私だったらこうですよということを聞いておかないと、教育長に不信を持ったままではその

後の任期もおぼつかないのではないかなと。この教育長に対する質問事項の最初の言葉が、教育長の

資質を量ると、まさに生意気な質問事項を書いてありますが、こういったところに集約されているか

もしれませんので、教育長の前向きないい意見をお聞きしたいなと思っております。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子君） 失礼いたします。ただいま永田議員より多数のご質問がございましたので、

それにつきましてお答えをさせていただきます。 

 まず、態度より質問に対する答弁の質が重要だというご指摘を受けました。私も全くそのとおりで

あると認識しております。教育長としての資質を高めるために、自己修養に努めるとともに、家庭、

学校、地域社会の現状把握と今後の国の動向、例えば国の教育行政、国民生活の実態、社会が求める

もの、そういったものを見据えて課題を明らかにし、今後の教育行政のあり方を検討し、具体的な施

策を講じていきたいと考えています。教育行政の範疇は、家庭、学校や園、社会教育、そういう広範

囲に及びます。またその対象は、乳幼児から高齢者まで、町民すべてであります。ライフステージに

応じた適切な教育の推進によって、活力ある生涯学習社会を実現できるように努力したいと強く思っ

ております。特に未来を開き、未来を担う子どもの教育に重点を置きたいと考えております。子ども

の健全育成、子どもの夢の実現のためには、学校や園と家庭及び地域社会が教育におけるそれぞれの
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役割と責任を自覚するとともに、相互の連携協力が欠かせませんので、相互の理解と活用が図られる

ような体制、組織づくりを進めてまいりたいと考えています。 

 私の任期満了までの基本計画を示してほしいということでございます。平成２２年度につきまして

は、平成１８年度に策定されました町の前期振興総合計画に基づいて予算編成がされていますので、

基本的にはこれに基づいて事業を実施してまいります。併せまして、これまでの実施状況等の点検評

価をし、今年策定しました教育基本構想に照らしながら教育の見直しをし、後期振興計画を策定する

こととしております。後期基本計画に入れて任期中に充実向上を目指したいと考えている主なものに

ついて述べさせていただきます。家庭教育の振興につきましては、すべての教育の出発点である家庭

教育の重要性に鑑み、親力、家庭力の向上のための啓発活動の工夫をし、子どもの教育についての第

一義的責任者としての保護者の自覚を深め、資質向上を図ります。また、子どもの基本的な生活習慣

や態度を育むことで、学校教育をより効果的に行うことができることや、社会生活で望ましい人間関

係づくりができることにつながること等を保護者に理解してもらい、実践してもらえるように働きか

けを強化していきたいと思っております。基本的生活習慣の確立のためには、議員がおっしゃいます

ように、家庭におけるしつけ教育が必要であります。しつけには、事柄、場所、時に応じて、さらに

子どもの発達段階に合った方法の工夫も必要であります。そのあたりも考慮しながら、家庭における

しつけを後期基本計画の中に明記し、その徹底を求めていきたいと思っております。さらに、親子の

ふれあいの機会として、親子読書や親子共同活動を奨励してまいります。 

 就学前教育の振興につきましては、保育園、幼稚園、小学校、中学校の連携強化のために、連携カ

リキュラム作成と実施を推進します。また、保育教育の資質向上のために、教職員の合同研修会を計

画しています。学校教育の振興につきましては、学校は子どもたちが夢を持ち、夢を育み、夢を叶え

るための基礎力を養い身につける場ですので、もっとも充実させたいと考えています。確かな学力、

豊かな人間性、健康・体力といった生きる力の育成のために、基礎基本の確実な習得と主体的な、そ

して能動的な問題解決に取り組む学習を強化し、町内すべての学校が熊本県学力調査の結果において、

県平均を上回る結果が得られることを目指してまいりたいと思っております。また、言語活動の強化

によって、思考力、判断力、表現力の向上とコミュニケーション力の向上、さらには社会への関心を

向上させるために、新聞を教育に取り入れてＮＩＥ推進をしてまいります。特別支援教育の充実をは

かるためには、学級担任、スクールソーシャルワーカー、保護者、保健師、ときには医師も加えての

ケース会議を充実させることによって、個に応じた教育プログラム作成とそれに基づく実践の工夫を

進めてまいります。豊かな心の育成につきましては、地域の人、物、事を取り込み、社会との接点を

持ちながら、体験、交流、参加等の活動をすることによって、人権尊重を基盤にした道徳的実践力や

態度を養っていきます。健康体力の向上については、食育や食の教育の推進、学校体育の充実やいろ

いろなスポーツに親しむための環境づくりに努めます。子どもたちが将来の進路や職業選択において、

主体的に判断・決定し、社会に出ても自立していけるようにキャリア教育を推進します。その一環と

して、２分の１成人式、立志式、夢づくり講話を実施する計画であります。また、ふるさと大津に愛

着を持ち誇りを持てるように、地域の文化、伝統、人材を活かした教育の推進を図ります。 
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 以上の事柄が安心・安全な環境の下で行えるよう学校施設設備の整備を年次計画を立てて実施して

まいりたいと考えます。生涯学習の充実については、それぞれの夢の実現と豊かな人生を送るために、

文化的活動や運動、スポーツ活動の機会の拡充と活動成果の発表、活用の拡充を図ります。また、町

民誰もが安心して幸福追求ができるように、人権文化の構築を目指し、あらゆる場における人権教育

啓発を推進します。 

 時間の制約上、重点的基本計画のみ触れさせてもらいました。私自身は、本当に微力ではあります

が、教育委員会の総合力によって町の教育振興のために精いっぱい努力したいと考えております。議

員の皆様方のご支援とご鞭撻をよろしくお願い申し上げます。 

 次に、教職員の不祥事防止対策についてお答えします。教職員の不祥事の根絶は、すべての教職員

の課題であります。最近では、議員も触れられましたけれども、教頭の酒気帯び運転、教諭の自校女

生徒へのわいせつ行為、つい最近では私立高校における体罰等が報道されています。一般の人より教

職員の不祥事は、児童生徒への影響が大きく、信用・信頼を失墜させ、教育が機能しなくなります。

そこで、再三再四不祥事防止対策がこれまでも講じられてきました。例えば、事例を挙げながら防止

のための講話をするとか、校内防止対策会議を開くとか、それに基づいて職場環境の見直しをすると

か、県教育長の防止アピール文を配布し研修するとか、防止のための家族への県教育長の協力要請文

を配布するとか、いろいろと行われてまいりました。それでも不祥事は起きています。不祥事を起こ

した本人は、ストレスがたまっていたとか、魔が差したとか言っていますが、要はこれまでの不祥事

の重大さを自分のこととして受け止めていなかったことと、倫理観と教職員としての使命感・責任感

の欠如があったことも否めないと思います。 

 そこで、まずストレスをため込まないようにするための職場環境ができているのか。特に過重負担

になって悩んでいるものはいないのかをチェックする体制を整えたいと思います。その一つとして、

本年４月から本町ではタイムカードの導入を行っておりますので、これによりまして月ごとの時間外

勤務の集計をしまして、超過時間数の多い者については、校長・教頭の方で個人面談をして対応する

ようにしたいと考えているところであります。 

 さらに、これまで行われてきた対策に加えて、臨床心理士等によるストレス対処法の仕方の研修や

ワークショップによる事例研究によって、倫理観・使命感・責任感等を高めていくとともに、職場の

人間関係を確かなものにするように各学校へ助言していきたいと思っております。 

 最後に、大津中学校北側の宅地開発に伴う取付道路についてでありますが、教育委員会ではこの計

画の話があってから、大津中学校、大津幼稚園、給食センター等は学校の運営管理上の問題と園児・

生徒の安全確保について何度も協議を行い、園児生徒の安全確保が図られ、なおかつ大津中学校の環

境整備が図られるならばと７項目要望条件を提示し、そのことを行うということで承認したと認識し

ております。これまでの経過の中で反省する点は、関係機関に対する説明のみならず、保護者や地域

の関係者に対する説明が不十分であったと思っております。大津町まちづくり基本条例に基づいた情

報の公開を計画の段階から積極的に行ってまいります。教育行政に関わる者として欠かせない視点は、

子どもの命を守り、命を育む環境の確保であることを肝に銘じて教育行政にあたっていきたいと考え
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ております。 

 以上で答弁を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 再度質問します。 

 たった今言われたんで、宅地開発の方からちょっと。それでも納得しないという点でちょっと言っ

てみたいと思いますが。そのいろんな対策を講じる、確かにごもっともらしいんですが、実際我々が

危惧しているのは全く別のポイントなんですよ。今言われたのは、まさしく教科書で教えたような答

えなんです。実際、予想もしない行動を起こすのは幼児なんですね。教育がだんだん行き届いて、小

学校や中学校になったならば、道に飛び出したら危ないというのはわかるんですよ、誰でも。それで

も飛び出したりします。幼稚園を考えてみられたらわかると思います。幼稚園に子どもさんを送り迎

えに来る親御さんというのは、その子一人じゃないんですね。まだ小さい弟さんや妹さんがいるかも

しれない。そういったお子さんを連れられた母親がおられるとするならば、そこでちょっとした会話

をしているときに、あら、いなくなったと、こういった事例はそこだけではなくて、いろんな事例が

そうやってあるじゃないですか。ここを一番思うんですよ。あそこでその幼稚園にもまだ行けないよ

うな子どもがよちよち歩きで出てきて、ああ、会社に遅れると言って車でビューッと走っていったと、

あそこに似合わない速度で。そのときに、もし車とその幼児が接触した場合に、考えただけでもゾッ

としません？。その点なんです。もっともらしい答えを言われても、それが危惧されるからだめなん

ですよというのは、反対する人たちにみんなあるんですよ。そこは抜けているんですね。ですから、

そこを話せないであるならば、それが出てこないんであるならば、教育委員会自体の話し合い自体が

我々は不信を持つしかないということです。ですから、安全を確保しなければならない。そのための

教育委員会のいろんな提示は担保としては不十分だったということです。ですから、この点について

我々は人の親としてもですね、非常に危惧する面です。絶対あってはいけないんです。ですから、我々

は断固として反対しますよと、それじゃ物足りなんと言ったわけです。この点については、もう一度

教育長にお伺いしたいと思います。 

 初めの方に戻りますが、基本構想を確かに出されて、私はこの基本構想を見て思ったことはですね、

やっぱりこの学校教育というのが中心に置いてあって、この地域社会教育と家庭教育が１つと学校教

育が１つみたいな感じで、家庭教育の場合、地域社会教育の場合あたりでかなりの中心を占めており

ます。私は、最近よく思うんですが、高齢者社会になりましてですね、充実すべき点は、この社会教

育も、家庭教育も、学校教育も同等でなければならないと私は思うんですよ。高齢化社会になりまし

て、高齢社会ですよね、もう既に。高齢社会になりまして、そういった民生費とか社会保障とかいろ

んなこと言っておりますが、地域社会教育によってですね、充実した一生の一つに寄与するものにな

ると私は思っているんですよ。もう本当に社会の中心となる二十歳から６０ぐらいまでの年代という

のは、遊ぶ暇もほとんどなく、それこそ家庭のため、国のために働くわけですから、そこまで働いて

もらった方々に対してお疲れさんでしたと。これからは自分の好きな趣味で、また自分の体を鍛える、

また勉強し直す、そういった形で図書館もうちにはできましたし、そういった運動公園もあります、
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どんどん活用して下さいというふうな形でですね、私は社会教育というのは非常に力を入れる面だと、

これは思っております。実際、福祉課あたりの部長と話し合っても、やはりそういった健康に過ごさ

れるためには予防が大切ということは、数字的にももう出ているわけですから。確かに教育長が学校

現場でやってこられた方ですから、こういった基本構想を詳細に示されるのはわかります。しかし、

比べた場合にバランス的にはちょっと物足りないかなというふうに感じてしまうんですね。学校教育

は確かに必要ですけれども、今言った不祥事による生徒への影響、そういったものも出てきておりま

す。そして、今の答弁の中で、基礎・基本を大切として県平均を上回る結果が我が町は出ていると言

われました。私は、結構大風呂敷を広げる方でありまして、このときにですね、県平均と言われまし

たよね、それを上回る。だけれども、この日本を見渡して、日本の中のナンバーワンというのは必ず

あるんですね。何ででしょうか。何もしなくてなったんでしょうか。私はそういったところを見習う

べきだと思います。学校は勉強するところです。きちんと役割分担をすれば、先生の負担も減るでしょ

う。かといって、私はこの学校のあり方というものに今ナンバーワンを目指すべきではないかなと言

いましたけれども、非常に危惧する教育方針というものがあります。それはですね、一つの新聞のこ

れ切り出しですけれども、これは小学４年生の子の結果なんですけれども、２００７年の算数の結果

です。これが２３－１.８と問を出したところ正解率はなんと４０％を切るんです。小数点を付ければ

たちまち計算ができなくなる。この切り出しに書いてあるのがですね、そういった現状を踏まえた中

学校の先生がいないと。小学生でそういった教育しかやってないんだよという結果がですね、こういっ

た結果に現れて、中学校でどんなに焦っても、これは手遅れであると。ですから、その連携をしなけ

ればならない。これは、先ほど教育長も小中学校とかの合同で研修会を開くと、これ非常に有意義だ

と思います。しかし、そこからもう一歩踏み込んだらどうでしょう。私は、この義務教育以上に高校

入試、そういったものに寄与しているものは何かと考えたときにはですね、結局塾なんですよ。塾の

先生いわくですね、うちはどんなに不況があろうと、必ずその人員と入試の合格率は確保しますと言

い切るんですよ。これはある税理士さんと話したときですけれども。何でかと申しますれば、どんな

に減ってもうちの塾生は１００人しか取らない、それも上位１００人しか取らない、いつも上位しか

取らないというんです。ですから、その中でさらに上位を目指す。もう集中しているんですね。誰も

かれもは取らないというんです。それぐらいけんもほろろですね、しかしながら結果としては必ず出

すんですね。ですから、私はその現行の学習指導要領、これ自体が大欠点であると言うわけではあり

ませんが、結局今の教育の中で足りないものというのは、例えば中学校を卒業したら高校受験じゃな

いですか。このときに、本当に受験のための勉強をやっているのかなといったときに、やはりその塾

あたりの教育方針あたりもですね、手本としなければならないと思うんです。実際、日本の公文式っ

てありますが、これはですね、どこの国かが採用したところがあったとも聞きますし、実際、現行の

教職員がそういった塾の先生に学ぶ、逆転現象というのも起きているとも聞き及びます。それはです

ね、各自の、生徒一人一人の、児童一人一人の能力というのを見抜く力があるらしいんですよ。そう

いったことを考えますれば、教育長がこの基本構想を出された。これは非常に立派ではあるかもしれ

ませんが、本当はその教育に携わる教職員の質を上げなければ、とてもこれから先はおぼつかないと
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思うんですよ。この教育を充実させるためには、教育委員会の話は、その現場の人には通じていくの

かなと。そこの生徒・児童への対応が塾あたりは非常に優れているということですね。そういったこ

との観点して持っていった方が、実務的といいますか、子どもたちにももうその先生からの影響とい

うのはもろに来ますので、家庭の次に、家庭の中でお父さん、お母さんの次に長くいる大人というの

は学校の先生なんですね。それだけ影響は強いということです。ですから、この現場の質の向上、こ

のあたりに集中していただければ、もっともっと、それこそ日本で結果としてナンバーワンを目指し

てもおかしくないというふうになるかもしれません。そしてまた、不祥事を防止するためにタイムカー

ドを導入して時間外のそういった把握をして、本人負担になってないか、そういったものに努めると

言われましたよね。ということは、こういったところでもですね、民間を考えますれば、例えば時間

外、我がこの大津町役場でも遅くまで電気がついとったりします。この点は、町長に幾度となく言っ

たことがありますが、何で終わらんのか、時間に。ユニクロの柳井社長ですか、あの人あたりは、時

間内に終われない人はここを去れというらしいです。それぐらい努力しろと。時間が足りないなら走

れと言うそうです。教育現場でこの言葉は不適切かもしれませんが、それぐらい緊張感を持たないと、

それこそ私がいつも言う町民負担というものは減らないし、生徒たちのためにもならないと思います。

そういった毅然とした態度が、今、教育長みたいな態度を取ってほしいんですね、教職員の方々に。

それによって、恩師としてきちんとした一生の位置づけになると思います。それぐらいの影響を持つ

のは教師です。ですから、教師の教員試験に合格したから資質まで兼ね備えているというのは、全く

間違いというのがもう判明したわけですから、これから先、教職員の資質を上げるのは教育委員会の

そういった姿勢と現場の校長先生や教頭先生による各自へのアドバイス・指導だと思います。じゃな

からんと、とても教育の質といいますか、そういった基本構想が基本構想のままで終わってしまう、

そういうふうに思います。そしたら、恐らく子どもたちも将来、大津小学校、大津中学校なり行って

よかったなと。やっぱり大津町はいいところだぜというふうな大人になってほしいと思いますので、

この点について再度質問したいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子君） 本質を捉えたところでのご指摘をいくつもいただきました。 

 まず１点目ですけれども、幼児の行動、これは本当に発達段階から考えまして危険の予知能力とい

うのがまだ備わっておりません。そういったところをやはり今後ですね、学校施設等考えていかなけ

ればならない折には、安全確保の名の下に視点が欠けないようにですね、注意を、気持ちを引き締め

て事にあたっていきたいと思っております。 

 ２つ目は、どうも私が示しましたこの基本構想は、子どもが中心で、この高齢社会における生涯学

習への重みが少しこう足らないんじゃないかというご指摘だったと思います。それはわかった上で、

なおかつですね、やはり教育の目的というのは人間のこの人格の形成と人格の完成を目指して教育と

いうのは行うわけです。大人、特にその高齢の方々は、もう人格形成を、人格完成を目指す段階では

ないと言えば、これはまた言い過ぎかもしれませんけれども、もうできあがっている人たちなんです

ね。既にもう何十年もその人格、人間性で社会に貢献をされてきた方々ですから、大事にしながらも、
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これまで育まれた経験と、この後持っていらっしゃる力をですね、また子どもや地域社会の中で活か

していただけるような、そういう環境をつくっていかなければならないんじゃないかなと思っており

ますので、あくまでも教育としましては、その対象を子どもに比重を置かせていただきたいなと思っ

ております。特に今年は生涯学習の中で高齢の方々に視点を当てまして取り組みますのは、図書館の

方で図書の貸し出しを行っておりますけれども、６０代、７０代、中には８０代の方も図書館利用な

されていますけれども、年齢にかかわらず足腰が十分でないとか、またはその自分で車の運転ができ

ないということで、直接図書館まで出てこられない方もいらっしゃるわけですね。しかし本は読みた

い、そういう気持ちを持っていらっしゃる方もこの町内には何人もいらっしゃる。そういった方々に

応えるために、移動図書をその希望される場所に昨年以上に多く出向くということと、それから希望

を募りましてですね、その方が希望される本を図書館ボランティアの方にその方の自宅まで届けてい

ただく。そして、読み終えられたら、またそれを回収して回る。そういったところをする計画であり

ます。ですから、決して生涯学習、それから高齢の方々等をないがしろにするとか、頭に置いてない

ということではございませんので、そのあたりはご理解をお願いしたいと思っております。 

 その次は、学力の件でございますけれども、私が日本一と申し上げずに県平均ということを申し上

げました。私も与えられた期間が４年間、満了すれば４年間ということになりますので、その中で着

実に、確実にという思いがございまして、少なくとも全教科ですべての小中学校が県平均を上回るよ

うな実績を上げたいなと強く思っているところです。もう既に県平均をオーバーしている学校も多数

あるんですけれども、まだ町内のすべての小中学校というところまでは至っておりませんので、これ

をすべての学校に拡大したいと思っているところでございます。確かに受験を考えますと、塾に通っ

ている子どもは、それだけやはり受験対策が講じられておりますので、塾に行ってない子どもよりも

有利といいますか、それなりの受験に対する力は培っているのではないかなと思います。しかし、私

が考えていますことは、やはり塾に行けない家庭の子どもたちでも学校教育の中で受験に対応できる

力をぜひ培いたいということです。受験も、やはり基礎基本を踏まえたところでの受験問題でござい

ますので、幾分基礎基本を踏まえて活用力を試す問題も出てくると思いますが、基礎基本をしっかり

踏まえているならば合格点は取れると私は確信しておりますので、基礎基本の確実な定着を目指して

まいりたいと思います。そのためには、議員がおっしゃいましたように、まさにそのとおりなんです。

教師の指導力と子どものテスト結果というのは、これは表裏一体なんですね。ですから、子どもたち

がもし思うような結果が得られなかったとするならば、指導がどうであったかという視点から見直し

ていかなければならないと思いますので、委員会としましても教職員の指導力の向上、これを強く図

るための働きかけもしていきたいというふうに思っております。校長会議の折には、たびたびこのこ

とに触れまして、それぞれの教師の実践を踏まえた上での実践力・指導力を管理職がつぶさにチェッ

クをして、もし不十分なところとか改善を要するところがあるならば、そこはまず管理職の方でまず

対応していただきたい。それでもなおかつ委員会に求める部分があるならば、委員会に相談してほし

いということで話をしているところでございます。この辺のところ強化していきたいと思います。や

はり公教育の場では、受験ももちろん大事です。これをクリアしないことには先がない子どもも出て
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まいりますので、クリアしなければなりませんけれども、塾と違うのはどんなところかなと考えます

と、公教育の場では、知・徳・体、バランスの取れた子どもを育てるということ、ここをやっぱり見

失ってはいけないんではないかなと考えているところです。 

 最後に、時間外勤務の実態の件ですけれども、必要もないのに遅くまで残るとかですね、残ってそ

の効率悪く仕事を進める、そういうことでは確かに電気代、そのほか無駄が生じますので、しかもそ

の無駄なエネルギーを使って、本人自身もですね、疲れが蓄積されていくことになるというふうに思

いますので、そういったその非能率的なところ、非効果的なところはないか、そういう視点からもこ

の時間外勤務については今一度見直しをするように助言をしていきたいというふうに思っております。 

 以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 教育問題は多岐にわたりますので、到底時間が足りないということですので、

また乞うご期待ということでまた議論しましょう。非常に言葉がはっきりしていて気持ちいい答弁を

いただいたと思います。 

 次にですね、人事の問題、これについて町長に質問したいと思います。ちょっと時間がありません

ので、間引きまして要点をちょっと言います。この人事の問題としまして私が思うのは、まずこの人

件費というのが、基礎的な町の経費であるということであります。そして、この人件費あたりを考え

ますれば、地方公務員法、そういったあたりでですね、職階制あたりもきちんと根本基準が決められ

ておりますし、任用についても根本基準はきちんとあります。また、勤務時間その他の勤務条件の基

本基準、根本基準、こういったものもきちんと定められております。しかしながら、この中で毎年の

そういった人事の改正を見てみますれば、私はその町長の判断を真っ向から否定するとか、そういっ

たものじゃなくて、その基準が見えないということです。このやはり町長も人間であられますので、

問題点としてはですね、選挙で町長が上がってきておられるということは、この４年間の任期のうち

に職員からも好かれておきたいと、そして次の選挙に備える、そういったことも考えられる。そして

また、町長は役場のＯＢでありまして、この中に、いわゆる派閥がなかったのかなと。家入町長派と

別のなにがしかということがあって、そういったもののバランスが崩れていないかなと。それは、昇

格したいがために町長に変にごまをするとか、子ども上手に耳障りのいいことを町長に助言するとか、

そういったこともあろうかと思います。しかし、それをひっくるめて判断するのが町長でありますが、

その中で一番危惧するのは、特に女性の職員ですね、に対する評価には少々疑問が残るということで

あります。実際、教育長と議論しましたけれども、教育長を見ていて思うのは、教育長は女性であり

ますが、もう既に女性とか男性とかいう壁はとっくに超えられておられるということですよ。ですか

ら、女性だからだめだとか、男性だからだめだとかいうのは、もう今の世の中にはあまり存在しない

んではないかなと。しかし、本人の資質というものは、それはもちろん考えられます。その中で、町

長が人事を下すわけです。これは任用者の任命権者としての責任があります。そのときに、同じ同期

で入った、私からするならば、第三者からするならば同じ能力の人たちが同期で入ったと。そして、

このＡ君とＢ君が何年か働くうちに町長から昇格を命じられたということで、Ａ君はそのまま、Ｂ君
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は上がってしまったと。これが町長から任命で４年間ずっときたと、４年間でその差が４年間の給料

に反映されるわけです。ところがですね、町長がその任用のきちんとした基準を明確にしてもらわな

いと、次に来られた町長という人が同じ同期に入った人に、もう既に差が付いているわけですね。こ

れというものを、いや、もう一回見直して基本的な基準に戻すということは、まずやらないと思いま

す。ですから、この一段階、等級なり何なりが上がったならば、これというのはもうずっと、それこ

そですね、下手すりゃ退職まで続いてしまう。ということは、この差分というものが、例えばですね、

極端に一月に１万円違ったとします。それは一年間で１２万円、報酬、そういったボーナス、賞与あ

たりもありますので１５万円ぐらい違ったとするならば、１０年間でも１５０万円ですね。約３０年

するならば４００万円から５００万円、そういった形で違ってきやしないかなということなんですよ。

ですから、この人事の任用の基準、こういったものをお聞きしたい。ですから、降格人事ができると

いうような体制をつくっとかないと、次に来た町長は困ってしまうということです。この人件費とい

うものは、あくまでも基本的な経費でありまして、これは町民が負担するわけであります。今の今度

大臣になられました蓮舫さんですか、この人が政府系法人の事業に関しての見直しとかの姿勢を言っ

ておられますが、この中では国民負担を最小限にする観点から、見直しや効率化を求めることは国の

責務ということを言っております。ですから、既成概念にとらわれない、負担をするのは国民である、

人件費を負担するのは町民であるということであります。ですから、このことについて町長とじっく

り議論したかったんですがちょっと時間がありませんので、この件につきましてですね、もう時間の

関係で、町長、もう時間がないんですよ。やはりこれはルールですので、ちょっと残念ながら次回の

楽しみということで、以上で終わります。 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。午後は１時から開会いたします。 

午前１１時４０分 休憩 

                    △ 

午後 １時００分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 １５番議員、荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 私は、大津町民の皆さん並びに日本共産党を代表しまして一般質問を行いま

す。 

 質問の第１点目は、先ほど同僚議員からも質問がございましたが、教育委員会につきまして、教育

委員会の仕事についてお尋ねをいたします。教育に関する基本構想がこの前示されましたが、教育委

員会が所管をする事務は、確かに幼児から、おぎゃーと生まれて、赤ちゃんから、人間が「ゆりかご

から墓場まで」といいますけれども、高齢者まで、非常に幅広い分野を教育委員会が所管をしている

わけですが、そういう中で地方教育行政の組織及び運営に関する法律が２０年に４月から改正がなさ

れて、あまりにも広いこの教育委員会の掌握分野の中で、スポーツとか文化に関することは町長の部

局に事務権限を委譲することもできるというような内容の改正がなされているやに聞いております。

その中でも、教育委員会は幼稚園・小学校・中学校のこの義務教育をどのように進めるか、このこと
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が最大の仕事であるのは確かにそうだと思います。しかし、教育委員会は権限は、事務権限はいっぱ

いありますが、予算の権限を持っていないというところが教育委員会が非常に特殊な組織であるとい

うことが伺えるかと思います。そこで、教育委員会は、いわゆる教育長が事務の所管をして、レーマ

ンコントロール、一般の人々の意見を採り入れるというようなことも言われておりますが、学校教育

については現場の学校教職員が実際にはあたるわけです。教育委員会としては、その現場の教師、教

職員がより子どもたちのためになるその教職員に対してサポートする、援助をすると、こういうのが

中心になろうかと思います。しかし、今日質問をいたします教育環境の整備、この点についてはどう

も教育委員会が予算の権限がないということがあるかもしれませんけど、環境整備が非常におろそか

になっているのではなかろうかと思うわけです。先ほど質問にありましたが、一昨年の大津中学校の

敷地内に民間の宅地開発道路を学校敷地を提供してつくるというような計画がございまして、最終的

には町長・教育長のこれは間違いであったという反省答弁をいただいております。私の子どもも、私

自身も大津中学校出身でありますが、大津中学校を例に挙げますと、校舎、また校舎はもちろんであ

りますが、先般問題になりました学校敷地と幼稚園との間、いわゆる裏の方ですね、とてもこの敷地

内は良好な状況とは私は思えないと思うわけです。その現状認識を教育長はどのように認識をされて、

どのような改善が必要であるかと、その認識をお聞きしたいと思います。また、開発道路をつくろう

とした際に幼稚園の園児が今以上に危険な目にさらされるという心配があったわけです。こちらの大

津幼稚園のとりわけ朝夕の送迎、雨でも降りますと特にひどくなりますが、車の間をぬって幼稚園児

はもちろんでありますが、その兄弟・姉妹がいつ飛び出すかわからないと、いつ交通事故に遭うかわ

からないという状況を私もこの問題のときに指摘をしましたが、当時の教育長は、先ほどの答弁でも

ありましたが、開発道路をつくるにあたって７つの心配点があると。それが改善されるならというこ

とでゴーサインを出したということでありますが、その開発道路はもうなくなりました。しかし、こ

の子どもたちが危険な目に遭うということについては、全く改善がなされておりません。私はその後

の一般質問の中で、当然それは教育委員会として検討をすると当時の教育長が答弁をしておりますが、

具体的な改善は今のところは全く見えておりませんけど、この点についてお尋ねをしたいと思います。 

 ２点目の教育委員会の活動を公開するべきではないかということであります。この開発道路を巡っ

て、私は教育委員会が一体どういう話し合いをしたんだということで、わざわざ情報公開の請求をし

ないと教育委員会の議事録さえ当時の教育委員会は公開しませんでした。まちづくり基本条例に違反

していると後ほど反省がありましたが、議事録さえ公開をしない、これが本当にその子どもたちに範

を示す教育委員会の態度だろうかと私は当時憤ったわけであります。そこで、全国の例をいろいろ調

べてみましたが、あっちこっちの自治体で教育委員会の議事録がもうインターネットで閲覧できるよ

うになっている。そして、Ａ委員、Ｂ委員、Ｃ委員と教育委員がおられますが、Ａさんが実名を書か

れて、どういう意見を述べた、そういうことまできちんと公開がなされているわけですが、大津町の

現状は、まさに天と地の差があると思われますけど、教育長の見解を求めるものであります。 

 もう１点、地方教育行政、いわゆる地行法の法律が改正されたと先ほど申し上げましたが、この地

行法の第２７条におきまして、教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価、いわゆる教
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育委員会がどういう仕事をやって、どういう執行をやってきたかということですね。町で言えば決算

がありますけど、教育委員会の権限に関する事務に関して、その執行状況、あるいは点検、評価、こ

れを報告書を作成し、これを議会に提出するとともに公表しなければならないと法律で明記されるこ

とになったわけです。２０年の４月からたしか施行されていると思いますが、まだ我々の議会のとこ

ろにはそういう報告はまだ１回もなされておりません。２０年、２１年、現在２２年です。なぜなさ

れていないのか、どうするのか、この点についても併せてお尋ねをしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子君） 荒木議員からのご質問にお答えいたします。議員ご指摘のとおり、教育環境

の整備は、教育委員会が果たすべき重要な仕事であります。そのことは十分認識いたしております。

しかし、予算措置を伴いますので、まだ環境整備が十分でないところがあることも事実です。その１

つとして、大津幼稚園の園児の送迎の問題があります。確かに駐車場が狭く、送迎時に混雑している

状況にあります。現在、幼稚園東側の通路も利用し、送迎時の駐車スペースとして使っております。

それでも不足しますので、給食センター隣接の駐車場も利用し、さらにクラスごとにお迎えの時間を

ずらすなど、保護者後援会の協力も得ながら混雑の解消に努めているところでございます。登園降園

時の園児の安全につきましては、当面は登園時の混雑時間帯の職員によります交通指導、子どもたち

への交通安全教育と保護者への交通マナーの徹底のお願いをしながら、子どもの安全確保に努めてま

いりたいと思っています。さらに、東側通路と園庭との境にフェンスとそれからアカカナメの樹木を

植え込んでおりますけれども、園庭側から通路側がちょっと見えにくい状況になっておりますし、ま

た園庭側からも通路側もお互いに見通しがいい方が交通安全上も防犯上も、よりいい環境になるので

はないかなと考えているところです。そこで、先日、園を視察しましたところ、アカカナメが病気に

感染しておりまして、枯れかかっておりました。そのことも踏まえた上で、樹木の伐採等をして、見

通しがいい状況にすることの方が子どもの安全確保上は大事ではないかと考えて、そのようにしたい

と思い、幼稚園にもそのことを伝えたところでございます。町内の小中学校の環境整備につきまして

は、本年度大津北小学校校舎の大規模改修工事、大津南小学校と大津東小学校の耐震補強工事をさせ

ていただきます。また、修繕が必要な箇所につきましては、きめ細やかな臨時交付金事業で対応いた

します。その他の学校につきましても、建築年数経過により老朽化が見られますので、学校の要望を

聞き、必要性・緊急性等を考慮しながら、今後学校施設の年次整備計画を立て、計画的に整備を行っ

ていきたいと思っております。大津中学校の西側及び北側につきましては、プレハブの美術教室や職

員駐車場、菜園等があります。プレハブ教室はかなり老朽化も進んでおります。一帯を整備すれば有

効利用できることは確認いたしております。ただ、今すぐプレハブ撤去及び整地には多額の費用が必

要となりますので、今後、後期振興計画の中で検討し、年次計画を立てて対応してまいりたいと考え

ております。 

 また、環境整備にあたりますときには、計画段階から関係者の皆さんからご意見をいただきたいと

思います。大津小学校分離校基本設計時には、保護者、地域代表者、学校側、公募委員等によるワー

クショップを開催いたしましたし、大津北小学校改修では検討会に学校・ＰＴＡ・関係区長・学校評



 73

議員等で構成して、いろいろとご意見をいただき、児童の意見はＰＴＡで集約していただきました。

今後も学校・保護者その他関係者の意見をよく聞き、実態を見極めて取り組んでまいります。 

 次に、教育委員会の活動を周知・公開すべきではないかということです。現在も大津町教育委員会

傍聴人規則によって、委員会会議は傍聴できます。しかし、傍聴しに行けない人もあることを考えれ

ば、今後教育委員会会議録のホームページ公開につきまして、教育委員会会議に諮って考えてまいり

たいと思っております。 

 最後にもう１つ、地教行法２７条の改正によって、教育委員会の点検評価についてどう考え、どう

対応しようとしているかということにつきましては、教育部長の方でお答えさせていただきます。 

 以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 教育部長松永髙春君。 

○教育部長（松永髙春君） 荒木議員の質問にお答えいたします。平成１９年の６月に地方教育行政の

組織及び運営に関する法律の一部が改正され、平成２０年４月から施行されております。法改正の目

的については、教育委員会の責任体制の明確化の一つとして、教育委員会の点検評価が位置づけられ

ております。そのようなことで、先進地におきましてはですね、もう既に評価を進めている市もある

ようでございます。当町におきましても、これまでいろいろ内容について勉強を重ねてきたところで

ございます。その中で、委員の人選と評価項目、内容の検討でですね、いろいろ今現在検討している

ところでございます。やっぱり委員の人選につきましては、それなりの専門の知識を持った方の登用

が必要ではないかということで考えているところでございます。それと、町の振興計画の前期計画が

終了しております。それについても、大津町の振興総合計画策定審議会というのがございまして、そ

こでいろいろ町全体の計画についても自己検証がなされております。２月だったと思いますけれども、

そういった検証がなされたというふうに企画の方から報告を受けております。ですので、いずれ振興

計画の内容についても議会の方に自己検証した結果をですね、報告をしていただいて、後期の計画に

生かされるのではないかというふうに考えております。ですので、教育委員会といたしましても、上

位の計画であります振興計画との調整もございますので、来年に向けてですね、そういった評価につ

いて来年の４月から取り組めるようにですね、先進地の部分も調査研究いたしまして進めていきたい

と。条例事項も出てきますので、３月までですね、十分検討して議会の方とも相談しながらですね、

来期の事業として取り組んでいきたいというふうに考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 大津中学校と幼稚園ですね、同じ文教の施設であります。幼児また中学校の

生徒の安全を何よりも優先をしなければならないと。改めて教育委員会としてはですね、肝に銘じる

べきだと思います。そう思われていると思いますが、私が１点気になるのはですね、この開発道路を

撤回をしたと、反省が述べられたと。そこで、先ほど教育長も情報公開が不足をしていたと、説明が

不十分だった、この２点は確かに申されました。前任者の教育長もそのようにおっしゃいました。し

かしここにはですね、肝心な点が抜け落ちております。情報公開というのは情報をどんどん広く知ら

せればいいわけで、説明もやる。しかし、それはあなたたちの、自分たちがやろうとしていることを、
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教育委員会がやろうとしていることを貫き通したらですね、ごり押しをしたら何もならんわけです。

先般辞めました総理大臣が国民が聞く耳を持たなかったと、自分のことを反対に述べましたが、主人

公はあくまでも町民、また学校で言えば生徒、児童、幼児は判断はできませんので保護者になるかと

思いますけれども、主人公は町民なんですよ。その主人公の町民の人たちの意見をよく聞いて、それ

を反映させるという態度が私はすっぽりと抜け落ちていんだと思います。自分たちは正しいことを考

えとったけど説明が不十分だっただけでは、町民のための開かれた教育委員会とは言えないと思いま

す。この主人公である町民の意見を本当によく聞くという態度、これを改めて肝に銘じるべきではな

かろうかと思いますので、その点をもう１回お尋ねをいたします。例えば幼稚園でですね、それから

幼稚園では保護者の意見を聞く、あるいは中学校ではですね、先ほどＰＴＡとか学校評議員の意見を

聞くと、生徒についてはアンケートで集約をしたと言われましたが、中学校についてはですね、もう

人格を認めて生徒の意見をほんとに真摯に聞くというのが必要じゃなかろうかと。前の教育長にも一

回質問しましたが、ある中学校では学校のトイレをきれいにしようと。生徒にどういうトイレがいい

かということで徹底的にこう議論をさせて、あるいはいろんな情報を取り寄せて、最終的にはホテル

のようなきれいなトイレができたそうですけれども、もちろん予算の関係で全部できるわけではあり

ませんが、非常にきれいなトイレができた。それがずっと受け継がれて、いわゆる生徒たちが自分た

ちの意見を出してできたトイレだから、自分たちできれいに使おうというのがずって定着をしてきた

と言われております。子どもの権利条約等もございますが、中学校ともなりますと、やはり生徒の人

格を認めて生徒の意見を尊重をするという態度が求められるのではなかろうかと思います。そのこと

についてですね、もう１回お尋ねをします。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子君） お答えいたします。議員がおっしゃいましたように、やっぱり主人公、主体

者である者の声を聞くということ、これはとても大切なことだと思います。施設面のみならずですね、

やはり学校教育に私、力を注ぎたいということを先ほども申し上げましたけれども、そのほかの学習

指導についてもそうでございます。やはり子どもたちが自分たちでこの問題についてこういう理由で、

こういう方法で調べたいと思ったことについては、教師がいろいろとこう指示しなくてもですね、子

どもたち自らがやはり自分たちの求める課題解決のために、いろんなこの方法を駆使しながらその解

決に挑んでいくわけですね。それと似たような事例かなと思いながら、そのトイレをつくるにあたっ

ての子どもたちの取り組みを聞かせていただきましたが、今、取りかかっております大津小学校分離

校、それから大津北小学校の大規模改修、これらについてもですね、保護者を通して子どもの意見も

多分に反映されているのではなかろうかというふうに思いますし、今まだ設計の段階ですから、具体

的なところにつきましては今後も子どもの意見を聞く場も出てくるかというふうに思いますので、そ

ういうところは十分に考慮し、尊重しながら取り組んでまいりたいと思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 教育委員会の学校環境整備に関しては、これからぜひ期待をしたいと思いま

す。最後に一言言っておきますが、今朝も見てきたんですけど、プールが始まっていたみたいですけ
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ど、大津中学校ですね。金網のフェンスが中が丸見えといえば丸見えなんですね。あれでいいのかど

うかというのがちょっと、昔であればですね、のどかな時代であればフェンスがなくてもどうってこ

とはなかったんですけれども、今の時代に丸見えのあのフェンスでいいのかどうか。それから、プー

ルの横、私もＰＴＡで草刈りしますけど、ここは草を植える場所なのかというぐらいひどい状況です

ね。本来であるならば、確かきれいな芝生か何かになっていい場所だと思いますけど、もう３人中学

校に通いますけど、ずっとその草が伸び放題、ＰＴＡで刈りますけど、おおよそ良好な環境とは言い

難いのではなかろうか。そういう点もですね、ぜひ教職員や保護者の皆さんと意見を聞き、知恵を出

し合って改善を求めていきたいと思います。 

 時間がありませんので、次の質問に移りたいと思います。質問の第２点目は、多くの熊本県民、全

国の方が大変胸を痛めております口蹄疫の被害対策であります。一旦収まるかと思いましたけど、ま

たもや広がっているという、本当に恐るべき、まさに国家的危機と言わざるを得ないと思います。国

家的危機ですから、本来国が全面的にもっと早く対策を打つべきであったろうかと思いますけれども、

この熊本県内には幸いにしてまだ口蹄疫が入っておりませんけれども、ご承知のように畜産農家は市

場閉鎖によって出荷ができない。あるいは、関係する肉あるいは運送、加工、あるいは牛や豚小屋を

つくる、そういう業界のところも仕事が全部ストップしたと聞いております。こういう関係業界も本

当に苦境に立たされております。菅総理が宮崎に来られたようですけど、国や県の対策ではまだまだ

不十分だという現場の声が聞こえてまいりますが、町独自でですね、取り組むべき問題があるんじゃ

なかろうかと。特にえさ代、あるいは消毒薬代、こういったものは町の方でもですね、至急取り組む

べきではなかろうかと思いますけど、いかがでしょうか。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 荒木議員の口蹄疫対策についてでございますけれども、宮崎に始まりまして、

大変畜産農家の皆さんのご苦労につきましては心よりお見舞いを申し上げたいと思います。また大津

町につきましても１３５件近くの畜産農家がございますけれども、大変な危惧をされておるというふ

うに、それに対する支援関係もしっかりとやっていかなくちゃならないというふうに思っております。

国につきましては地域全体、あるいは県におきましても畜産農家個人につきましての支援関係を考え

られておるようでございます。大津町におきましても、個人の支援関連等につきましては、今後、現

在例えば５月、６月に市場が封鎖されておりますけれども、７月に開催というようなことでございま

すけれども、西都市でまた発生を続けており、どうなるかわからない状況というようなことでござい

ますので、十分その辺のところを考慮して、今やるべきものはまず防疫関係につきましての消毒、あ

るいはその関係等についてしっかりとやっていかなくちゃならないと思っております。その後につき

ましては、ある程度の沈静をしました折について、十分関係機関と相談しながら検討をやっていきた

いというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 荒木議員の町対策ということでございますが、私の方が一応今までの取り

組みを含めたところの現状的なところを報告させていただきたいと思います。 
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 まず、町長が申しましたように、４月２０日に宮崎県の都農町、あるいは第一例目が確認された以

降でございますけれども、昨日の現在までに牛２万８千６６９頭、それから豚でございます１３万３

千４７４頭、ヤギ・羊と合わせて１６万２千頭の家畜が口蹄疫に感染し、殺処分が行われております。

大津町ということでございますが、本日まで口蹄疫対策の取り組みについて報告させていただきます

と、第一例目の確認を受けたときに、役場内では、まず経済部内の会議を早急にしまして、それから

庁議、４月２７日の嘱託員会議、あるいは町の内部会議報告等も含めまして、それから城北家畜保健

所関係団体合同会議を経て、月末に菊池郡市内の全畜産農家に対し、口蹄疫の症状等に関するチラシ

等を配布して、注意喚起を行ったところでございます。また、当面は防疫が重要であることから、農

家支援として消毒液の配布を検討し、５月２０日より全畜産農家に対して熊本県からの支給をあわせ

て、別に大津町独自で１戸１０袋の消石灰を配布させていただいたところでございます。このことは

５月２１日の全員協議会でも報告させていただいたところです。さらに、町の主催事業でありますと

ころの唐芋植え付け大会、あるいは矢護山開きなどの独自事業の中止、あるいは各所団体への大規模

なイベント等の自粛要請、公共施設、学校などの消毒マットや消石灰の配布を５１カ所に行い、住民

総ぐるみの防疫体制にご協力をお願いしているところでございます。また万一口蹄疫が進入した場合

には、即日動けるように進入経路を想定した防疫ポイント、実施要領などの具体的なマニュアルを作

成しておりますが、消毒・殺処分、埋却が円滑かつ迅速に進むよう体制を整備して対応していきたい

と考えているところでございます。熊本県は宮崎県の隣接県ということで、山林法的に道路等の緊急

整備が実施されることとなっております。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 万一の対策が発動されないことを祈っておりますが、私も畜産農家の方、知

り合いがおりますが、もちろん経済的打撃が一番大きいわけですね、出荷できない。と同時に、先行

きの心細さというんですかね、いつどうなるかわからんというような、せっかく後継者、子どもさん

が後継者でやろうとしていた矢先にがっくりきているという声も聞くわけですが、そういうときだか

らこそ、行政とですね、できる限りの援助の手を差し伸べると、私はそういう気持ちの表れが必要だ

と思うわけです。ご承知のように、阿蘇市をはじめいくつかの自治体はえさ代等の援助を実際に決定

しているようです。気持ちだけではなくてですね、こうした援助が今必要なときではなかろうかと思

うんですけど、町長はそういう気持ちはないんですかね。はっきりお聞かせいただきたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 先ほど申しましたように、気持ちはもう十分いっぱいでございます。そうい

う意味におきまして、菊池市が３千万円近くの専決事項をやっておりますけれども、今、１万円近く

やってそれでいいのかというような問題でございます。最終的には、ある程度やった段階で、県も４

千円近くやるという話、あるいは市場の運搬費を出すというような話をされております。国がどこま

で見るかというのも今後出てまいりますけれども、その辺のところが全部農家の１戸の経営の中でで

すね、どれだけ助けになるかというのが見えてこないものですから、最終的には、先ほどからＪＡや

畜産組合等と十分相談しながら、町がやるべきものはちゃんとやっていきたいというふうに思ってお
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りますので、議会の皆さんもご理解とご協力を今後の予算設置につきましてはご理解をお願いしたい

というふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） おっしゃるとおり、国・県の状況を見て、しかし最終的に足りないものは町

がきちんと援助をするという気持ちがあるということでございましたので、そこは忘れないで必ず実

行されることを私たちも確認していきたいと思います。 

 それでは、第３番目の質問を行います。介護保険が導入をされまして、「社会的な介護で老後の安心

をつくり出す」といううたい文句で介護制度がつくられましたが、特別養護老人ホームなどの施設が

まだまだ非常に足りなくて、入りたくても入れない人、それからあえて自宅で介護をしたいという必

死に頑張っておられる方々がございます。今日質問するのは、こういった人たちに対して自宅介護者

の苦労に答える、そういう施策が必要ではなかろうかと思います。実際に県内の、例えば和水町では

月額２万円の介護手当の制度がございます。そのほかもたくさんの自治体でこの制度が実際に実施さ

れております。愛知県の犬山市では、介護手当、介護用品給付、家族介護慰労金、徘徊高齢者情報提

供サービスと。断っておきますけど、これは介護保険以外、一般財源で対応がなされております。こ

うした自宅で介護をなさっている、３以上の重度の人に限られているようですけど、こういう施策が

必要だと思いますけど、対応をどうされるか、お聞きしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 在宅介護関連等につきましての在宅で介護されておる方の慰労関連等に伴い

ましての介護費をどうするかというようなお話ですけれども、介護保険制度が始まりましてもう１０

年近くになりますけれども、また新たに国は介護保険の見直しをやろうというようなことでございま

すし、大津町におきましても前にいろいろと制度改正をやっておりましたけれども、その制度につい

ても介護保険制度にかかわらないというような、かかわってない方々についてというような形で１、

２廃止したことがあります。もちろん、別にオムツ関係等の現額６千円というような形で介護をさせ

ていただいておりますけれども、今後の介護につきましては、第５期の介護保険事業計画というのが

２４年から２６年行う予定になっておりますので、平成２３年度には制定しなくてはならないので、

その作業の中でサービス給付と利用者負担等を考慮し、国と補助基準等を踏まえながら考えていきた

いと思いますし、現状のところにつきましては、担当部長の方より説明をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭徳君。 

○福祉部長（岩尾昭徳君） 荒木議員の一般質問にお答えいたします。介護保険事業の大津町での家族

介護での現状につきまして申し上げます。介護保険事業につきましは、利用者はその有する能力に応

じ、自立した日常生活を営むことができるように、保健医療サービスや福祉サービス給付を受けるこ

とができる制度が構築されております。日本には、介護は家族がするものという考え方がありまして、

社会資源として大変貴重なものでございます。介護保険制度の中で、地域資源として家族介護支援事

業があり、家族介護を支援する事業として地域資源を活用するようになっております。地域資源につ

きましては、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるようにするため、被保険者
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や要介護保険者を現に介護する人などに対しまして、地域の実情に応じた必要な支援を行うことを目

的として事業を行うことができます。大津町では、先ほど町長から答弁ございましたように、在宅高

齢者、家族介護支援用品給付事業もその一つとして実施しております。要介護認定で現在中度から重

度、要介護３以上でございますけれども、これに該当する高齢者を在宅で介護されている家族に対し

まして介護用品支給を行っているところでございまして、現在５９人の支給対象者がおられます。こ

の事業に対する本年度予算で３２４万円を計上いたしております。大津町では、平成１４年２月から

高齢者を介護している家族の経済的負担の軽減を図るために、要介護度４、５の方を家族で介護して

いる世帯を対象に家族介護慰労事業として年額１０万円を支給する制度がございましたが、介護保険

サービスを受けていないことが条件だったために該当者がいないことによりまして、要綱を廃止いた

しております。また、平成７年度から在宅寝たきり老人等介護者手当て支給規則で、介護者手当てと

いたしまして年額１２万円を支給しておりましたが、こちらの方も該当者が少ないことの理由により

まして廃止をいたしまして、現行の介護用品給付にしたところでございます。介護保険制度が始まり

まして平成１８年からは、介護予防や地域の総合的な相談の拠点といたしまして、地域包括支援セン

ターの設置運営によりまして、介護保険制度の利用も浸透している状況でございます。現状の在宅サー

ビスにおきましては、要介護状態区分に応じまして、サービス利用の上限額が決められておりまして、

要介護４は３０万６千円、要介護５が３５万８千３００円となっております。これにつきましては、

この事業につきましては、地域支援事業という形での事業でございまして、事業規模につきまして介

護給付と対象サービス見込み料等に基づきまして、給付見込額の３％の範囲内で介護予防事業、それ

から包括的支援事業へ２事業という形で実施できるようになっております。そういったことでござい

まして、今後、家族、介護者に対しましてそういった何らかの事情で介護サービスを使わずに家族を

介護しておられる世帯や、それから在宅介護者がおられれば状況を把握いたしまして、今後、先ほど

町長から答弁ございましたように、第５期保険事業計画の策定作業の中で考えてまいりたいというふ

うに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 介護保険を全くサービスを利用しなかった場合に手当て券を支給すると、こ

ういうのが今までの認識だったみたいですけど、サービスを一切使わないというのは、それこそ本来

おかしいんですね。使わないで頑張ってくれる、それはありがたいことでありますよ。施設に入れば、

年間で一人四、五百万円はかかるわけですから。しかし、使わないことを前提とした慰労金ではない

んですね。この犬山市の例では、常時介護が必要な方を介護している方で月額５千円ですよね。介護

用品も別に８千３００円、１カ月。そのほかに全くサービスを利用しなかった人については１０万円

というふうになっているんですよ。だから、サービスを使いながらも家族が家庭で重度の人を介護す

ると、そういう人たちの慰労に応えるという制度がですね、必要であろうと。また、家庭で頑張って

いただければですね、介護保険の財政が非常に助かるわけです。また、ご本人も住み慣れたところで

安心して過ごしていけるということだと思いますので、ぜひご検討をいただきたいと思います。 

 それでは、最後の電気自転車の普及と自転車道整備についてお尋ねをいたします。大津町はご承知
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のとおり、東西はほぼ水平でありますが、南北に、北側は台地、要するに坂が多い町であります。こ

の中心市街地がですね。その中で、本当にこの自転車の利用が非常に困難であるということだと思い

ます。そこで、電気自転車の普及は必要ではなかろうかというのが１つ。その電気自転車を購入した

人に補助金を支出をするということです。福井県とか鹿児島県で約３万円ほど実施がなされているよ

うです。もう１点大事な点は、美咲野団地から南の方に坂道を下ります。ここは非常に自転車で降り

てきますとスピードも出る。とりわけですね、中学生あたり非常に危険ですね。歩道の中、歩道は結

構広いものですから、歩道の中を自転車が走りますと、これまた歩行者と衝突をして危険ということ

であります。現在進められております駅前楽善線はこれからつくります。こういう主要な道路にはで

すね、せめて下るところに自転車のレーンをつくったらどうかと思います。自転車道についてはいろ

いろ調べてみましたので詳しい説明は要りません。そういう工夫をですね、可能性があるかどうか、

やる気があるかどうかについて、これは担当の方がよろしいですかね、直接担当でも結構ですのでお

答え下さい。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 荒木議員の質問にお答えいたします。まず、電気自転車の補助の関係です

が、補助金交付につきましては平成２０年度に制定しました大津町補助金交付基準に関する要綱に基

づき、その効果性及び的確性から判断して行うこととしております。議員ご提案の電気自転車に対す

る補助ですが、的確性には問題ないと思いますけれども、効果性においては補助目的をどうするかに

よって、その判断が分かれるものと考えております。すなわちエコを目的としたもので自動車などの

環境負荷の高い移動手段から電気自動車へ乗り換えるものであれば、当然エコにつながり効果がある

と思いますが、しかし現状を眺めますと乗り換えが進むものとは考えにくいと思われますので、その

点から判断すれば効果性は少ないと考えております。いずれにしましても、補助目的をきちんと整理

し、その目的に応じた効果があるのかの検討が必要かと考えております。 

 次に、大津町の地形自体が南北の高低差が非常に大きくて、自転車で通学している学生などが、坂

道を上るときは特に重そうに乗っておりますし、逆に坂道を下るときにはスピードが出てブレーキを

かけながら運転している状況になっております。議員が言われましたように、特に西鶴中井迫線にお

きましては、多くの小学生が歩いて通学しておりますし、また中高生などが自転車で通学しておりま

すので、事故が発生したりする危険な状況にもなっております。このため安全な通行ができるように

という提案だと思います。これにつきましては、いくつかの方法が考えられます。しかし、どの方法

を取る場合も道路管理者の県、菊池振興局や交通管理者の県警と協議をし、了承を得る必要がありま

すし、また大きな費用が必要になります。ところで、議員ご承知のように、現在美咲野団地内に小学

校の建設が計画されております。これが完成しますと、通学する学校の関係でこの道路を通学する小

中学生は非常に少なくなるものと思われます。子どもたちの通行が少なくなり、危険性が下がってく

れば、歩道を自転車が通学することも、通ることも可能になりますので、大きな費用をかけて改修す

る必要は少なくなってきます。このようなことから考慮すれば、当面はこの道路を通行する場合には

あまりスピードを出さないように看板等により指導することの方が早急に対応できる方法だと考えて
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います。なお、駅前楽善線につきましては、西鶴中井迫線に比べまして幅員が非常に狭いもんですか

ら、現状の幅員からすると歩行者、自転車、どちらも歩道を通る自転車歩行者道の指定を受ける方法

しか取れないんではないかと考えております。 

 以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 補助金については、目的は確かに必要だと思います。この自転車の安全性で

すね、安全通行、歩行者と、いわゆる歩道の中を歩行者と自転車が一緒に通行をするという方法。お

金があれば自転車専用レーンを、法に則った専用レーンをつくる、これはちょっと現実的ではないと

思います。私も調べましたが、やっぱり日本の道路はもともと狭いですから、法に基づいた自転車レー

ンというのはかなり難しい、現実的に。そこで、一つの方法としては、公安委員会の許可が出れば自

転車の車両通行帯、いわゆるこれは法に基づく専用レーンではないですけど、そういう自転車のレー

ンを設置することも可能であると私は理解をしているところです。一番左側の車道の一番左側を、こ

の事例では緑色に自転車の通るところを色分けをしている。縁石も何も確かありません。しかし、車

もそれによって自転車を気を付ける。自転車も一番左の方を通って車の方にはみ出さないようにする。

少なくとも、それから歩行者とは分けられるということで、とりわけ新しくつくる駅前楽善線あたり

では、せめて下りだけでもですね、こういう知恵を働かせて、研究をして工夫をする価値があるので

はないか。それからもう１点、この旧５７号線ですね、ここは非常に自転車は多いです。特に年輩の

方が自転車に乗る。ここもやっぱりそういった自転車がもうちょっと安全に通るような、県道ですか

ら直接はできませんけど、そういう工夫が必要であると思いますけど、どうですかね。駅前楽善線に

ついては研究の余地があるんではなかろうかと思うんですけど、どうでしょう。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 駅前楽善線は、都市計画道路の１２メーターというふうに幅を広げておりま

すし、そして上から下へ急な坂でございますので、美咲野も同じでございます。そういうような急な

坂に自転車レーンつくったら、スピード出しやがって、かえって自爆する危険性があるんじゃないか

と思いますので、その辺についてはやっぱり十分検討していかなくちゃならないんじゃないかなと思

います。また、自転車の補助金の関係でございますけれども、やはりおっしゃるように下りはともか

くとして、上りはですね、押していく中で、防犯上、変なのが出てきてですね、どうするかわからな

いというような形になれば、そういう電動二輪の方が早く帰れるという防犯上の問題もあるし、ある

いは中核工業団地関係の通勤者やその関係の方々がうまくそれを利用してですね、車でなくそういう

形で利用されるというような形になれば、そして、またひとつ大津町にはこの地域における観光、先

ほど大塚議員の質問にもありましたように、大津駅から南の方にぐるっと回る、そういうときにはそ

の自転車をうまく利用していければ、レンタカーみたいな形の中でうまく朝夕使っていただければ、

これも一つの効果的には上がるんじゃないかなと思いますので、これについては十分また検討をしな

がら、大津町の交通体系をしっかりと考えていきたいというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。午後は２時１０分から始めます。 



 81

午後２時００分 休憩 

                    △ 

午後２時１１分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 ２番議員、府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） 県が徴収する「水とみどりの森づくり税」を活用して植林事業を、ということ

で、県が徴収する「水とみどりの森づくり税」は導入から５年。 

 森づくり税を原資として５年間で整備した森林は約７千ヘクタールに達し、森林の水源涵養機能向

上のために貢献しているということで一定の効果があったとして２０１０年度から５年間の延長が決

まった。県は今後も県民への周知に力を入れていく考えである。 

 森づくり税は、２００５年４月に導入、用途を限定し、水源涵養は、災害防止など森林の公益的機

能の維持、増進事業に使っている。 

 税収は、個人県民税に５年間、年間５００円を上乗せし、法人税からは法人県民税均等割の５％相

当額を徴収し、２００５年から２００９年間での税収は総額２３億３千９４６万円で、そのうち約２

２億円を投じて所有者の管理が見込めない人工林の干ばつ、植栽、シカ防止対策ほかに森林環境学習

などのソフト事業も展開してきた。５年間の事業で１７万５千人の１年間の生活用水を蓄える水源涵

養機能や１０トンダンプ３３台分の土砂の流出防止機能を備え、３万５千台の車が排出する年間ＣＯ

２を吸収する森林を整備できたという植林や下草刈りなどの活動に参加したボランティアも延べ３万

人に上る。森づくり税は、熊本を含め３０の県が導入、そのほとんどが森林整備事業に充てているそ

うです。そこで、町としてこの森づくり税を活用して利用されていない原野や牧野、瀬田裏や真木、

矢護川の原野などにスギ、ヒノキ、あるいは広葉樹などの植林を進める考えはないか、大津町の総面

積の５０％、約４千８００ヘクタールが森林で、町有林をはじめとして町の宝である山林などの自然

環境を守り育てることは、まちづくりの基本目標の第一に上げておられる。人と自然、共に生きる町

の推進を図り、豊かな自然環境を守っていくことにつながると思われる。それに、地球温暖化の原因

となるＣＯ２を吸収し、森林の持つ保水力による洪水防止、地下水涵養などの多面的機能を有する地

球環境に絶対欠かすことのできない大切なものであると思われます。森林組合が行っている混交林促

進事業がこの水と緑の森づくり税で行われています。このようなことから、町としても水と緑の森づ

くり税を利用して森林整備を進めてほしいと思いますが、町としての考えをお聞きしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 府内議員の水と緑の森づくり税の活用について質問でございますけれども、

大津町管内の原野等の植林の状況につきましては、平成６年度から町は広葉樹の植栽を始めまして、

矢護川の環境の森、あるいは俵山の広葉樹の森、それぞれナラの木や山桜、ケヤキなどを植樹してお

ります。その後は熊本市をはじめとする各種企業団体や各団体のご協力で環境の森に７０ヘクタール、

広葉樹の森に１７ヘクタールの植樹をされております。また、平成２１年度からは５カ年計画で熊本

市が俵山の町有林原野に４０ヘクタールの計画を開始しておりまして、これによりまして町の所有原
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野のほとんどが植栽されることになります。しかし、今回ご質問の利用されていない原野につきまし

ては、各牧野組合で観光資源の水源涵養林等としての利用を検討されておりますので、町としまして

も林業振興の目的と合わせて原野のアクセス確保のために今年度きめ細かな臨時交付金事業により、

瀬田裏、矢護川、俵山の林道作業道舗装の予算を１千８００万円余り計上しております。牧野組合の

原野の利用方法につきましては、各組合の考え方がもっとも重要だと思いますが、町としましても有

効利用していただきたいと考えておりますので、水源涵養や防災対策として森林を選択される場合は、

事業の実施方法や補助金の活用方法等について県と相談しながら最前の方法を提案していきたいと思

います。大津町の環境の森構想は、大津町の素晴らしい自然環境を守り育て、森林等の保全対策の推

進を目標にしております。牧野組合の広大な原野は、町の自然環境保全への影響も大きいもので、組

合と話し合いをしながら有効利用を図りたいというふうに思っております。将来的には、環境の森や

それぞれの森におきまして、例えば矢護川の陽の原キャンプ場を中心に森林浴あるいは森林学習を基

に観光資源の開発に努めていければなという思いもしております。俵山におきましても、風車を伴う

岩戸の里渓谷関連をはじめとするそれぞれの森林観光を引き起こすための一つの水保全も兼ねたとこ

ろでしっかりとやっていかなくちゃならない。議員おっしゃるように、やはり地球の素晴らしいこの

水、惑星につきましては、大変地球温暖化関連等で危ぶまれておりますので、大津町の自然、そして

地域の関係の団体ともしっかりと手を取りながら環境保全というか、森林の促進に努めていきたいと

いうふうに考えております。内容等の詳しい内容につきましては、また担当部長の方からご説明をさ

せていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 府内議員の森づくり税の使い道はどうかと、その中で、大津町はどういう

ふうな今後活用したいかということでございますが、まず現状をちょっと申し上げたいと思います。

質問の中で、牧野組合の原野につきましてでございますが、その環境の森のうち２２ヘクタールにつ

いては、矢護川牧野農業協同組合、あるいは裏野牧野農業協同組合、町が分収造林契約を締結して植

樹したものでございます。また、俵山の広葉樹の森は町有地ではありますが、大津西原共有原野大津

地区入会権利者協議会が管理していただいて、原野に植樹したものでございます。このほかに、牧野

組合と熊本県や熊本県林業公社等の分収造林契約により、スギ・ヒノキが植林されております。 

 次に、牧野組合の原野に植林を行う方法についてでございますが、原野林業公社は、新規の分収造

林事業を行っておりませんので、大まかに次の３つの方法が考えられます。まず、牧野組合自身が植

林を行う方法、現在既に真木牧野組合が取り組みを始めておられます。既存の森林に原野を含めて森

林法に基づく森林施業計画を作成して、あるいは県の造林関係補助金等を利用して植林保育を利用す

る計画でございます。この補助事業でございますが、通常は６８％の補助で、あるいは搬送とか、あ

るいは木の伐採の販売金等がありまして、補助率の６８％イコールあとの３２％の負担等でございま

すが、あるいはそういうやつでまかなって、今ほとんど個人負担の持ち分は、今現状としてはゼロと

いう形で、そういう事業も併せて行っているところでございます。 

 それから、もう１つ、事業の、この森の事業税にあたってでございますが、まずその準備といたし
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まして、菊池振興局と町が仲介しております県の森林関係の職員の方がＯＢで組織されています。こ

れは、ひとつのボランティア的な中身でございますけれども、熊本県の通常、森林林業普及懇話会と

いうふうに言っております。その方々の協力を得て、現況調査、あるいは今言いました施業計画の作

成をされているところです。近々施業計画の認定請求をされる予定でございます。 

 それから、造林関係補助金の申請の手続きでございますけれども、今言いましたように懇話会等が

協力されるということになっております。 

 それからもう１つ、２つ目でございますけれども、市町村が植林を行う方法でございます。市町村

と牧野組合が森林精麦協定等を締結し、水と緑の森づくり税事業を利用しております。この植林をす

る方法でございます。熊本市がまず、先ほど家入町長が述べられました熊本市との関連でございます

が、森林整備協定を結んで、この事業を利用して環境の森５０ヘクタールに広葉樹を植林しておりま

す。下刈りや枝打ち等の保育も行っております。 

 ３番目でございます、各種団体や企業が植林を行う方法。その各種団体が企業や緑と緑の森づくり

税事業を利用して植林する方法でございます。玉名平野土地改良区と熊本県森林インストラクター等

がこの事業を利用して環境の森で植林を行っております。実際、大津町のこの利用税でございますけ

れども、大津町の土地を利用して、各熊本市や今言った玉名等がどんどん利用してもらっているとこ

ろでございます。なお、最近も県や企業、各種団体等から環境の森や広葉樹の森の問い合わせがあり

ますけれども、町有地にはまとまった面積が今の段階ではちょっと残っておりません。ただ、牧野組

合を府内議員がおっしゃいます、その紹介をしておりますので、公有地を希望する場合が多かった場

合には、それなりの対応をしていかなければならないのではないかと思っております。特に真木の牧

野組合にいろいろ話をしておりますが、近々実施の方向で考えたいという前向きな言葉をいただいて

いるところでございます。現実に、この５年間の利用でございましたけれども、今年度からまた５年

間延長が決まったということで、この事業はさらに水源涵養林といいますか、それなりに貢献度が出

てくるのではないかなと思っているところです。 

○議 長（大田黒英生君） 府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） ただいま、町長または部長の方から詳しく説明がありましたように、こういっ

たことでですね、取り組みを県あたりと一緒になってですね、植林事業なり整備をしていただきたい

と思います。 

 では、次に入ります。先ほど同僚議員からも質問がありましたように、国家を揺るがす大変な事態

に陥っているわけでございまして、宮崎の問題だけでなく、熊本県も被害を受けているわけでござい

ますので、そういう意味で今回の口蹄疫の問題について一般質問したわけでございます。２番、口蹄

疫に対する今後の防疫体制についてということでございます。宮崎県で口蹄疫の発生が確認されてか

ら２カ月になろうとしている。未だに感染拡大が続いている中で、新たに国内最大規模の畜産地帯で

ある都城市で感染が確認され、宮崎県内５市５町にも及ぶ感染拡大である。もっとも感染が広がって

いた川南町など県東部から都城市まで約５０キロと離れているのに、政府と宮崎県が全力を挙げた感

染封じ込めは失敗し、飛び火していた。口蹄疫は、牛や豚などの動物がかかるウイルス性の伝染病で、
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感染力は強く、感染が確認された家畜はもちろん、感染の疑いがある家畜も安楽死させて焼却、また

は土の中に埋める殺処分が義務づけられている伝染病であります。広がり続ける口蹄疫の防疫強化策

をめぐる地元の困惑は、口蹄疫ウイルスとの戦いの過酷さ、難しさを改めて印象づけたと思います。

口蹄疫の感染拡大をくい止めようと宮崎県は発生農場から半径１０キロ圏内の牛や豚に国内で初めて

ワクチンを接種し、全頭を殺処分する。殺処分対象の牛や豚は、６月１１日現在２７万７千頭に達し、

過去最悪の被害になる。最初の事例発表から消毒の徹底や移動制限など取られたにもかかわらず、病

疫が蔓延した理由の１つに、防疫措置の無理を考えざるを得ないと思います。ウイルス進入経路と感

染拡大の原因は未だ不明だが、防疫体制の強化に加え、この教訓を今後もつなげるために原因究明が

急がれる。それと、風評被害の防止も重要であり、口蹄疫にかかった家畜の肉や乳が市場に出回るこ

とはない。また、仮にそのような牛肉や豚肉を食べたり牛乳を飲んだりしても、口蹄疫は人には感染

しない。その点を改めて強調しておきたい。風評による取引制限や中傷などは絶対にあってはならな

いと思います。宮崎では、畜産農家の方々が何十年、何百年もかかって開業され育てられた宮崎ブラ

ンド牛や豚が目の前で殺処分され、埋められていく姿を目の当たりにされ、夜も眠れぬ日を過ごして

おられるそうです。また、現場の関係者も不眠不休で焼却処分や消毒作業にあたっておられるそうで、

熊本県も５月１９日、非常事態に準ずる警戒態勢にいる方針を採られ、これまでの家畜農家中心の対

策から、広く一般県民と一般車両に消毒の徹底を求め、翌日、即実施に移された。もはや宮崎県だけ

の問題ではなく、感染していない熊本でも畜産の存亡がかかるほど深刻であるからである。熊本県も

畜産県であります。牛や豚、全頭合わせて４５万８千８０４頭、畜産の総生産額９２０億円に上る。

大津町でも牛・豚、約３万頭で、生産額で４０億円、もしそれが打撃を受けるようなら、農業にとど

まらず、県経済全体に大きな影響を及ぼすことになる。とにかく、感染拡大をどんな対策でもしてく

い止めなければならないと思う。宮崎県で感染が拡大している今、大津町でも万が一の事態を想定し

た準備を考えておく必要があると思う。周辺のすべての道路の通行車両を対象とした消毒などの防衛

対策を徹底させることや、もし感染が出た場合のことを考えて、殺処分した牛や豚の埋却地の確保を

あらゆる手段を講じておかなければならないと思うが、町としての対策をお聞きしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 口蹄疫に対しては、大変畜産農家の方々にはご心配を掛けているところでも

あります。もちろん大津町におきましても、宮崎県にああいう形になっておりますけれども、国にお

きましても九州一帯というような考え方になられておるようでございますので、県は知事をはじめと

する球磨郡の方におきましても大変なご苦労をされておるというようなことを聞いておりますし、ま

た行政区の区長からもいろいろと話を伺っております。そういう意味におきまして、やっぱり我々も

もし球磨地区にもしも入った場合というような形になると徹底的な消毒、おっしゃるように県道、大

津町は交通の要所であるというふうなところで大変５７号をはじめ３２５、そして県道、幹線道路が

走っておりますので、その辺につきましては十分な対応をやっていかなくちゃならない。そのために

は、役場職員でなく、関係団体の皆さんのご協力や、ひいては自衛隊の方にもお願いをしていかなく

ちゃならないんじゃないかなと思います。手遅れにならないように、万が一入った場合というような
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形になる、やはり我々としても、その農家の地域から運搬とかいろんなことがされると、そこでまた

蔓延する恐れがあるというような話を聞いておりますので、そういうところも畜産組合関係をはじめ

として、１３４戸近くの牛舎につきまして、そばに埋却処理ができるかどうかというようなことも調

査をさせていただいておりますし、そのような対応については、即、無いところもあるそうでござい

ますので、そういうところの対応も役場で即買えるような方法を採りながら、今後そのやり方につい

ても将来的に貸し付けというか、そういうような形の中で管理を今後やっていけるような形でお願い

をしていかなくちゃならないというような対策関係も取っておりますし、もちろん対策会議をつくり

ながら、関係団体との状況をしっかりと把握しながらやっていきたいというようなことでおります。

もちろん、先ほどある議員からも質問がありましたように、まずは入らないことを第一に、そしても

し入ったときの感染予防をしっかりとやる、処理をしっかりやっていくというのが一番妥当というこ

とと、その後、終結する状況になった段階において、農家の経営あるいはそれに関する産業の皆さん

の痛手もあるかと思いますけれども、その辺については今後検討しながら、前向きに検討していくと

いうような形になれば、議会の皆さんのご理解とご協力を得ながら対応を考えていかなくちゃならな

いと思っております。それぞれの対応の内容につきまして、また担当部長の方からご説明をさせてい

ただきたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 現状等を申し上げたいと思います。荒木議員の答弁と重複する部分もある

かと思いますが、殺処分等の数値については、先ほど申し上げさせていただいたところでございます。 

 それから、５月２０日以降の石灰石を配布させてもらったところでございますが、その後といいま

すか、その日からでございますけれども、何回も打ち合わせ会議等をさせてもらっていますが、畜産

農家、あるいは関係団体との合同会議をさせてもらって、畜産農家の現状、それから各団体の取り組

みの状況、今後の方策についていろいろ意見交換等をさせてもらったところでございます。会議の中

では、住民へのＰＲ不足や不特定多数が参集するイベント等の自粛、あるいは迅速な埋却処理の重要

性等の意見が交わされたところでございます。これは、今、府内議員がおっしゃったとおりでござい

ます。それから、その翌２１日でございますが、議会全員協議会で、あるいは２５日も農業委員会等

に取り組みの状況を報告させてもらっています。口蹄疫のウイルス侵入時の対応に備えることが一番

でございまして、当面は消毒剤頒布の継続が必要なことなど意見をいただいております。これらの意

見を再度、６月１日でございますが、ＪＡ中央支所東肥畜産農業協同組合、南阿蘇畜産農業協同組合

の担当者レベルで会議を開催させてもらってから、今後必要になる対策について協議を行ったところ

でございます。その中で、当面の措置としては、熊本県への口蹄疫を進入させないためのブレーキ措

置を続けること、これは緊急の措置が熊本県でもされるということになりました。万一進入した場合

でございますが、迅速に動くための具体的なシミュレーションが必要だということでございます。こ

れは家入町長がおっしゃったとおり、大津町の方においては町長を対策本部として、家畜伝染病防疫

対策本部設置をしております。その中において、もう即どういうふうに動くかということの、今あり

ましたシミュレーション等をしておりまして、殺処分後の埋却場所でございますが、調査を行いまし
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た。その結果でございますけれども、現在大津町で牛・豚を飼育飼養する畜産農家１３５戸あります。

このうち、埋却場所を確保できる農家が１２７戸、確保できない農家が８戸であることがわかりまし

た。この８戸の内訳は、養豚が１戸５０９頭、肉用牛が７戸で８２７頭になります。埋却に必要な用

地としては、約５千平米の土地について緊急に確保できるよう事前に検討しておくことがその１つで

はないかなと思っておるところでございます。口蹄疫が埋却場所を持たない畜産農家で発生した場合

は、近隣農地を買い上げるなどして、遅滞なく埋却しなければ病気は蔓延してまいります。国も５月

２８日付けで口蹄疫対策特別措置法を参議院本会議で全会一致で成立させて、その動きをワクチン等

も含めて実行されておるところでございます。このような体制の整備を行うところでございます。今

後、２４回すべての畜産農家の埋却候補地をどこにするかなどについては、当然関係農家の方やそれ

から、畜産関係団体と協議しながらシミュレーションに基づき準備を進めていくことが重要だと考え

ております。 

 また、今、熊本県に進入した場合の消毒ポイントの設定についてでございますけれども、発生場所

を想定した防疫体制、これは今申しましたとおりでございます。円滑な対応を行わなければならない

と思っております。そのほか、唐芋の植え付け大会、山開きなどの町主催の事業の中止、あるいは各

種団体への大規模なイベント等の自粛要請を公共施設、学校などへの消毒マット、あるいは消石灰の

配布などを行い、住民総ぐるみの防疫体制に協力をお願いしているところでございます。昨日、土曜、

日曜、１２、１３の全日本モトクロス大会ＨＳＲで行われるところの大会も中止をしていただいてお

るところでございます。大変ありがたいと思っているところです。また防疫対策の措置法の中で影響

を受ける畜産農家に対し、地方公共団体も税制上の措置を講ずるものとされておるところです。だか

ら町税につきましても、徴収猶予制度の相談窓口を設けることになっているところです。 

 それから、ちなみに県内の６つあります家畜の市場、通常競りでございますが、そこの岩坂も含め

てでございます。７月１日を目処を再開すると決定されておりましたが、ご存じのように６月１０日

以降の都城市を含め感染拡大がありましたので、白紙に戻された状態の中でございます。１日も早く

口蹄疫が沈静化し、いつもどおり活気ある家畜市場が戻ってくることを願っているところでございま

す。 

 実情は以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） 熊本県６カ所の市場、家畜市場は、口蹄疫感染に伴い４月下旬から閉鎖された

ままで、再開の時期もまだ未定であります。肥育生産農家は、生後９カ月から１０カ月で市場に出荷

して、初めて収入があるわけでございます。この代金で飼料代並びに生活費や機械のローン代などが

払われるわけでございます。収入がなく、ただ閉鎖が続いている中、飼料代が増えるだけで、大変な

農家の方は苦痛を抱えておるわけでございまして、大津町は繁殖農家が、多頭家が多く、１カ月に約

１００万円以上の飼料代がかかる農家もあり、収入がなく、資金繰りに苦しみ悲鳴を上げているのが

現状であります。県は飼料代助成などを盛り込んだ口蹄疫緊急総合対策として２億９千万円を定例県

議会に追加提案するそうです。そのほかの市町村でも、飼料代などの畜産農家へ助成を決めているよ
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うでございます。大津町としても、畜産農家に対して畜舎などの固定資産税の減免措置など考えてい

ないか。それと、収入が絶えている畜産農家に対して飼料代などの助成支援などを考えていないか、

そこあたりを聞きたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 畜産農家には、大変おっしゃるように肥育農家というような、９カ月、１０

カ月とか、あるいは生まれたすぐの状況とか、いろんな形で大変な飼料代が嵩んでいるというのはも

う確かでございまして、それにつきまして先ほども申しましたように、各農協とか、あるいは畜産組

合の方で飼料代の延期、後払いとかですね、そういう対策も採られておるようでございますので、こ

こ一時的にしのいでいただきながら、その中で十分検討をしながらですね、県がやっておる４千円か

ら６千円の飼料代というような話もあるし、あるいは市場へのその運搬費用とか、いろんな問題もあ

ると思います。町税の収用というようなことがございますけれども、それよりもやっぱり払わんほう

が一番いいわけでございます。経営を再開するためには。そのようないろんな形をですね、総体的に

検討しながら、そして支援のいろんな種類を、種類というか、ものを前向きにずっと検討していきた

いというふうに思っておりますので、飼料代だけで終わるというようなことでなく、そのほかのもの

についても検討をさせていただきたいというふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） 本当にこう畜産農家にすればですね、本当に少しだけの助成でもすがるような

気持ちだろうと思いますし、そういったところも含めて、また将来にわたってもですね、僕は支援を

していただきたいと思います。 

 では、３問目に移らせていただきます。矢護川地区圃場整備事業の今後の計画についてということ

でございます。政権交代による補助事業など懸念されるが、今後の事業計画をどう進めていくかとい

うことで、昨年の６月の定例議会で一般質問をさせていただきました。各集落での説明会が開かれ、

農家からは圃場整備事業には献身的な、積極的な意見が出されたということでございます。今後も各

地区におられる推進委員の方々と一緒に、受益者の方、また行政と一体となって同意に向けて頑張っ

ていただきたいという思いでございます。やはり受益者の同意がなければ、行政としても前に進めな

いわけでございますので、そういったことで今後町としてのお考えを聞かせていただきたいと思いま

す。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 矢護川地区の圃場整備でございますけれども、畑総事業関連も大体目処がつ

いておりますので、今、大津町におきましては迫井手玉岡の圃場整備の今事業を推進しております。

矢護川につきましても、今、しっかりと推進をさせていただいておりますけれども、政権が代わりま

して「コンクリートから人へ」ということで、大分予算が窮屈になっておるとは聞いております。し

かし政権代わりましても、政権の話によりますと、地域の活性化というものについては、しっかりし

た町民の、住民の意見を聞きながらやっていくというようなことをおっしゃっておりますので、社会

資本整備事業関係の特別交付金事業というようなものが新たに生まれてくると聞いておりますので、
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大津町の全体的な産業、あるいは地域育成の中におきまして、あの地域にはこういう農業観光、産業

というようなもの、あるいは農業のコスト削減、絡みをつくりながら、そしてあの地域の活性を図っ

ていく文言をしっかりと捉えながら事業推進にはしっかりとやっていきたいと。おっしゃるように、

この前まで農協と相談して豆腐工場とかいろんなもの、あるいは補助の形も、その地域に合った補助

をお願いできればなというような思いもしております。また、矢護川簡易水道の合併関係等について

の地元説明の中でも、やはり甘藷や大根関連等の野菜の水洗いの関係も出てまいって、水道料の問題

とか、下水道の問題も含んだところで話がされておりますので、やはり昔の馬洗場というような感じ

で一番東側から真ん中から南の方を続けましてですね、そういう場所をつくりながら、農作業の水の

量というか、能率の上がるような形もやっぱりいかなくちゃならないんじゃないかなと思っておりま

すし、今のままでは、ここ１、２件、農作業の死亡事故も起きておりますので、ぜひあの地域の水の

うまさと、そして米のうまさ、そういうのをしっかり生かしたところで地域産業興しにもやっていか

なくちゃならないし、その上にはちゃんと陽の原キャンプ場がありますので、その辺の森林浴を生か

した教育学習にも役立っていけるような一つの線をぴしっとしたものにつないだ圃場整備をやってい

かなくちゃならない一つの方法ではないかなという思いをしております。現状の推進の関係について

は、担当部長の方からまた説明をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 今までの推進状況を申し上げたいと思いますが、矢護川地区の圃場整備と

いうことは、今、町長の答弁の中にございましたように、地域を生かしたことを実施していくという

ことでございます。また、現状的に本当に農道の幅員も狭く、あるいは大型機械の使用ができない圃

場でございます。それから、水路に関しましても、用水と排水の兼用となっているということがござ

います。それと老朽化が進んでおって、漏水等によってかなりの水不足が発生している地域もござい

ます。町は１０年ぐらい前ですかね、一度この盛り上がりがあったところですが、ちょうどその時期

が畑総事業がちょうど実施中でございましたので、何しろ畑総関連が終わったところから、また水田

の関係についてはという話もあった経緯もあります。この地域の補助整備事業でございますけれども、

地元の意見というのがまず集約できないかということでございます。今からの同意推進ですけれども、

再度矢護川流域の８０ヘクタールの圃場整備を検討して行っております。地元農家からも強い要望が

ございましたので、県と協議に入っております。その県の協議の内容でございますが、２１年度にお

きましては事業採択の必要な航空写真、あるいは地形図作成、それから権利者の調査でございます。

この権利者でございますけれども、その８０ヘクタールの中には３００数名の、結局は土地の所有者

的にですね、法務局で確認をいろいろさせてもらっておりますが、かなりの地権者の方がおられると

いうことでございます。その計画書に基づいて、それぞれ協議を行う予定でございます。この事業で

もっとも困難となりますのが受益者の同意でございます。先ほど２３名の推進委員の事業をどういう

ふうに持っていくかということでございますが、その同意の賛同をまとめていかなければならないと

いうふうに思っております。 

 それから、本年度中に様々な同意とあわせて、その書類の用件の整理、あるいはその中身次第では
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事業採択申請をしなければならないと思います。その中におきまして、国の予算でございますけれど

も、結局土地改良事業というのは、あくまでも同意が一番大切でございますので、そこら辺を十分受

益者の方々に意見をですね、その状況も含めてですね、説明をさせていただきながら同意推進を強力

に図ってまいらなければならないのかなと思っておるところです。 

 以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） これをもちまして、私の一般質問を終わりたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） これで、本日の一般質問は終わりました。 

 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 本日は、これで散会といたします。 

午後２時５５分 散会 
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議 事 日 程（第３号） 平成２２年６月１５日（火） 午前１０時 開議 

 

日程第１ 一般質問 

 

               午前９時５９分 開議 

○議 長（大田黒英生君） これから、本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は議席に配付のとおりです。 

 

日程第１ 一般質問 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１ 一般質問を行います。 

 ３番議員、吉永弘則君。 

○３番（吉永弘則君） 皆さん、おはようございます。通告に従いまして、３番議員吉永がただいまか

ら一般質問を行いたいと思います。 

 最初に、当大津町における職員の人事についてお伺いいたしたいと思います。例年４月に、または

その年によっては１０月にも人事異動が発令されております。議会事務局長やある程度長期間の在職

を求められる職種もありますが、逆に長期に在職させるべきでない職種もあります。また、その課な

り係に経験年数の長い職員がいることによって能率が上がったり、経験年数の浅い職員ばかりで構成

されていることによって能率が低下することも考えられるのであります。そこで、町長はどのような

基準をもって人事異動にあたっておられるのか。例えばこの職種は３年、あの職種は４年で異動させ

るといったような基準があるかどうか、基本的なことを伺います。 

 また、一定の部署には長くは置かないといった基本的な考え方はあるかと思いますが、町内には数

年以上も同一部署にあって異動しない職員もおりますし、逆に１年、２年と頻繁に異動している職員

も見受けられます。極端に長期在職者、短期在職者についてはどのような考え方に基づいて対処して

おられるのか、伺います。なお、先の定期監査報告では、職員の自主性が重視されるシステムとなっ

ており、職員の意識としては拡大しているが、固定化傾向が心配されると指摘されております。そこ

で、異動には公募制を導入する考え方があるかを伺います。従来は上司などの上級者の判断によって

なされていたと理解します。それはそれで客観的な評価によってなされるので、それなりに機能して

いると解されます。しかし、人間はすべてがオープンではないので、表面に出てこない隠された能力

は評価しがたく、人材が生かされていないとか、適材適所に配置されないため能力が埋まったままに

なっているといったことは否定できないのではないかと考えます。そこで、職員に希望する部署への

異動機会を与える職員庁内公募制の導入について町長はいかがお考えか、伺います。 

 一応これで最初の質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 皆さん、おはようございます。暗いニュースだけがこのところ耳にしており
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ましたけれども、ワールドカップで素晴らしい明るいニュースがやってまいりました。本当に日本、

素晴らしいチームワークで勝利を収めたことに、心よりうれしく思っております。大津町におきまし

ても、今、職員の皆さん一致団結して仕事に取り組んでおるということにつきまして、本当に素晴ら

しい職員で、素晴らしい町民サービスに努めているものと確信をしております。一般質問の吉永議員

の人事関連につきましては、基本的には現業職や保育や幼稚園の職員については、同じ職場の中で長

期的に仕事に携わっていただいているものでもあります。また、一般職員におきましては、課や係等

の仕事については、基本的には３年以内に異動をするというような方向でおりますけれども、その係、

担当の中でどうしてももうしばらくおってもらわなくちゃならないというような仕事の内容につきま

しては、１年２年長くなるというようなことも起こっておりますというか、そういう人事異動はやっ

ております。希望的に職員の希望というのかある程度年に１回取っておりますけれども、その希望の

中で、例えば県や国の方の派遣職員につきましても、そういうような形で希望を取って人事を行って

おるところであります。今回の経済産業省の新エネルギー関係につきましても、職員の方に募集しま

したところが４名近くの職員が手を挙げてまいりましたので、面接をしながら、面接の中で適当であ

るというか、家庭的な事情、いろんな事情を考慮しながら今回派遣をしておるところでもあります。

そういう意味におきまして、基本的な中で職員の業務、あるいはその他については十分人事評価制度

というのを今つくって、つくってというか、今第２次の段階に行っております。人事評価については、

以前から行ってきました勤務評定を大幅に見直し、平成１８年から新たに人事評価制度の確立に向け

て施行を行っているところでありまして、１８年、１９年の２カ年において実施した第１次施行の結

果については、集計、分析したものを徹底的に検証し、見直しや修正を行った上で、現在第２次施行

の段階に移っているところであります。もちろん人事評価については、部長、課長、課長補佐といっ

た段階ごとに評価項目を定め、それぞれの職階に応じた評価を行うこととしていまして、現在施行中

の人事評価の中身ですが、大きく分けて業務内容評価と能力意識姿勢評価の２つに分けて実施してい

るところでもあります。そういう業務内容評価というのは、業績評価というふうに最終的にはつながっ

てきるかと思いますけれども、そのような能力評価をそれぞれの項目におまきして、それぞれ係長あ

るいは課長、管理職に中で、それぞれの項目の中で評価をしながら、人事異動の適正化に努めておる

というような状況でございます。詳しい内容につきましては、また担当部長の方からご説明を申し上

げさせます。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 吉永議員の質問の中で、職員の人事異動の基準についてお答えさせていた

だきます。 

 職員につきましては、原則同一の職場で勤続３年程度を目安に職員が様々な部署で勤務できるよう

にできるだけ異なる分野の業務を経験させるように心がけております。ただし、特に専門的な知識を

要します部署や業務の運営上、特に必要な場合は５年以上を勤続して人事異動となる場合もございま

す。異動に際しまして、職員から現在の職務の満足度、適性、仕事量、難易度、職場での人間関係な

どの自己分析や健康状態、家族状況、異動や派遣、研修に対する希望などを記入した職員自己申告書
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を例年１２月に提出していただいております。職員の勤務課等の在職年数や経験箇所等を含め、職員

の意向等を参考に適性や希望を総合的に判断するとともに、先ほど言いました人材育成基本方針に基

づく人事評価の評価結果を参考にしながら人事異動を行わせていただいております。 

 次に、異動の公募制の件でございますけれども、職員の能力、適性、意向等を最大限に生かしまし

て職務に反映するために、特に緊急性の高い重要な施策推進のためのプロジェクトや専門性の高い職

務などといった職務を公募するなどのシステムを導入しているところもありますが、現時点ではその

ような制度を町には導入しておりません。しかし、先ほど経済産業省のお話も町長がしましたように、

その際には年齢、職種で職員に募集を掛けまして選考を行った次第でございます。 

 また、熊本県や菊池広域連合へ派遣する職員など、職員の自己申告書の活用と派遣等を希望する職

員を対象とした面接を実施し、派遣を決定させていただいております。職員の意欲、やる気を引き出

すとともに、職員の資質や能力の向上に努めているところでございます。 

○議 長（大田黒英生君） 吉永弘則君。 

○３番（吉永弘則君） ただいま町長並びに総務部長の方からご説明がありましたけれども、いずれに

してもですね、私がこの職員の人事についてということでお尋ねしたのは、やはりそれぞれの職員が

ですね、その持ち場持ち場で最大限で発揮できるような形の中で、町の行政運営が的確にですね、やっ

ていけるような形づくりが一番いいと思います。特に同じ、特に大事な部署ですね、大事な部署に３

年も５年も６年もといるとですね、どうしてもやはり町民から見て、何か変な目で見られがちなこと

がありますので、先ほど言われましたように目安を３年ということで、当然専門的な部署なり専門的

な職員はですね、それは当然長くおるのが当たり前かと思いますけれども、そういった今答弁された

ような形の中で、今後も人事異動に当たっていただくならと考えております。ありがとうございます。 

 それでは、２番目に移りたいと思います。行政区嘱託員、いわゆる区長さんの役割についてという

ことでご質問いたしたいと思います。現在、当大津町では６２名の区長により地域の行政サービスが

行われております。本年４月の第１回行政区嘱託員会議の内容を見てみましても、総務部総務課の案

件を筆頭に、総務部で３課、企画部で１課、福祉部２、経済部２、土木部４、教育部４、議会事務局

と、それぞれの部署で７４ページにわたり議題案件が提案され、行政支援を要請されております。ま

た、町の行政だけでは行き届かないきめ細かなところまで区長を先頭にそれぞれの地域でいろいろな

分担が行われております。ただ、地域によって活動内容は若干異なるかと思います。市街地では市街

地なりの悩みがあり、会議を開いても少人数しか参集できず、思った意見が伝わらないこともあると

いうこともお聞きします。特に町が開催する行事では、人数集めに苦労される等の話も耳にします。

農村部でも年２回から３回の全体奉仕労働、いわゆる公役が行われておりますが、高齢者世帯が多く、

思った作業も以前と比べて低下しております。町の景観には地域の皆さんの公役は今後も絶対必要か

と思われます。また、町の行政サービス面では、いろいろな文書、物品類を地域民に連絡徹底しなけ

ればなりません。また、最終確認まで必要です。いろいろな面で大きな責任が区長さんには求められ

ております。地方公務員法第３条では、区長は町の特別職員として位置づけられております。当町で

は６２名に対して定額で１千２５０万円、戸数割で１千４２０万円、合計２千６７０万円の予算計上
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がなされておりますが、これでいいのかを考えます。当然、近隣市町村との比較も必要がと思います。

地域によっては、区長になり手がないとか、区長は順番制とかいった言葉を耳にします。町職員以上

の地域の中でのリーダーでございます。この区長に対しての費用対効果を見て、町として再度検討を

してみる考え方があるのかどうか、町長の意見を伺いたいと思います。 

 以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 行政区嘱託員の役割関連等のご質問につきまして、町は住民の自治組織の機

能強化や地域づくり活動を促進するために、各行政区に嘱託員を配置し、町と住民が一体となって効

率的な行政運営を目指しています。そしてその行政の各種施策を推進するためには、嘱託員や町民の

皆さんの協力、支援があってこそ適切な行政運営が進められるものです。この嘱託員制度のシステム

は、長い歴史の中で築き上げられ、町に対して町民の皆さんのご意見、ご要望などの集約、町から町

民の皆さんへの情報伝達報告などをお願いし、町と地域、そして住民を結ぶ重要なパイプ役として行

政運営の大きな役割を担っていただいているところです。嘱託員の皆さんは、地域では区長というも

う一つの重要な役職を持っておられ、区全体の様々な密着した行事、相談、農業や福祉、スポーツ、

文化、芸能伝統の継承など、いろんな面で活躍していただいております点にも、深く感謝を申し上げ

ます。今後も、円滑な地域づくり、まちづくりにご協力・ご支援をお願いしていきたいと思っており

ます。多例な業務にお願いしており、費用対効果の面や行政区の見直しなども含めて検討していかな

ければならないと考えておりますが、業務内容や近隣市町村の状況などについては、担当部長よりご

説明をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 総務部長德永保則君。 

○総務部長（德永保則君） 吉永議員さんの行政区嘱託員の件について答弁させていただきます。 

 行政区嘱託員の設置等については、地方公務員法の規定に基づきまして、町の条例で定めておりま

す。目的としては、町民の福祉増進、それに町政の円滑なる運営を図るため、行政嘱託員を置くもの

となっております。言われるとおり、特別職の非常勤の職員でございます。現在、大津町には６２名

の嘱託員さんが活躍・活動をされております。委嘱につきましては、各地域内の町民の方が推薦した

方の中から町長が委嘱をして、任期は２年となっております。職務といたしましては、町政の推進、

それに町から通知されます文書等の配付、区域内居住者の掌握及び転出転入等の補助、それに風水害、

その他の災害情報の提供及び応急対策、その他町長が必要と認める事項などとなっております。言わ

れました嘱託員の報酬及び費用弁償についての件でございますけれども、大津町嘱託員の報酬及び費

用弁償に関する条例で規定させていただいております。報酬額につきましては、年額、世帯数による

定額の部分と１世帯戸数に１千３００円を乗じた額の合計額で支払わせていただいております。行政

区では世帯数に違いがありますが、２１年度については１人当たり平均４１万３千円程度になってお

ります。 

 菊池郡市管内の状況でございますけれども、報酬等については同様に定数と戸数割になっておりま

す。年間の上限の報酬額については、各市町の議会議員の月額報酬の１カ月分となっております。 
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 費用対効果についての件でございますけれども、嘱託員さんについては安全・安心なまちづくりを

進める上で、その地域のことを一番知っている役割を担う地域のリーダーでもあります。町民の皆さ

んのまとめ役でもありますし、住民自治、地域自治の発展のためには貢献されているものと多大な感

謝を申しているところでございます。金額についての比較検討という形には至りませんけれども、地

域住民の福祉向上に対しては大変嘱託員さんにはお世話になっているということを感謝申し上げたい

と思います。 

 以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 吉永弘則君。 

○３番（吉永弘則君） いずれにしましてもですね、区長さんの役割というのは本当に大きなものがあ

るかと思います。やはり、今は町としてもですね、地区担当職員というのを設けておりますけれども、

やはり地区担当職員ではなかなかできないきめ細かなところは、やはり区長さんでなければできない

ということを痛感しております。いずれにしても、この区長さんに対して、今後、今言われるように

ですね、いろんな面で検討してみていただいて、そしてやはり素晴らしい大津町づくりに参加してい

ただくような方向で検討していただくならと思っております。 

 一応、２問目の件についても終わりたいと思います。 

 最後に、口蹄疫問題についてということで出しております。ただこの問題についてはですね、昨日

２名の同僚議員から質問がありましたので、内容的には大体同じようなことでありますので取りやめ

ようかなと思いましたけれども、昨日帰ったらですね、国会の代表質問で各党からやはりこの口蹄疫

の問題をそれぞれの視線で質問がなされておりましたので、私もやはりこれは大事な案件だからと思っ

て質問したいと思いますが、昨日、日本農業新聞を帰って見てみましたらですね、口蹄疫対策として

「国が全額負担へ」という大きな文字で出しておりました。ただ内容を見てみますとですね、あくま

でも殺処分した畜種については、全額国が支援する旨のことを菅総理大臣が宮崎で述べられていると

いうことを出されております。当然といえば当然の話でございますが、その他の案件についてのこと

が、私としては心配でなりません。特に感染していない県でもですね、昨日質問が同僚議員からあり

ましたように、今市場が閉鎖されております。全く収入がないどころか、飼育代、飼料代が嵩む一方

になっております。そういうことでですね、我々としてもですね、この口蹄疫対策に対する補償を求

める意見書を提出するならということで、今、検討はしておりますけれども、当然町としてもですね、

県内の市町村長が一体となって国への支援要請を強く要請していただいて、農家の不安解消に努めて

いただくならなと思いますので、その点をぜひよろしくお願いしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 口蹄疫の問題につきましては、昨日同僚議員のお二人の方からご質問ありま

したように、今回吉永議員の一般質問につきましていろいろと我々も昨日の中でいろいろ検討してお

るというような話をしておりますけれども、具体的に昨日もＪＡあるいは畜産組合の関係の方々とご

相談をして、今、何が一番課題であるかというようなお話し合いをしたところでもあります。もちろ

ん、繁殖農家の方々、おっしゃるように５月、６月と畜産の取り引きが行われておらないので収入が
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入らず、えさ代だけが負担をしなければならないというような状況でございますし、それにつきまし

て県の方も６月補正予算を提案されておるというような話でございますけれども、やっぱりその中で

どのような地元の繁殖農家、あるいは肥育農家の方々の課題があるかというのを今後しっかりと検討

をしていかなくちゃならないというふうに思っております。繁殖関連で生まれた子どもたちは市場に

出されない、養う場所が狭くなって牛もストレスをためながら肥育関係、生育に問題を来すというよ

うな問題もいろいろございますし、あるいは肥育農家についてもしかりでございますけれども、いろ

んな課題事項が今あっておるし、県の方でも９万どしこか補助金を出しよった制度がございますけれ

ども、そのような制度もしっかりと県の方に申し上げながら、畜産対策についての対応をしっかりと

やっていなくちゃならないんじゃないかなというような思いをしております。そのような対策内容に

つきましては、また担当部長の方からご説明をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 内容についてご説明いたします。 

 町長が答弁されたように、口蹄疫対策をどのようにしていくかを決めるには、畜産農家や畜産団体

の声を聞くことが大事であるということから、昨日も意見交換を開催して、今後の対策を協議してお

ります。その中で、畜産農家が現在一番困っていることは何なのかをお尋ねしておりますが、まず出

た意見は、繁殖農家が適齢期に市場に出せないためえさ代が嵩むこと、１頭当たり粗飼料、農耕飼料

を合わせて平均１万３千円が毎月かかっているため負担が大きい。次に、出荷ができないため収入が

入ってこないこと。それから、子牛は次々に生まれてくる、その入れる施設はなく、狭い場所で密飼

いといいますか、飼育しなければならないため、ストレスで生育が悪くなること、さらに市場が再開

された場合も肥育農家が好む適期を過ぎているため、元牛としての価値が落ち、その結果競りで値が

下がることなどが予想されますとの意見が聞かれました。加えて、畜産団体も収入が入らず、経営に

影響が少なからず出始めていることでした。それらを踏まえてどのような対策が有効かについても意

見交換を行ったところです。その中で、えさ代などについては国・県の補償額がどのようになるかを

見極めながら町も対応を考えてもらいたいという要望がありました。国が実施している肉用子牛生産

者補給制度について、現在市場平均価格が基準価格より下がったときに補給金が給付されております

が、この平均価格は全国平均で算出されているため、今回の口蹄疫の影響を考慮して全国平均ではな

く九州平均価格に見直してほしいという旨の陳情をしているとのことでした。その陳情について、町

からも強く要望してほしいとのことでした。併せて、雌牛については市場に出さずに自家保留とし、

家畜導入事業で認定を受けることで９万２千円の補助金が受けられる制度がありますが、譲渡用件な

どの制約があるため、その用件緩和についても要望していただきたいとのことでした。また、県・町

が行う生活資金のための無利子融資制度については、申請があった場合に迅速な対応で貸付実行を行

い、申込者を支援してほしいとの要望がありました。これらの意見を採り入れながら集約し、国・県

の取り組み、家畜市場の価格動向を見ながら、今後も畜産農家、団体意見をいただき、農家負担の軽

減につながる対策を検討してまいりたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 吉永弘則君。 
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○３番（吉永弘則君） ありがとうございます。今、西本部長の方から言われたような農家の意見、団

体の意見、これをですね、本当に真摯に受け取って、やはり町としての要望といいますか、陳情とい

いますか、そういったやつに強く臨んで、あたっていただくならと思っております。いずれにしても、

本当に畜産農家、これは牛・豚・酪農もそれぞれの畜産農家ですね、本当に今困っております。我々

がやはりここは何らかの形で手助けしていくのは、もう当たり前のことかと思いますので、町上げて

この問題に対して頑張っていくならと考えていますので、今後ともよろしくお願いします。 

 以上で質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） しばらく休憩いたします。１０時４５分より開会いたします。 

午前１０時３１分 休憩 

                    △ 

午前１０時４５分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 ９番議員、坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） 小惑星探査機「はやぶさ」の帰還に、今、日本中が熱狂しております。日本宇

宙航空研究開発機構に寄せられたメッセージには、君に出会えたことで人生が変わった。例えカプセ

ルに何も入っていなかったとしても、戻ってきたというだけで金メダル１００個分の喜びを感じると

いったものが多いそうでございます。国民に夢と希望を与えました。久しぶりのうれしいニュースで

あります。日本に誇りを感じる出来事であります。このはやぶさが日本人に一体感をもたらし、再び

世界に羽ばたく契機になるかもしれません。私はそういうふうに感じております。 

 さて、ただいまから一般質問をいたします。 

 第１問、新岩坂南線について、県道沿いの鳥子川の西から西原村へ上る道路があります。これを谷

梅ヶ口線と申します。その途中から西に向かい、山沿いに岩坂の南側を走る道路は、町道裏田線であ

ります。全長１.２キロ、幅員７.５メートル、残念ながら大津空調の前でとぎれております。本来な

ら、ここからさらに西に向かい７５０メートル延びて中島交差点につながる構想であります。昨年、

その一部である区間２５０メートル、切畑坂線から中島交差点までの地元説明会がありました。しか

し、その後の進展がありませんが、いつ着工するのか、お聞きするものであります。さらに、残り５

００メートルはいつ着工されるか、これが５００メートルが完成してしまうと、これはバイパスとし

て中島交差点から西原へ向かうそのバイパスが完成するわけであります。 

 １回目の質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 坂本議員の新岩坂南線についてのご質問でございますけれども、議員おっしゃ

るように、あの線ができれば鳥子団地、そしてまた西側には空港をはじめ大津町の南部工業団地とい

うような通勤、あるいは岩坂台地の地域開発につながる大きな道路というふうに自覚をしておるとこ

ろであります。この道路につきましては、計画をしながら地元説明をやらせていただいておりまして、

今現在につきましては、県あるいは県警の方との交差点協議をやっておると聞いております。その後、
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用地交渉とか、いろんな形に入っていくんじゃないかなと思いますけれども、その辺の用地交渉とか、

いろんな形について、担当部長の方からご説明をさせます。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長併任工業用水道課長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） 坂本議員の質問にお答えいたします。 

 町長の説明にもありましたように、この道路につきましては西原村及び空港へのアクセス道路とし

て、また県道瀬田熊本線のバイパス的な役割を果たす路線として検討された路線でありまして、既に

町道裏田線の部分につきましては道路改良事業が行われ、平成１７年度に完成しております。ただ途

中の町道山西線までの改良ですので、岩坂集落内をとおる山西線を通って山西方面や空港方面への交

通量も多くなっておりますし、またその手前の町道切畑坂線も岩坂台地を通る南部農免農道への近道

として、通勤者などの交通量も年々多くなっております。そこで、中島交差点から町道切畑坂線まで

の延長２５０メートルについて、平成２０年度から事業に取り組み、２０年度は道路勾配や線形の概

略設計を行い、その後実施設計に取りかかっております。２１年度につきましては、県道との交差点

改良について県と事前協議を行った後、地元説明会を実施したところです。しかし、この中島交差点

につきましては、町の方としては信号機による制御を予定しておりまして、県道管理者の熊本県及び

交通管理者の熊本県警と最終協議が必要でありますので、本年度その協議を行いたいと考えておりま

す。その後、協議が問題なく終わりますと、最終的な用地買収の面積も確定しますので、用地買収及

び建物移転補償に取り組むことが可能になると考えております。建物の移転補償の交渉がまとまり移

転が完了し、用地の登記が済めば、工事に着手できると考えております。 

 以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） 今ですね、道筋というような説明がありましたが、私が聞いたのはいつ着工す

るのかということですから、これを本年度が２２年度、２２年度で熊本県と、それから熊本県警と協

議しているということですから、この計画でいきますならば、当然２３年度からということになると

思いますが、その説明がまだなされておりません。 

 それから、残り５００メートルはいつ設計、着工するつもりかという、これがまだ答弁があってお

りません。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） お答えいたします。一応、県警との協議がスムーズにいきますと、建物等

の鑑定等が必要になりますので、その費用につきまして、できれば２３年度に計上させていただくな

らばということで考えております。 

 あと、その関係につきましては住宅もありますので、移転補償という形になりますと、約２年ほど

かかるのかなということで考えております。工事につきましては、その後になると思っております。

残りの５００メートルにつきましては、いろいろ排水問題とか、今説明しました２５０メートルの道

路の関係とか、そのあたりの関係がありますので、その工事がある程度目途がたった後に検討してい

きたいということで思っております。 
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○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） ただいま、宅地がかかるからその補償の見積もりとか、そういうのが必要だと

おっしゃったけれども、確かこれは宅地がかかるのは１軒しかかからないと思いますけれども、それ

を１年もかかってやるというのはおかしいわけで、残念ながらこれ逃げていますね。２２年度でその

県警と協議をやる。そしたら、あとは家１軒の協議と、それからその通過する部分の土地の交渉です

から、当然これは２３年度に入るべきだと私は考えますが、それを２、３年かかるような答弁だと、

違う理由があるんですねと。ほかのを先にやるのか、ほかの道路を先にやるのか、あるいはそのため

に財源がないのか、これは優先の順位でありますけれども、これですね、この幅員が裏田線ですね、

裏田線の山沿いのこの幅員７.５メートルの大きな道路ができて、できていたとき、ちょうど私が議員

になり立てのころですから、９年ぐらい前ですか、９年ぐらい前に工事の状況を見に行ったことがあ

ります。だから、それから１０年近く経ってもまだ進まないということであります。一体これはどう

いうことでしょうか。当時工事を途中まで終わらせといて、あとは止めとくと、そしてほかのからす

ると。少しおかしいんじゃないですか。もっとまともな答えが返ってくると思っていたけど、なって

ないですよ。もう１回答弁求めます。 

○議 長（大田黒英生君） 土木部長中山誠也君。 

○土木部長（中山誠也君） お答えいたします。町道の裏田線につきましては、一応工事としては完了

しておりますので、今回の分につきましては、それの延伸という形で町の方は考えておりますので、

新規事業という形の取り組みをしております。 

 それから、はっきり時期がわからないということですけれども、移転の補償、住宅がありますので、

住宅がすぐにスムーズに鑑定を取りまして、すぐに了解をいただければいいんですが、その関係につ

きましては、住宅につきましてはいろいろ交渉の関係で長引いたりすることもありますし、当然移転

という形になりますと違うところに移ってもらうという形になりますので、簡単に移転が、建物がで

きるかどうかははっきりしませんので、そのあたりの見極めをできれば２３年度鑑定をしながら方向

性を出していきたいということで考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） これで３回目になりますから質問できませんけれども、また次もやりますから。 

 さて、次、第２問に入ります。思い出の校歌集ＣＤについて、平成２０年３月議会で私は廃校になっ

た学校の校歌をＣＤに残すべきだと一般質問しました。そのとき宮崎教育長は、提言誠にありがたい、

校歌は町民の皆さんや卒業生には懐かしく、楽しい思い出として記憶されている。ぜひＣＤをつくる

方向で検討すると答弁されましたが、あれから２年経ちました。どうなっているんでしょうか。それ

から、完成したら、希望する町民に販売するつもりはおありか、お聞きいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子君） 坂本議員が出されました思い出の校歌をＣＤにというご質問についてお答え

いたします。平成２０年３月議会においてご提案いただきました校歌の復元につきましては、校歌復

元事業として昭和３１年の町村合併以降に廃校となったところを対象とし、平成２０年度に調査をは
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じめ、平成２１年度に確認のできた８校の校歌を復元し、録音することができました。復元に際しま

しては、歌詞及び楽譜を入手し、大津町在住の福井ゆうこさんにレコーディングをお願いいたしまし

た。事前に廃校跡を見て回られ、曲調や雰囲気を検証されての収録でした。また、楽譜のないところ

は卒業生の方々に歌っていただいたものを録音し、それを福井さんが聞かれて譜面作成をされました。

現在、８校分がこのようにＣＤに収めてできております。 

 今後の活用につきましては、あと瀬田小学校１校がまだ残っておりますので、こちらを復元した後、

まとめてＣＤに収めて、町主催の行事等で流したり、「広報おおづ」で紹介したりしたいと考えており

ます。そして、町民の皆様から希望があれば、実費販売も考えてまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） ２年間はかかりましたが、あと一息というところでございましょうか。そうい

うふうに前向きにですね、やっていただけるところは、非常にいいところでございます。しかし、復

元する過程においてですね、最初心配したのは、その誰がピアノを弾いて、そして誰が歌うか。それ

から、レコーディングはどうするのかということを非常に心配していたわけなんですが、これはやっ

ぱり業者に頼むのかなと。業者に頼んだらいくらぐらいかかるんだろうかとか、いうふうなことをやっ

ておりましたけれども、幸いにしてその福井さんという方がいらして、音楽に精通していらっしゃる

方がいらして、この方が楽譜がないものについては歌ってもらって音を取って復元したとか、こうい

う話を聞いております。だから、その非常にその福井さんにはお世話になったわけでございますが、

今ですね、今後これを広報に載せたり、それから実費販売もしたいというふうなことであります。私

がその校歌にこだわったのは、校歌というのはですね、やはりその人の心のふるさとでありますし、

私がその大津小学校が分離して東と西に分かれた、今の大津小学校と室小学校ですけれども、このと

き両方から大津小学校、室小学校とも、両方から校歌の奪い合いをした経験がございます。どちらが

この校歌を継承するかということで。そのとき、すったもんだしたあげく、とどのつまりは両方で歌

おうということで、今も大津小学校と室小学校は最後の部分が違うだけで同じ校歌を歌っております。

それから、大津小学校は昔からですね、運動会の歌というのがございまして、運動会のときだけ歌う

という歌があるんですね。これも前から継承して、今年の小学校の、大津小学校の運動会でもこの運

動会の歌を歌っております。この歌を歌いますと、これは１００年ぐらい続いている歌なもんですか

ら、県内にも何校しかないと思いますね、運動会の歌が残っているというのは。それで、昔の卒業生、

それから今のじいちゃん、ばあちゃんと、それから孫、本当はひいじいちゃん、ひいばあちゃんと思

いますけど、それと孫が同じ歌を歌うことによって一体感ができると、一体感ができますと、そこで

一つの輪ができますし、そこからまた新しいものが生まれると。私は先ほどですね、「はやぶさ」の話

をしたんですけど、このはやぶさというのが国民に誇りを呼び起こして、そしてそれを中心に一体感

になって一つの方向に進むことができる、ばらばらなものが一つになることができると、その大きさ

を述べたつもりでございます。だから、校歌というのにはですね、その地域の一体感になれる何かを

含んでいるわけですね。だから私たちが国歌を歌うときも、君が代を歌うことによって日本について
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の一体感を感じる、そういうことではないでしょうか。これは旗についても言えると思います。そう

いったことで、その地域地域のですね、今はなくなったもしれないけれども、錦野、岩坂、それから

矢護川、真城、平川あたりのですね、方々の一体感につながるんじゃないかと私は思っております。

その地域の一体感が大きくなって、町の一体感、そして国の一体感と、こういうふうになってくるん

じゃないかと、そういう意味で私は単なる校歌を残せとか、そういったことではなく、もう少し広く

捉えてこれを述べてきたところでございます。 

 さて、あと瀬田小学校の分が残っているということでしたが、大体これいつごろになりますですか。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子君） 担当に聞きましたところ、もうすぐにでもできる段階になっているというこ

とでございますので、本年度中には必ず全校分そろったＣＤを完成することができると思っておりま

す。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） それでは、楽しみに待っていたいと思います。 

 さて、第３問目に入ります。運動公園のベニカナメについてであります。スポーツの森運動公園の

周囲には、樹木が植えられております。公園の周囲というよりも、ウォーキングコースに沿ってと言っ

た方がより正確だと思います。私もときどきこのウォーキングコースを利用いたしますが、１周が約

１千１００メートル、万歩計を付けて歩くわけですが、多くの町民が利用されております。歩くとき

の楽しみは、移り変わる周りの風景であります。東を向いて歩くときは阿蘇山を眺め、それからコー

ナーを回って次の鞍岳を眺め、そしてまた西へ向かうときは金峰山が見えるわけであります。その中

で、春になりますとこのコースの北側に行きますと、俗にアカメと申します、つまりベニカナメが色

鮮やかに目を楽しませてくれます。ところが、今年はそれが枯れているわけでございます。一体何が

あったんでしょうか。あるいは、今後どうされるのか、お聞きいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 運動公園のベニカナメの件についてでございますけれども、おっしゃるよう

に北側は大津小学校にありました珊瑚樹を植えておりまして、あれは病気にも強い樹木でございます

けれども、ベニカナメは１０年前に大変美しい色をして素晴らしい景観を保てるということで植えさ

せていただいております。しかし、伝染病にかかりまして、ここ１、２年、病気が入りまして一部枯

れておるというようなことで、住民の皆さんからの指摘もございまして、樹木の先生や関係の皆さん

に調査をしていただきましたところ、芽が少し出ておればまた復帰できるかもしれないというような

話だったんですけれども、そうでないと全部枯れてしまうというようなお話でありましたので、管理

上の面については問題ないというようなことでございますけれども、今言ったような状況でございま

すので、もう枯れてしまうならば、即撤去しなさいというような指示をしておりますけれども、その

ような後の景観とかいろんな状況がございますので、その辺については管理しておる担当部長の方か

らご説明をさせていただきたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 教育部長松永髙春君。 
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○教育部長（松永髙春君） ベニカナメについてお答えいたします。平成１２年、熊本未来国体が終了

した翌年に運動公園北側駐車場の生け垣として、当時流行っておりましたベニカナメを植栽し、約１

０年が経過しております。ご指摘のとおり２年ほど前からベニカナメの一部が枯れてきているという

ことで、樹木医や造園業者、県農業林業研究指導者などの専門の方にお尋ねし、いろいろ調査を行っ

てきましたけれども、調査の結果、病名はごま色斑点病であることが判明しております。このごま色

斑点病でございますけれども、最近運動公園だけじゃなくですね、一般の家庭に植えられているベニ

カナメも非常にやられておりまして、これは一度かかりますとなかなか治りにくい、先ほど町長が申

しましたウイルス性の伝染する病気でございます。一度病気にかかりますと、毎年発生か繰り返され

ると。そして、最後は枯れてしまうということでございます。最近研究によっていろいろ品種改良が

なされたという話を聞いておりますけれども、なかなか管理が大変であるということで、公共施設な

どではあまり使用されなくなってきているようでございます。今後につきましては、町内外からたく

さんの方々が運動公園においでになりますので、気持ちよくお迎えできるよう、これまで以上に施設

の管理に努めてまいりたいと考えております。枯れたベニカナメにつきましては、早急に撤去いたし

まて、ベニカナメ以外の植栽やそういったことを十分検討して、予算計上等が必要になれば予算計上

をお願いしてですね、やっていきたいというふうに考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） 私は今、その町長と教育委員長、つまり教育委員会の答弁を求めたわけですが、

今のは教育委員会の答弁と考えていいんですか。このベニカナメなんですが、私も非常に好きでして、

非常に色鮮やかでですね、自分のところの生け垣に植えようと去年だったですか、したことがあるん

ですが、植木屋さんがそれは病気が多いからお止めなさいということでほかのを植えた経緯がござい

ます。これ調べてみますとですね、あそこにあるのはもともとのベニカナメじゃなくレッドロビンと

いうやつですかね、これは正確にいいますと。これは似ているけれども西洋種のベニカナメの品種で、

ニュージーランドで選別された個体であるというふうなことでございます。これが元々その病気に強

いというふうなことで入ったらしいんですが、やはりいかんせんバイパス沿いも、それから大津町の

至る所で同じようにこの病気が入りましてですね、ごま色斑点病にかかっておりますね。昨日、あそ

この合志市のヴィーブルのところに同じこのレッドロビンが植わっているんですが、そこは何ともな

かったですね。だから、やはりこれは伝染性のものだから、やはり今の口蹄疫じゃないけれども、や

はりこういうのが発生したらすぐに対策を打たなきゃならんようなやはり樹木の病気なんじゃないか

と思います。私、そのインターネットでですね、ちょっと調べまして、このごま色斑点病のですね、

その対策としてですね、被害の葉を摘み取ったり、落ち葉を集めて処分すると。それから複数種類の

薬剤を用意し、予防剤と試料剤を交互に散布し、木が弱っているときの剪定は、逆に枯れさせる原因

になるとか、非常に難しいなというふうなことを感じました。今、その部長の方からですね、今後新

しいそのベニカナメ以外のものを植えるということだったんですが、当然そういうことになるという

か、やはりこの病気を防ぐのは難しいから、それが適当だと思いますけれども、ぜひ予算措置して植

えていただきたいと思いますが、その新しい樹木を選択するとき、どういう方法で選択されますか。
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例えば教育委員会だけで決めるとか、それから専門の業者の方にもちろん相談しますでしょうけども、

ある程度ですね、やはりその運動公園を使っている人たちあたりも投げかけると、一人じゃなくみん

なが一体となってやれるような、そうしますと自分の意見が反映されてできてきた樹木であると、そ

の人も非常に大切にしますから、みんなで、こういうのはみんなで考えていくと非常におもしろい結

果が出るんじゃないかなと思うんですが、いかがなものでしょうか。 

○議 長（大田黒英生君） 教育部長松永髙春君。 

○教育部長（松永髙春君） そのようなことで考えていきたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 坂本典光君。 

○９番（坂本典光君） 終わります。 

○議 長（大田黒英生君） ５番議員、鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 皆さん、こんにちは。５番議員鈴木ムツヨが通告順に従いまして一般質問

を行います。ちょっと時間が長くなりますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

 １問目、教育を問う 

２問目、第３セクターの適正化について 

３問目、指定管理者制度導入後の管理運営について 

４問目、大津道の駅株式会社熊本文化の森について、を町長、教育長にお尋ねいたします。 

 まずは１問目、教育を問う。職と農業について学ぶ、食農教育の取り組みについて。２、個人が購

入する副教材は１年終了時に使われずに残っているページか多くあるとのことです。対策をお伺いし

ます。新学習指導要領は本年度から一部実施となり、小学校では平成２３年度から、中学校では２４

年度から全面実施となります。今回の改定の精神は、教育基本法の改正で明確になった教育の理念を

踏まえ、指導内容を見直したものです。公共の精神、社会の形成、伝統と文化の尊重、それらを育ん

できた我が国と郷土を愛することなどが教育の目標に新たに追加されました。昭和５０年代の改定以

来減り続けてきた授業時間はおおよそ３０年ぶりに増える中で、総合的な学習時間が減らされました。

山下ひろのぶ京都教育大学教授によると、今、求められている学力の育成のため、ヨーロッパなどで

は総合的な学習を一層重視する流れにある。しかもその重視の方向は、解決が求められている現実社

会の問題を取り上げる点にある。日本の場合も、時間数は削減されましたが、総合的な学習が重要で

あることに変わりはないとあります。また、教育基本法の５条で、食育は父母、その他の保護者にあっ

ては、家庭が食育において重要な役割を有していることを認識するとともに、子どもの教育、保育等

を行うものにあっては、教育、保育等における食育の重要性を十分自覚し、積極的に子どもの食育の

推進に関する活動に取り組むこととなるよう行わなければならないとあります。第６条で、食育は広

く国民が家庭・学校・保育所・地域、その他のあらゆる機会とあらゆる場所を利用して食料の生産か

ら消費等に至るまでの食に関する様々な体験活動を行うとともに、自ら食育の推進のための活動を実

践することにより、食に関する理解を深めることを旨として行わなければならないとなっています。

大津町振興総合計画の中で、食育の推進として、乳幼児期から思春期まで、発達段階に応じた食に関

する学習の機会や情報提供を進めるとともに、食事づくりの体験・活動など、子ども参加型の取り組
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みを進めます。地産地消、食育を進めていくため、関係機関における栄養士等からなる食育推進連絡

会（仮称）を設置し、町として統一した食育プログラムを作成し、食生活改善推進協議会や農協等と

協議し実践しますとうたわれています。食育は、生きる上での基本です。また、農業体験を通し社会

性であるとか、人間性を育んでいく、さらには勤労を尊ぶ心であるとか、また携わっている人々への

感謝の心等を育むために大変重要と思います。食農教育の意義をどう捉え推進されようとしているの

か、お伺いいたします。 

 次に、学年費として子どもたちが学校に払うお金が年間で小学校は各学年約１万円から１万４千円、

中学校は約２万円から２万５千円です。子どもの貧困問題が言われています。子どもの７人に１人が

貧困であると言われています。大津町の児童生徒数２千９４０人のうち単純に計算すると４２０人は

貧困です。就学援助を受けている子どもは約２００人です。２２０人は、就学援助を受けていないと

考えられています。ＯＥＣＤ諸国の子どもの貧困率を見ると、アメリカのように約２割の国もあれば、

北欧諸国のように２％台、３％台の国もあります。そして日本はＯＥＣＤ平均を上回り第１位のアメ

リカに次いで高水準の国であります。ＯＥＣＤは、日本政府に対し貧困が将来世代に引き継がれるこ

とを防ぐために、低所得世帯の子どもの質の高い教育への十分なアクセスを確保することが不可欠で

あると警告しています。学年費の中には、入学時の諸々の費用、ＰＴＡ会費、給食費、部活費、修学

旅行費、中学校の集団宿泊費は含まれていません。しかし、その中にテスト代が含まれています。義

務教育の中で、テスト代を個人が払うのはいかがなものでしょうか。お尋ねいたします。 

 また、ワークブックやドリル、スキル等が１年間終わって残っているページがある、このことにつ

いてはどう思われているでしょうか。 

 １回目の質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子君） 鈴木議員の教育を問うについてのご質問についてお答えいたします。 

 食を巡る現状として、肥満や生活習慣病の増加、栄養バランスの偏った食事や不規則な食事の増加、

食の安全上の問題の発生、食を大切にする心の欠如などがあり、平成１７年７月１７日に、その食を

巡る現状に対処し、食育を国民運動として推進するために、先ほど議員がおふれになりました食育基

本法が施行されました。その中での食育とは、生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基

礎となるべきものとして重要視しています。食に対する問題は、本来家庭で担うことが基本であり、

家庭を中心としつつも学校、地域社会が積極的に支援することが必要です。そのことを受けて、各学

校においては食に関する指導、全体計画を立て、全職員の共通理解を図り、教育課程に位置づけて計

画的、組織的に取り組むようにしております。給食の時間を中心に各教科との関連指導をしたり、道

徳教育、学級活動、総合的な学習の時間を通して、食事の重要性、心身の健康、食品を選択する能力、

感謝の心、社会性、食文化の６つの内容について取り組み、望ましい食習慣の形成を目指しています。

先ほど述べました食育基本法の基本理念の中に、食に関する体験活動と食育推進活動の実践がうたわ

れています。この体験活動においても、各学校それぞれに工夫して実践を行ってまいります。具体的

には、田植え、稲刈り等の稲作、唐芋づくり、ピーマンやキャベツ等の野菜づくり、こういったもの
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を実施し、体験活動を通して食への関心と命をいただくという感謝の心を育成するようにしています。

その活動については、主に総合的な学習の時間を中心に使ってやっております。改定学習指導要領、

この完全実施が小学校では来年、平成２３年度から、中学校では２４年度からになります。総合的な

学習の時間が現行よりも約週１時間程度少なくなります。しかし、改定学習指導要領の中に学校にお

ける食育推進並びに体力向上に関する指導に努めることとされており、加えて中学校の技術家庭科に

おいて生物の栽培や飼育ができるように指導することと明記されており、食農教育が重要となり、そ

の位置づけがなされております。これを受けまして、各学校においては各教科等と関連づけて実施す

るなどの工夫をしながら、食と農業を結びつけた体験学習を今後も実施し、充実するように教育委員

会としましても指導助言をしてまいりたいと考えております。 

 また、昨年度から本町に栄養教諭を１名配置してもらい、食育の推進のため、各学校に出向いて指

導を行ってもらっています。そこで、大津町教育基本構想の中にも体育、健康教育の充実を図るため

に、栄養教諭を活用した食育の推進を入れ、その実践を図るように各学校に指導しているところでご

ざいます。また、家庭教育においても基本的生活習慣の形成・確立のため、「早寝・早起き・朝ご飯運

動」の推進を掲げ、学校やＰＴＡと連携した取り組みをしているところでございます。また、町の給

食センターにおいても、残渣調査結果を各学校に提示し、実態を知ってもらい、食べ物を粗末にしな

いことなどの指導に役立ててもらうようにしております。私自身の食育に対する見解につきましては、

これまで述べましたように食育基本法や学習指導要領で取り上げられている食育のねらいや重要性は

全くそのとおりであると認識しています。食育は、まさに文字通り、食を通して人を育てる教育であ

ります。また、食という漢字を分解すれば、人を良くするとなります。食を通して健康や体力づくり

ができるだけでなく、食することによって心が安定し、脳も活性化することを考えれば、確かに人を

良くすることにつながると納得できます。食を通したコミュニケーション、食を通した命の大切さや

感謝の心の育成、食を通した安全意識の高揚、食を通した生活リズムの確立など、体験活動を重視し

ながら取り組みを強化していきたいと考えております。 

 次に、副教材に関するご質問についてお答えいたします。大津町教育基本構想の基本理念に、夢を

持ち、夢を育み、夢を叶える教育の実践を掲げました。これを叶えるためには、やはり確かな学力の

育成が大きな要素になってまいります。学校では、徹底指導と能動型学習のメリハリのある熊本型授

業の展開や個に応じた指導の充実等により、基礎的、基本的な知識技能の習得、定着を図り、学力向

上を目指しています。子どもたちそれぞれが確実に知識技能を習得し活用できたり、主体的に学習を

進めたりするためには、教科書のみでは教材が不十分であることがあり、補助教材を活用することに

なるのです。現在、すべての学校で補助教材等を購入しています。学校・学年によって種類等は異な

りますが、主なものは小学校では各教科のワークテスト、漢字・計算ドリル、理科ノート、音楽ノー

ト、社会科資料集、作業帳などであり、中学校では熊本県版テスト、各教科の学習ノート、資料集等

であります。この選定にあたりましては、実際に使用する担任や担当教師によって必要性、内容、子

どもの発達段階などを考慮した適切性、利便性等の観点から検討をしております。また、大津町立小

中学校管理規則第９条により、保護者の経済的負担について、特に考慮を払わなければならないとし
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ていますので、経済的負担も考えながら選定してもらっているところです。もちろん、選定にあたり

ましては、校長・教頭も指導助言を行いながらやっております。保護者の負担で購入したものですか

ら、計画的・効果的・効率的に使用することは当たり前であり、やらなければならないことでありま

す。効果的な使用例として、算数、数学や国語、漢字ドリルなどについては、１回目、２回目はノー

トに書いて、３回目の、または４回目、５回目にそのドリル本体へ書き込みをしていくというふうに

複数回繰り返し、繰り返し使うような努力もしております。先ほど言われましたように、もし使用せ

ずに残したままにしている、または春休みに宿題としたりして出して教師の指導が届いてないという

点があるならば、それは大きな問題であります。校長会議や教頭会議の折りに、そのことの実態をつ

ぶさに調べてまいりたいと思います。 

 また、町の教育委員会の方で年に３回学校訪問をしておりますので、その折りにも具体物を見せて

もらって、詳しい実態を把握していきたいというふうに思います。そして適切に、効果的に活用でき

るように、今後も強く指導してまいります。 

 また、ワークテストの無償化についてお触れになられましたが、現時点では、これは全く私の私見

でございますけれども、子ども手当てがこの６月第１回目が支給されました。次年度も１万３千円は

確かに手当てが支給されるんだろうと思っております。あとプラスアルファーで現物支給等もあり得

るというような議論も今されているようですので、今後の推移を見守りたいと思いますが、この子ど

も手当てあたりがこちらのテスト代等に充てていっていただくといいのではないかなと思います。無

償化になることは、現時点では誰しもやっぱりただならいいなと思うわけですけれども、それがその

国債が膨れることにつながって、のちのちの世代の負担加重になるとなれば、これは考えなければい

けないことではなかろうかと思っているところでございます。 

 以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） しっかりと述べていただきましたので、昨日の新聞ですが、「ふるさとを大

切に、学校応援団指導」ということで、芦北地区学校応援団と名付けられた取り組みが１１日芦北町

の湯浦中での田植え体験学習で始まったというのが載っていました。体験を通して、いろんなことを、

また先ほども述べられましたが、感謝する心であったり、今、つくられる人の心にそうという形もで

きるのかなというふうに思っていますので、ぜひ体験型の、それからまた収穫も一緒に喜ぶというこ

ともされた方がいいのかなというふうに思っているところです。それと、農業のところで、子どもた

ちが農家の家の方でも機械化されていますので、農作業の手伝いというのは、もうほとんどされてい

ないというようなこともお聞きいたしています。そういう面では、みんな農作業に関しては初めての

ことが多いのかなというふうに思っています。そしてまた種ですね、種は小さいんですが、それから

大根にしても何にしても大きい実がなるというようなことですが、ほとんどの子どもたちがこれは何

だろうというふうなことでですね、ほとんどがもう知らないというようなことですので、ぜひとも食

育、農育についてはですね、しっかりと取り組んでいただければというふうに思っています。 

 それと、先ほども言いましたが、７人に１人は貧困であると、子どもたちが言われています。それ
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からいくと、先ほど言いましたように４２０人、単純に計算すると４２０人の子どもたちが貧困の数

に入ります。約２００人ぐらいの方の就学援助が予算化されています、今年ですね。それからいくと

２２０人の方は漏れているのか、手続きをなされていないのか、その人数がきちんと単純な計算です

ので当てはまらないのかというふうに思われますが、大津だけが違うという考え方にはならないかと

いうふうに思っています。貧困の連鎖というのが言われています。ぜひともですね、今、入学式のと

きにですね、本当にお金がかかると言われています。そういう部分も先ほど１万３千円からというふ

うなことで言われましたが、給食費があります、ＰＴＡ会費があります、諸々のお金がですね、ずい

ぶんと毎月払われていっています。修学旅行費であったりですね、本当にこう大変な家庭というもの

があるのも事実です。そういうところからですね、給食費が無料化になった自治体もあります。大津

町で大体３千円から４千円ぐらいの、年間ですね、テスト代を負担しているということで、皆さんの

月々の明細を見せていただいたところです。昔はガリ版刷りで、私たちの時代はですね、テストがな

されていましたので紙代を払っていたのかなというふうに思いますが、今はそういう時間も先生方は

取れていないということですので、いいのがつくられていますので、テストをですね、買われて使わ

れているのかなというふうに思いますが、ぜひともですね、テスト代ぐらいはですね、町で払っても

いいのではないかというふうに思いますので、そこのところをもう一度よろしくお願いします。 

○議 長（大田黒英生君） 教育長那須雪子さん。 

○教育長（那須雪子君） テスト代につきましては、町内の小中学校、すべて全国学力調査、それから

知能検査、それから熊本県の学力調査ですね、それともう一つ全国で標準化されたまた学力検査とい

うのがございます。そういったものについては個人負担はさせておりません。町負担、国が行うもの

は国負担ですね、県が行うものは県負担ということになっております。ただ、日常的に教科書を使っ

て学習をしましたその単元ごとのワークテストについては、現在のところは個人負担をお願いしてい

るところでございます。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 国であったり、県であったり、町負担があるということであればですね、

同じ並びで考えていただけるのではないかというふうに思いますので、検討していただきますようよ

ろしくお願いいたします。 

 では、２番目に移ります。第３セクター大津町体育施設等管理公社の適正化についてです。現在の

施設は業務委託料として大津町が４千４００万円を支払っています。平成１７年度までは管理委託で

貸出業務も行われていましたが、平成１８年地方自治法の改正により業務委託となり、貸出業務は現

在は行われていません。直営か、指定管理者制度導入かで、この時期に直営となりました。金額は随

意契約によります。同じ条件で他社３社に毎年見積もりを依頼して、１億２千万円、１億２千２００

万円、１億３００万円の金額が提示されていると言われていました。管理する場所は、森の体育館と

弓道場を除き、運動公園、サッカー場、多目的広場、陸上競技場と町民グラウンドの芝の管理や樹木

の管理が主な仕事です。芝は１週間に１回の手入れが必要で、毎日行われています。先ほど坂本議員

が言われましたアカメのところも管理をされています。平成２１年度の大会の利用は約１００回、プ
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ロのサッカーチームの利用も３チーム来られています。延べ人数で６万３４２人で、そのうち町外は

３万８千１１３人となっています。収入としては３１３万円の使用料収入です。この人数は登録され

た人数で、園内通路をウォーキングされる１日３００人ぐらいの人たちや未登録の人たちは入ってい

ません。昨年よりも９８団体増え８２４人増となっています。費用対効果としては、飲食や宿泊がな

されて、平成２１年は９千３０１人が、延べ人数ですが宿泊をされています。運動公園の出店は延べ

６４店舗で、売り上げは約３７０万円になっています。道の駅での懇親会利用が約１５０万円となっ

て、サッカー青年の夢の場所にもなっています。この運動公園なんですが、住民の健康増進の場所に

もなっていると思われています。現状とさらなる費用対効果に向けた努力がなされているのか。また、

今後の方針と展望についてお尋ねいたします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 大津町体育公社による管理状況でございますけど、今、議員がおっしゃると

おりでございます。そのような中で、今後も十分努力していきたいというふうに思っております。 

 今後の方針につきましても、新たな公益法人制度の改革が始まっておりますので、２４年１１月ま

でに現在の財団法人は公益法人または一般財団法人のいずれかの法人形態を選択し、新たに登録しな

ければならないというものでございまして、体育施設管理公社は、この法人改革を受け、よりよい管

理運営ができる組織を目指して検討作業を行っています。作業の途中ですが、これらはますます多様

化する公園利用者のニーズに対応できる施設管理、町民の皆さんに利用しやすい施設管理運営を検討

してまいりたいと考えております。スポーツ振興審議会の答申では直営が望ましいとありますが、指

定管理者制度を導入する場合でも、現在の体育施設等の管理公社、職員の管理技術は貴重な能力であ

り、直営に準じた能力を持つ総合スポーツクラブや体育協会等のＮＰＯ法人等の共同体を組織するこ

となどの提案をいただいているところでもあります。今後についても、十分検討を進めてまいりたい

と思います。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 今後の方針ということで、行革ということが叫ばれている中でどういう選

択があるのかなというふうに思いますが、先ほど見積もりの中でも、今現在随意契約でありますが４

千４００万円の本当にきちんとした収支決算書が出ている中で、きちんと使われていることは監査の

方も見られているところだと思いますが、見積もりが１億２千万円と１億２千２００万円、１億３０

０万円の他社の見積もりが出ているということではですね、３倍近い金額がほかのところに行くとな

ればですね、そういう金額が出てくるのかなというふうに思っているところですので、そこをどう考

えていかれるのかなというふうに思っているところです。それとまた、運動公園と体育館等がですね、

利用される方が、体育館も８万６千３６１人、年間２１年ですが、計算されて人数が出されています。

団体も２千０８１団体が利用されているということになっていますが、これだけの人数の人たちが大

津町に来られている、大津の町の人たちも中に入っていらっしゃいますが、それがこの町内の中に引

き込む手だてを何か考えられないのかなというふうに思っているところです。せっかく大津に来られ

て、そこで汗を流されたということもあって、運動公園、岩戸の里を利用するなり、またこちらで町
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内まで来てですね、飲食をされたりという部分がですね、まだ少ないのではないかというふうに思っ

ていますので、そこら辺の取り組みがありましたら、これからの展望ということでお聞きしたいと思

います。お願いします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 再度の質問でございますけれども、今、体育公社につきましては議員おっしゃ

るように３分の１ぐらいの経費で管理をしておりますけれども、これにはやっぱり高齢者の生きがい

対策というような形でシルバー人材や地域の関係者の皆さんにお願いをしながら、このような金額が

出ておるところでございます。もちろん、最低経費で最大の効果をもっていけるように努めていくと

いうことで、今後の運動公園の利活用についても十分検討をしてまいりたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 教育部長松永髙春君。 

○教育部長（松永髙春君） 非常に難しいご質問でございますけれども、運動公園あたりですね、たく

さんの方が競技に来られていますし、町外の方も来られているわけでございますけれども、そのよう

な方が今現在、必ず利用される場合は宿泊をお願いしております。おみやげも買っていただくという

ような話をしておりますけれども、もっともっとですね、滞在型でなれるようにですね、いろんなこ

とで職員一丸となってですね、考えていかなければいけない。どうぞ議員の方々のご提案もよろしく

お願いしたいと思います。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） なかなかですね、この利用状況というのは社会体育施設別利用状況という

のが２１年の分が書いてありますが、年間では２４万９千８８５人の方たちが施設を利用されている

ということで報告がなされています。この人たちがですね、千円でも落としていったらですね、随分

町の景気にもつながっていくのではないかなというふうに思いますので、ぜひ何か知恵をですね、今

後の知恵として何か考えていかれればというふうに思います。これで、２問目は終わります。 

 ３問目です。指定管理者制度導入後の管理運営について。大津温泉岩戸の里は、平成２１年から平

成２４年３月３１日までの３年間の契約で１年が過ぎました。決算が出たと思いますが、経営的にど

うなっていますか。年次計画の改修費用も出てくるのではないでしょうか。 

 次に、若草児童学園は平成２０年から平成２５年３月３１日までの契約で２年が経ちました。１８

歳までの子どもを預かる業務は、男女が一つ屋根の下で暮らすのですから大変な問題もあるのではな

いでしょうか。経営的にもどうなっていますか。また、今後の方針と関わりについてお尋ねをいたし

ます。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 町の施設であります大津温泉岩戸の里、平成９年から第３セクターによる大

津町振興公社により運営をさせていただいておりましたが、平成２１年４月１日より株式会社南阿蘇

観光高森温泉館による指定管理により運営をさせていただいて１年を過ぎておりますが、議員おっしゃ

るとおりそれぞれの経費節減を心がけて頑張っておられますし、お客様へのサービス低下をしないよ

うに努力をされておりまして、経済的・経営的には赤字にはなっていないというふうに聞いておりま
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す。それぞれのこの施設を開設した我々の目的は、地域農村資源を活用しながら、まちづくり及び農

業振興を推進するために、その起点施設として建てられた施設でございますので、地域の特色を活か

し大津町の施設であるという意識を持ちながらお客様へのサービス向上に努めなければなりません。

町も常に事業管理体制を見ながら、必要ある場合にはお互いに協議を行い、必要な指示を行っていき

たいと考えております。現在のところ、阿蘇高森館のノウハウを活かしながら、しっかりやっておら

れることに感謝をしておるところでもあります。 

 若草児童学園につきましても、指定管理者につきまして障害者施設の管理運営の実績とノウハウを

持つ社会福祉法人であるため、一定のサービス基準は保っておられ、今のところ保護者や地域住民か

らの苦情等は報告されておりません。今後、管理運営の方法については、現状の児童への適切な支援

やサービスの向上、管理運営体制の整備等を考えると、現状どおりの指定管理者制度の継続が必要だ

と考えます。また、指定管理者制度を含めた民間委託や民営化についても、今後検討していきたいと

考えております。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 改修費用が多分年次計画でなされるものと思っています。これは、町負担

だというふうに思ってますので、これが今答弁がなかったというふうに思いました。 

 それと民営化ですね、民営化。若草児童学園は社会福祉とか、指定管理者になったときも反対はし

たんですが、さらなる民営化ということで考えておられるということはちょっとどうなのかなという

ふうに思っています。若草児童学園が町が手放したという部分では、経営的に赤字になるというよう

なことで指定管理者になったというふうに思っていますが、経営的に赤字でないのであればですね、

それとまた本当に１８歳までの子どもを預かるということで、男女が一緒に一つ屋根の下で暮らすの

ですから、本当に性的な問題等も考えなくてはいけないことも出てくるということでは、町の最終的

には責任にもなってくるというふうに思われます。そういうところもですね、含めたところで検討し

ていただきたいなというふうに思いますが、こちらの方の若草児童学園の方の改修という部分の費用

というものも出てこないのでしょうか。岩戸の里の改修費用もですね、わかっておれば数字を出して

いただければというふうに思います。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） 鈴木議員の、まず年次計画を含めたところの話と維持管理を含めたところ

の内容はどうであるかということの質問でございますが、まず２１年度をちょっと事例を出して説明

をさせていただきたいと思います。２１年度につきましては、６７２万円の工事費等がありました。

その内容は、大浴槽とか濾過器、あるいは電動弁の取り替えとか、そうしたところをさせていただい

ております。その維持費等の中身におきましては、その高森温泉館との協定書の中にあります事業分

担書、その中で３０万円未満については指定管理者である温泉館が負担をすると。併せて３０万円以

上については町で負担をするということに協定書でなっております。それから、年次計画でございま

すけれども、年次計画におきましては、今年度の、２２年度の予算におきまして、今までの年次計画

を含めて再度違った委託関係を含めて、十分中身を精査しながらやっていこうということで、新たに
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計画をしているところでございます。 

○議 長（大田黒英生君） 福祉部長岩尾昭徳君。 

○福祉部長（岩尾昭徳君） 鈴木議員のお尋ねについてお答えします。 

 若草児童学園につきましては、役割リスク分担等につきましては、１事案３０万円以上につきまし

ては町が行うことになっておりますが、現在施設の大規模な改修や修繕につきましては、現在消防法

で指摘されておりますスプリンクラーの整備が平成２３年度、平成２４年３月までに必要となってお

ります。金額にしましては、当初の見積もりでは一応３千万円程度かかるのではないかなということ

でお聞きしております。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） スプリンクラーは必要なものだと思いますので、ぜひしていただきたいと

思います。岩戸の里の方は、平成２２年は予算計上なかったということで、なかったんですかね、上

がっていましたか、おいくら上がっていましたか。 

○議 長（大田黒英生君） 経済部長西本昇二君。 

○経済部長（西本昇二君） ２２年度におきましては、まず設計精査委託ですね、あれが約２００万円

の年次計画をさせていただくということで上げさせていただいております。それから、修繕工事等に

つきましては約９００万円ほど上げさせていただいているところです。２２年度はですね。先ほど年

次計画をどうするのかということでは、今、２２年度でちゃんと見直しをして精査するということで

ございます。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 建物は老朽化するとですね、やっぱりきちんとしていかないとお客さんも

減るかなと思いますし、私たちの福祉にも役立っているのかなと思っていますので、指定管理者の方

たちに迷惑がかからないような早急な工事がなされていけばというふうに思います。 

 では、次に移ります。４問目です。大津道の駅株式会社熊本文化の森についてお伺いいたします。

平成２２年３月３１日、経営業態が変更になりました。おもしろ館は自主運営し、鶴屋商事株式会社

よかもん館と株式会社鶴屋フーズクリエイティブレストラン肥後の道の２社が撤退し、自主運営とし

大津道の駅全体を直営運営に変更するというものです。目的は、一貫した運営体質を構築し、さらな

る向上を目指し、また売り場内のリニューアルと商品の品揃え、販売戦略、イベント企画の再構築を

計画し、大津町のシンボルスポットの１つとして地域貢献できるよう経営体制を再構築するとありま

す。損益状況では、平成２０年１千４９万円の利益を出し、平成２１年見込みで１７４３万円の利益

が見込まれています。これは、平成２０年でしたかね、地代が２０％カットになったということで利

益が上がってきたのかなというふうに思っていますが、大津町として一度ですね、７千５００万円の

損失ということで、平成１７年の３月でしたか、文化の森に出資しています１億円がですね、法の改

正もありまして７千５００万円が損失したということに、１億円が２千５００万円の出資金になった

ということで言われていました。そしてまた、累積損失がその当時７万円を超えたということで言わ

れていましたが、今ここに来てですね、利益が出るところに変わってきたということと、鶴屋の経営
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ということでは、そのままなされていくということで少し安心していいのかなと思っていますが、こ

れ以上にですね、まだほかに現状ということでありましたらよろしくお願いします。 

○議 長（大田黒英生君） 町長家入 勲君。 

○町 長（家入 勲君） 株式会社熊本文化の森につきましては、現在のところ経営状況は良好でござ

います。ただし、議員から先ほど指摘がありましたように、資本金の原資の７５％というのがござい

ましたけれども、経営上どうしてもそのような形を取らなかったことが過去にありました。というこ

とは、これを立ち上げる中でのその後の経営関係、地ビールとかいろんな工芸館というような、ガラ

ス工芸館というようなものをつくる中で、いろんな形で事業が進められまして、そのときの資金とい

うものが必要だった関係がうまくその経営が両方ともできなかったというようなことで資本金の減資

計画がなされたわけでございますけれども、現実は、今、議員おっしゃるように直営で今後やってい

きたいというようなことで今いろいろと努力をされておるところでございますので、順次利益関係も、

食堂関係が赤字でございましたけれども、町民の皆さんや議会の皆さんにもご活用いただいておりま

すように、今後ますますその辺の利益が上がってくるようになるんじゃないかなと思っておりますし、

地域の皆さんに愛される道の駅というような形で、それぞれの顧客の皆さんを引き入れていきたいと

いうような経営方針を持っておられますので、今後赤字が出らないように地域の皆さんとともに道の

駅をかわいがっていただければというようなことで経営は確実に黒字に転じていくんじゃないかなと

いうふうに思っております。 

○議 長（大田黒英生君） 鈴木ムツヨさん。 

○５番（鈴木ムツヨさん） 場所的にはとてもいいところにありますし、レストランが赤字であったと

いうことは、この決算書を見て思ったんですが、早く、道の駅ですので、早く夕方に、６時半ぐらい

には閉まっているということで、飲食という部分では時間的なものがですね、多分影響している面も

あるのではないかというふうに思ったところではあります。いい場所でありますし、駐車場も広いで

すので、もうちょっとそこら辺のですね、経営のところで、先ほど目的の中にもいろいろですね、イ

ベント企画等もですね、なされてくるということでなっていますので、時間的なものもですね、考え

ていかれれば少しは、もう少し経営改善ができてくるのではないかというふうに思いますので、提案

させていただきます。 

 これで質問を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） これで、本日の一般質問は終わります。 

 本日の日程は全部終了しました。 

 本日は、これで散会します。 

午後０時１２分 散会 
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議 事 日 程（第４号） 平成２２年６月１６日（水） 午後２時 開議 

                                   

日程第１ 諸般の報告 

日程第２ 各常任委員会の審査報告について      質疑、討論、表決 

日程第３ 委員会の閉会中の継続審査申出書について  議決 

日程第４ 委員会の閉会中の継続調査申出書について  議決 

日程第５ 発議第３号 「口蹄疫被害に対する対策と農家などへの補償を求める意見書」

の提出について 

              上程、趣旨説明、質疑、討論、表決 

追加日程第１ 発議第４号 「医師・看護師の大幅増員と独立行政法人国立病院機構熊本

再春荘病院・菊池病院の存続・拡充を求める意見書」の提出

について 

              上程、趣旨説明、質疑、討論、表決 

日程第６ 平成２２年度議員派遣について  議決 

日程第７ 人権擁護委員の答申について   質疑、討論、表決 

 

                 午後２時００分 開議 

 

○議 長（大田黒英生君） これから、本日の会議を開きます。 

 

     日程第１ 諸般の報告 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第１ 諸般の報告をします。本日の議事日程並びに報告内容及び平成

２２年第１回大津町議会定例会の会議録は、議席に配付のとおりです。 

 

     日程第２ 各常任委員会の審査報告について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第２、各常任委員会の審査報告についてを議題とします。委員会審査

報告書は、議席に配付のとおりです。これから、各常任委員会における審査の経過並びに結果につい

て、各委員長の報告を求めます。経済建設常任委員長坂本典光君。 

○経済建設常任委員長（坂本典光君） 皆さん、こんにちは。ただいまから、経済建設常任委員会の委

員長報告を行います。 

 経済建設常任委員会に付託されました案件は、議案第４０号、議案第４１号関連、議案第４２号、

議案第４４号並びに陳情第２号の５件であります。当委員会は、１１日午前１０時より、現地調査を

行い、午前１０時３０分から委員会Ｂ室で執行部より説明を求めながら審議を行いました。以下、そ
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の審議の経過と概要についての要約をご報告いたします。 

 議案第４０号は、大津町公共下水道根幹的施設の建設工事委託に関する基本協定の締結についてで

あります。 

 委員より、日本下水道事業団と３年間で８億８千１３０万円の基本協定を締結するとなっているが、

そもそもこの改築工事をするにはどのような方法があるのかとの質疑に対し、執行部より、１、町が

単独で行う直営方式、２、町が工事発注後、工事の監督管理業務をコンサルタント等に外部委託する

方法、３、日本下水道事業団へ工事発注から工事監督管理、検査、引渡しまでを委託する方法の３つ

の方法がある。しかし、１と２は、町職員に専門の技術者がいないため、工事の監督、管理の際に指

示・同意・承認の判断を下すのが難しい。よって、３の事業団に委託する方法しか考えられないとの

答弁がありました。 

 また委員より、そもそも日本下水道事業団とは、どういう性質の団体なのかとの質疑に対し、執行

部より、日本下水道事業団法の下に下水道技術者が不足している地方公共団体を援助するため都道府

県により設立された。地方公共団体の下水道に関する業務について支援・代行をする唯一の地方共同

法人であるとの答弁がありました。 

 委員より、随意契約の該当理由、また相手の言いなりになるのではないかとの質疑に対し、執行部

より、契約の目的、内容に照らし、それに対応する資力・技術・経験などを有する日本下水道事業団

を選定することが大津町の利益につながると判断できる。地方自治法施行令の随意契約第１６７条の

２、第１項第２号の条項に該当し、事業団との随意契約は妥当なものと考える。事業団への委託内容

は、国土交通省の基準書で工事の積算、仕様書作成、入札及び契約、工事の管理監督、設計変更、竣

工検査、また工事完了後の維持管理の指導まで含まれ、さらに業務を代行する事業団の発注方式は、

入札、契約の競争性・透明性及び公共性の向上を図るため、すべて一般競争入札となっているとの答

弁がありました。 

 委員より、今までの一般競争入札の落札率はどれぐらいかとの質疑に対し、執行部より、平成１１

年から１４年度の大津町の増設工事時の平均落札率は９３.７％、ここ３年間の事業団全体の平均落札

率は１９年度が９１.６％、２０年度が９０.３％、昨年度が８８.２％となっている。管理諸費は、落

札率により工事費と比例して最終の２４年度に減額の積算協定となるとの答弁がありました。 

 採決の結果、議案第４０号は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 議案第４１号関連は、平成２２年度大津町一般会計補正予算（第１号）についてであります。 

 農業委員会関係、農政課関係、商業観光課関係、環境保全課関係、道路整備課関係、都市計画課関

係、下水道課関係、すべて人事異動に伴う案件につき、質疑はありませんでした。 

 採決の結果、議案第４１号関連は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 議案第４２号は、平成２２年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第１号）についてであります。

人事異動に伴う案件につき質疑はありませんでした。 

 採決の結果、議案第４２号は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 議案第４４号は、平成２２年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第１号）についてでありま
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す。人事異動に伴う案件につき質疑はありませんでした。 

 採決の結果、議案第４４号は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 陳情第２号は、陳情書、室北区内道路整備に関する陳情についてであります。 

 執行部より、この地域については陳情されている箇所の北側の道路を含めたところで、幅員が全体

的２メートルしかない。今回陳情箇所の北側については、アパートや１戸建て住宅等が張り付いてお

り、建築基準法でいう２項道路扱いということでセットバックをされており、幅員については離合可

能な３メートルから４メートル程度が確保できている。ただ、中には未開発の用地があり、２メート

ルから３メートルしかない。要望が出ている箇所は６軒住宅が建っているが、そのうち都市計画法以

前に建てられているものが４軒あり、セットバックがされていない。２００メートルをすべて用地買

収し、道路改良するとなると事業費が概算で約５千万円ほどかかるとの説明がありました。 

 委員より、この陳情書に署名されている方々で地権者は何名かとの質疑に対し、執行部より５名で

あるとの答弁がありました。 

 委員より、防災面からも消防車や緊急車両が入らなくて困っておられるので、将来的にも早めに計

画を立ててやるべきではないかとの質疑に対し、執行部より、このルートだけでなく、この地域全体

のことを住民の方々と考えてやるのがベターではないだろうかと考えるとの答弁がありました。 

 委員より、この道路を閉鎖するわけにはいかないのだから、セットバックしている方とそうでない

方々の不公平な問題もあるが、道路用地に同意が得られたところから広げていくべきだとの意見があ

りました。 

 委員より、用地に協力していただいた部分から取りかかるという条件を付けて採決すべきだとの意

見がありました。他の委員からも同じ意見が出ました。 

 採決の結果、陳情第２号は、用地に協力していただいた箇所から取りかかるという条件を付して、

全員賛成で採択すべきものと決しました。 

 当委員会に付託されました案件は以上です。議員各位におかれましては、当委員会の決定にご賛同

いただきますようお願い申し上げまして、経済建設常任委員会の委員長報告を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 文教厚生常任委員長新開則明君。 

○文教厚生常任委員長（新開則明君） こんにちは。ただ今から文教厚生常任委員会の委員長報告を行

います。 

 当委員会に付託されました案件は、議案第３９号、議案第４１号関連、議案第４３号及び請願第２

号と請願第３号の５件であります。 

 当委員会は、６月１１日、午前１０時より委員会Ｃ室において執行部に説明を求めながら議案の審

議を行いました。以下、議員の審議の主な経過と結果についてご報告します。議案３９号、熊本県後

期高齢者医療広域連合規約の一部変更ついてご報告します。 

 福祉部保健医療課関係。 

 委員より、広域連合発足間当時から全く知らない人を選挙することには無理があったと思います。

議員定数が増えていますが、経費の増になるのではないでしょうかと質疑があり、執行部より、議員
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数を増やすことによって、議員報酬等の運営経費が増加するという懸念については、熊本県広域連合

から今後批判を受けることがないよう選出された各議員の皆様方と協議しながら進めていきたいとい

う回答があっていますと答弁がありました。 

 委員より、選挙の方法について、選挙で選ぶことになれば市町村の首長だけが選ばれることになる

のではないでしょうかと質疑があり、執行部より、広域連合からは現段階では各団体に任せるとの回

答があり、要望があれば検討したいとのことでしたと答弁がありました。 

 採決の結果、議案第３９号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 議案４１号関連、平成２２年度大津町一般会計補正予算（第１号）についてご報告します。 

 福祉部保健医療課関係。 

 委員より、老人ホームの人件費等が増額になっていますが、なぜですかと質疑があり、執行部より、

平成２２年度予算策定時に現職員８人と新規採用職員１人の合計９人で積算しておりました。４月１

日の人事異動に伴う職員と新規採用職員との差額が増額の要因ですと答弁がありました。 

 委員より、現在の老人ホームの定員と入所者数及び部屋数を教えてくださいと質疑があり、執行部

より、定員５０人に対し入所者は３１人、部屋数は２５室ですと答弁がありました。 

 委員より、１人部屋と２人部屋で対応されているのですかと質疑があり、執行部より、入所者の安

全管理と公平を期すため、全員２人部屋で対応しておりますと答弁がありました。 

 教育部学校教育課関係。 

 委員より、教育総務費の事務局費にある「ゆめを育てる講演会」謝礼は、小中学校８校を実施し４

万円ということですが、一般的な額ではあるが、予定されている講師の位置付けが低く金額が安いよ

うな気がしますと質疑がありました。執行部より、トップで活躍している人であり、謝礼額について

は部内でも検討しましたが、事前に打診したところ、自分が行っているスポーツを町民の方に知って

いただくことや町民への思いもあり、今回はこの条件で快く承諾していただきましたと答弁がありま

した。 

 委員より、小学校費の基礎学力向上システム事業と中学校費の生きる力を育む研究指定について説

明をお願いしますと質疑があり、執行部より、小学校費の授業は大津小学校が本年度熊本県の研究指

定校を受けて行うもので、低学年を中心とした基礎学力向上のため地域の人材を活用した授業への取

り組みを研究するものです。現在、地域の人材を発掘の段階ですが、授業でのクラブ活動や民謡童謡

を指導いただく方や林業について教えていただく方などをリストアップしている段階ですと答弁があ

りました。 

 委員より、教師の質が上がるのは悪くありませんが、先生がどのように生徒へ伝え、結果をもたら

すことができるのでしょうかと質疑があり、執行部より、結果としては、県学力テストや定期テスト

の結果で検証していくことになると思います。また、先生方がこの研究で研修したことを学校内の研

究会で各教師に広め学び学習してもらうことで、よいものについては授業に取り入れ、子どもたちの

学力向上へ還元できるように進めていきますと答弁がありました。 

 委員より、学校教育費の事務局費にある伝統文化鑑賞講演について、教育への効果はどのように考
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えられていますかと質疑があり、執行部より、子どもたちが若いうちに本物の日本の伝統文化に触れ

ることで、日本人の心を知り、その心が次の代につながっていくことを期待していますと答弁があり

ました。 

 給食センター関係。 

 委員より、学校給食費の備品購入費で冷凍庫が予算計上してありますが、耐用年数はどれくらいで

すか。また、今回いただいた資料以外のメーカーとの比較をしましたかと質疑があり、執行部より、

耐用年数は概ね１０年程度です。備品の比較はしていませんが、修繕するか買い換えるかのコストと

リスクの比較はした上で買い換えることとしました。施行する場合は、メーカーを指定せず、仕様を

つくり購入にあたりますと答弁がありました。 

 委員より、同じような仕様書でメーカーが数社あるのなら、同等品と比べてみるべきではないです

か。備品購入の場合、形、価格、メンテナンス対応など、基本的な基準での検討を行い、予算を計画

してほしいと思いますと質疑があり、執行部より、早急に資料を取り寄せ提出しますと答弁がありま

した。 

 委員より、給食費について一昨年は多くの繰越金が出ていたが、昨年度はどうだったでしょうか。

額を見直すなどの措置は必要ないのでしょうかと質疑があり、執行部より、今月末開催する学校給食

運営委員会で報告検討を行いますが、昨年度の繰越金は１００万円程度になる見込みです。物価の増

減等もあり、この程度の額であれば適正な範囲内とこれまで判断をいただいておりますと答弁があり

ました。 

 採決の結果、議案第４１号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 議案第４３号、平成２２年度大津町介護保険特別会計補正予算（第１号）について報告します。 

 福祉部保健医療課関係。 

 委員より、一般会計繰入金の金額や率はどうなっていますかと質疑があり、執行部より、給付に対

する町の負担は１２.５％と決まっており、給付費以外で必要な経費については、その他一般会計繰入

金として町が負担していますと答弁がありました。 

 採決の結果、議案第４３号は、全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 次に、請願第２号、請願書「現行保育制度の維持と子育て支援施策の拡充について」国への意見書

提出を求める請願についてご報告します。紹介議員からの説明を受け、委員より、危惧されている点

が進んでいるという、それがわかる資料がない。変に不安されているのか、不安的な要素で請願を出

すなら、どんな意見書でも出せることになる。また、委員より、民主党の流れを見ておくべきですな

どの意見があり、採択の結果、請願第２号は全員賛成で継続審議となりました。 

 請願第３号、医師・看護師の大幅増員と独立行政法人国立病院機構熊本再春荘病院・菊池病院の存

続と拡充を求める請願書についてご報告します。紹介議員からの説明を受け、委員より早急に改善す

るなら意見書を出すのではなく、労働条件をよくするために労働基準局などへ行くべきである。順番

を間違えてはいけない。曖昧な判断はよくない。また、定員が決まっているのであれば、法律の改正

が必要で、事実を証明できる答え、証拠がないなどの意見があり、採決の結果、請願第３号は多数賛
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成で不採択となりました。 

 当委員会に付託されました案件は以上です。議員各位におかれましては、当委員会の決定どおり賛

同を賜りますようよろしくお願い申し上げまして、文教厚生常任委員長の報告を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 総務常任委員長手嶋靖君。 

○総務常任委員長（手嶋靖君） こんにちは。ただいまから、総務常任委員長報告を行います。 

 総務常任委員会は、付託されました案件について委員会の審査の経過並びに結果をご報告いたしま

す。本定例会で本委員会に付託されました案件は、議案第３６号、議案第３７号、議案第３８号及び

議案第４１号関連の４件であります。本委員会は６月１１日、委員会Ａ室にて執行部より説明を求め

ながら審議を行いました。以下、その審議の経過・概要と結果を要約してご報告いたします。 

 議案第３６号、職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について、総務部総務

課の関係。委員より、今回新設された規定の中に３歳に満たないある職員が時間外勤務の制限を請求

することに対して、その職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合には、

その制限が除外されるとなっていますがどのような場合ですかとの質疑がありました。執行部より、

例を言えば業務が煩雑な時期に、その職員の業務をほかの職員などで対応することが困難で業務に支

障が出るなどやむを得ない場合が考えられますとの答弁でありました。 

 採決の結果、議案第３６号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 議案第３７号、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について、総務部総務課関係。 

 委員より、現在職員が出産した後に１年間ほど育児休業を取られていますが、今回新設された出生

後５７日の期間内の育児休業とはどのように違いますかとの質疑がありました。執行部より、職員が

子を出産した場合には８週間の産後休暇を取っています。今回、出生後５７日の期間内の育児休業等

は出生した子の父親である職員が育児のために休業する場合となりますとの答弁がありました。 

 委員より、育児休業の後に、再度育児休業が取ることができますかとの質疑がありました。執行部

より、育児休業終了後に配偶者の負傷や失業などにより当該の子の育児に関して支障が出る場合など、

再度の育児休業の延長が可能ですとの答弁でした。 

 委員より、夫婦の場合で２人が同時に育児休業を請求することはできますかとの質疑があり、執行

部より、今回の改正で配偶者が育児休業等をしている場合や専業主婦の場合でも育児休業することが

できます。二人で同時に育児休業をすることができますとの答弁がありました。 

 委員より、部分休業は３０分を単位に何時間取れますかとの質疑があり、執行部より、部分休業は

小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために勤務時間の初め、または終わりに１日に２時間

を超えない範囲内とするという答弁でありました。 

 採決の結果、議案第３７号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 議案第３８号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について。委員より、

給与は申し出により口座振り込みの方法により支払うことができるとありますが、申し出をしない場

合は現金支給となりますかとの質疑ありました。執行部より、現在は全職員から申し出により口座振

り込みで給与を支給しています。本人からの申し出がない場合は現金支給となりますとの答弁でした。 
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 委員より、企業から控除できるものは、団体取扱契約にかかる保険料とありますがどのようなもの

ですかとの質疑がありました。執行部より、職員が各保険会社等に加入している団体の保険料で現在

約３００件で、月に２５０万円程度の保険料でありますとの答弁でした。 

 委員より、控除対象の項目に職員が通勤のために使用する自動車駐車場に代わる使用料とあります

が、使用料はどうなっていますかとの質疑があり、執行部より１台当たり月額千円徴収しています。

なお、役場庁舎の勤務する約１０１名が利用していますとの答弁がありました。 

 委員より、今回の規定に現在企業が控除されている項目に網羅されていますかとの質疑に対して、

執行部より、給与から控除するためには具体的に項目を規定する必要がありますので、項目について

はすべて網羅されていますとの答弁がありました。 

 採決の結果、議案第３８号は全員賛成で原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 議案第４１号、平成２２年度大津町一般会計補正予算（第１号）について。 

 総務部総務課関係。 

 委員より、今回の補正予算で職員手当て等の期末勤勉手当ての補正がありますが、その理由は何か

との質疑があり、執行部より、今回の補正は４月の人事異動に伴う補正が主なものであります。人事

異動で、各課の職員配置が換わり、個人ごとの給与等の額が異なりますので、異動後の職員の人件費

で積算した結果で予算額の増減となったものです。なお、期末勤勉手当ての支給月数については、前

年度の支給月数で算定していますとの答弁がありました。 

 総務部住民課関係で、委員より、以前の町営住宅の入居は２人以上と入居の用件になっていたが、

単身者も入居できますかとの質疑があり、執行部より、現在高齢者については単身所帯も入居を認め

ております。６月募集では高齢者・単身者の募集を行っておりますとの答弁でした。 

 総務部企画課関係で、委員より、大津町のホームページの総務大臣賞は今回２回目と思うが、今回

は何がよかったのかとの質疑があり、執行部より、町のホームページがどのような理由で表彰された

については、まだ公表が出ていませんので詳しくはわかりませんが、応募においては次のような点を

ＰＲしました。ホームページの入り口にテーマカラーを設定するなど、視覚的に見やすく必要な情報

はすぐにたどり着けるようにしている点や、また来たくなるようなウェブサイトつくりを各課で分担

し更新しているなど、全職員一丸となって取り組んでいる点を強調しました。なお、昨年から変更し

た点については、詳細には４点ほど創意工夫を行い、応募にあたりＰＲしました。以上のような点が

表彰された理由ではないかと考えておりますとの答弁がありました。 

 ほかの課については、質疑はありませんでした。採決の結果、議案第４１号関連は、全員賛成で原

案のとおり可決すべきものと決しました。 

 当委員会に付託されました案件は以上です。議員各位におかれましては、当委員会の決定にご賛同

いただきますようお願い申し上げまして、総務常任委員長報告を終わります。 

○議 長（大田黒英生君） 以上で、各常任委員長の審査報告は終わりました。 

 これから、各常任委員長報告に対する質疑を行います。質疑ありませんか。永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 経済常任委員長に質疑を行います。 
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 様々な付託された案件に対しての審議の内容は、今回はほとんどが人事のいろんな異動ということ

で、そういったことはわかりましたが、大切なことはこの議会が始まりまして議員各位の議席に専決

処分の報告書が２件配られておりました。これは、付託案件とはなりませんでしたが、私は議会にお

いて、この議席にただの配付というのはよくないと言ってきました。実際、長の専決処分をした場合

には、次回の議会において報告をし、これを配ったわけですよね。そして、その後に承認を求めなけ

ればならないというのが、これは地方自治法で決まっております。自治法の１７９条の３で決まって

いるわけありますから、私は幾度となくそれを挑発するかのように議会で議案に上ってないにもかか

わらず、承認にも上ってないにもかかわらず、私は無理をしてこの演壇で質問をしてきたものであり

ます。ですから、私はこういったものは自分たちの付託案件、うちは委員会主義を取っておりますの

で、関連と思い委員会の中で何らかの意見を執行部に求めて、そして充実したそういった委員会の審

議をしていただきたいと思っておりましたが、報告の中にはないということは、何らこの件について

審議がされていないのか。一方的に長の専決処分で終わってしまったのかということであります。こ

れは、町長も考え直さなければ自治法違反というふうになると思います。承認されるか、されないか、

そういったものではなくて、これは道義的責任が発生してきてしまうということであります。この、

しかも増額変更です。減るのならいいですが、工事費が増額されて、予算よりも多く払わなくてはな

らない事態になった。町民負担が増えたわけですから、こういったものにはぴんと来て委員会でしっ

かりと審議をしていただきたいという思いから質問をするものであります。審議されたのか、全くさ

れなかったのか、質問いたします。 

○議 長（大田黒英生君） 経済建設常任委員長坂本典光君。 

○経済建設常任委員長（坂本典光君） 先ほどですね、当委員会に付託されました案件は、並べまして

議案第４０号、議案第４１号関連、議案第４２号、議案第４４号並びに陳情第２号の５件ですと申し

上げましたとおり、議会から当委員会に付託されましたのはこの５件でありますから、それ以外のこ

とは全く審議しておりません。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 文教厚生常任委員会の報告の中で、請願第３号、医師・看護師の大幅増員と

独立行政法人国立病院機構熊本再春荘病院・菊池病院の存続・拡充を求める請願書が審議をなされ、

不採択が多数であったという報告がなされました。私は、この請願は採択すべきものであると考え、

この文教厚生常任委員会が不採択をした、この決定に対して反対の立場から討論を行い、議員各位の

ご賛同を得たいと思います。 

 請願の最大の趣旨は、改めて申し上げますが、現在のこの再春荘病院と菊池病院、事実上の国立病

院でありますが、この国立病院として存続をさせていただきたい、それが最大の趣旨であることを委

員会でも申し上げました。今、政府のいわゆる事業仕分けの方針の中で、こうした独立行政法人を病
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院等も含めて、国の責任をなくして、いわば民営化と、こういう方針が一部で打ち出されていると、

そういう心配があるからであります。ちなみに、一口に独立行政法人と申しますが、改めて申し上げ

ますが、独立行政法人とは、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実に実施されるこ

とが必要な事業で、民間の主体に委ねた場合、必ずしも実施されない恐れがある。そういう考えられ

るものについては、まさに国の責任において行うと、そういう趣旨の下で設立された法人となされて

おります。つまり、独立行政法人といっても、確かに無駄なものも確かにあるでしょう。しかし、国

民のために必要不可欠なものはやはり残していかなければいけないと思います。そこで、一例を申し

上げますが、皆さんご承知のとおり、小惑星イトカワ、７年かかって「はやぶさ」という探査機が、

まさに奇跡的に地球に帰還をいたしました。日本国民に夢と希望をもたらした、関係者の皆さんの地

道な努力が実ったと、私もそう思いますし、日本国民が沸いたわけでありますが、このはやぶさです

ね、これを手掛けているのは宇宙航空研究開発機構という独立行政法人であります。実は、政府の昨

年の事業仕分けでは、予算要望が１７億円出されていたにもかかわらず無駄な事業であるということ

で仕分けの中で３千万円に減額をされました。１７億円が３千万円に減額された。ところが、はやぶ

さが奇跡的に帰ってきた途端、まさに手のひらを返したように事業仕分けの再見直しを行うと政府が

言い出したわけです。見直しをすることはいいことでありますが、宇宙航空研究開発機構というのは、

文部科学省所管の独立行政法人であります。このはやぶさというのは、まさに宇宙の成り立ちを解き

明かすと、まさに壮大な意義がありますが、１５年前にプロジェクトが発足をして、８年間研究をし

て、そして打ち上げて７年かかって宇宙の旅を終えたわけです。この例を挙げますとおり、本請願の

対象となっております再春荘病院、菊池病院も独立行政法人の病院であります。再春荘病院は、一般

病院ではなかなか対応が困難な難病ですね、こういった難病の治療・研究にあたっておられます。ま

た、菊池病院においては、いわゆる痴呆症ですね、認知症の研究や、あるいは司法がらみ、犯罪がら

み、司法がらみですね、こちらの精神医療にも関わっておられます。つまりも一般病院ではなかなか

対応が難しい、あるいは採算に合わない、そういうものを受け入れているのがこれらの２つの病院で

あるということができます。実際、私の母親は、頭痛が原因不明ということで再春荘にお世話になり

ました。父親は徘徊、認知症の治療のためにこちらの菊池病院でお世話になった経験がございます。

そしてさらに、この請願書の中で国民的な視点から税金の無駄遣いを洗い出し是正をさせることは当

然のことでありますと請願書に述べられております。しかし、これらの独立行政法人の国立病院を見

直すにあたっては、経済効率ばかり優先させるのではなく、国民生活、つまり私たち国民の命や健康

を守っていく公共サービスは充実を図っていただきたい、これか請願の趣旨で述べられているわけで

す。また、医師や看護師の増員も要望がなされております。議員各位は、看護師さんの１６時間勤務

というのをご存じでしょうか。夕方５時から勤務について、深夜働いて翌日の朝９時まで働いて１６

時間勤務、先ほどの委員会の報告では、労働基準法の問題だと言われましたが、今の国の法律ではこ

れが合法だとされているわけです。しかし皆さん、皆さん方の子どもさんが例えば看護師さん、ある

いは身内の方が看護師さんで、とりわけ女性の場合ですね、この勤務によって体調を崩し退職をせざ

るを得ない人も続出をしているわけです。医者や医師も長時間勤務、こうした医者や看護師が疲れ切っ
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てしまったら、何よりも治療を受ける患者にとって一番困ることではないでしょうか。こうした再春

荘病院、菊池病院を国民の立場から、また患者の立場から国立病院として存続をさせる、これがまさ

に改めて申し上げますが本請願の最大の趣旨であります。委員会では、この請願を不採択とされまし

た。ですから、議員各位におきまして、委員会の不採択に対して反対をされますように議員各位にお

願いを申し上げまして、私の不採択に対する反対の討論といたします。以上です。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 私は、請願第３号について、委員会において不採択したものであります。そ

の立場から討論をしたいと思います。 

 不採択にした理由というのは、この紹介議員であります、今、討論されました荒木議員に来ていた

だきました。そして内容あたりをお聞きしました。その中で、不備に思えたもの、それは例えば１６

時間労働のことを言われました。これは、そういった勤務がきつくて心身共に耐えることができない

ような仕事であるならば、そもそも労働基準局に相談した方が早いのではないかなということを委員

会で話し合いました。もしそれが合法で、しかしながら当事者とするならば耐えられない法律だとい

うことであるならば、まずそちらを変えていくのが本当ではないでしょうか。ですから、順番がそこ

でまず第一間違っていると私は考えます。そしてまた、独立行政法人、公益法人というものに対しま

して政権が代わりましてから、これは内容が大きく変わりまして、もうこの公益法人の見直しを国の

方はやり出したということです。そして、たまたまですが、この６月１３日の見直し案というものを

今私が持っておりまして、この中の、大臣になられました蓮舫氏が言われるには、そういったあらゆ

る事業に対しましても競争性がない。ですから、競争の導入、そういうことをしてですね、国民の負

担を最小限にする観点が必要であるということを述べられております。そしてまた、その見直しや効

率化を求めることは国の責務であるということで進められております。この必要である事業というも

のを存続させていくことは当たり前のことでありますから、そういったことに反対する委員は誰もお

られませんでした。ただしかし、紹介議員を呼んで意見をお聞きしまして、その後に退席されて審議

した結果とすれば、証拠書類、そういったものがほとんどないんです。こういうふうな話を看護師さ

んから聞きましたということでありまして、経営側の考え方やその公平に見比べたいけれども、一方

の意見だけを聞いた意見しか出ていなかったと。しかも、法律で定員は決まっていると、そういった

看護師の数は決まっているということも言われました。ですから、それこそ法治国家ですから、法律

に基づいて運営されているという事実ではないかというふうに理解しました。法治国家は、きちんと

法律を守りながら、この独立行政法人を運営されているというふうにしか我々にとっては映らなかっ

たわけであります。ですから、私も１６時間労働なんかやと言われてもやりたくありません。しかし

ながら、これが合法であるということであるならば、こちらの方の改善というものを求めていかなく

てはならない。そしてまた、この病床削減や縮小・廃止することなくということは、あくまでもこう

いった事実というものが実際に縮小するのか、廃止するのかということは、まだ決まったことでも何

でもないし、どこでも話し合われた形跡が見当たらなかったということであります。それが今国会で

審議されているとか、そういうふうであるならば、そういった証拠書類を持ってきて説明するべきで
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はないでしょうか。ですから、こういった請願や陳情といったものに対しては、確固たる証拠書類、

そういったものが必要であるということです。また、この独立行政法人は町外にありまして、我々委

員会がわざわざそこまで行って調べることというのは無理がありましたので、そういったものを求め

るのならば、議運あたりに申し上げて、そういった事実を確認して審議していただきたいというふう

な手続きを踏んでいただきたい。そうすれば、我々もその請願に対して慎重審議というものがなされ

るかもしれないが、曖昧な答えだけはすることはできないという観点から、あくまでも石橋を叩いて

渡るかのごときの審議をしたわけであります。証拠書類がきちんと揃いまして、この内容が事実であ

るということが判明できれば、審議の内容は変わったのかもしれません。しかしながら、それに及ば

なかったということで不採択という結果になったわけであります。 

 以上のような観点から、委員長の報告に対しまして賛成の立場を表明するものであります。議員各

位のご賛同のほどをよろしくお願い申し上げます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。松永幸久君。 

○１３番（松永幸久君） 請願第３号の委員長報告の不採択ということですが、その反対の立場で討論

をさせていただきたいと思います。今、いろいろ荒木議員と永田議員の方からありましたけれども、

確かに今お話のとおりの部分は十分理解できるわけですが、その中で、特に今、事業仕分け等で予算

削減というようなことでいろいろ政府も取り組んでいます。税金の無駄遣い、これを洗い出すのは当

たり前のことであり、また特にそういう行政にたずさわっている人たち、この大津町においてもそう

ですけれども、当然当たり前のことでありますけれども、私もうちの妹が３人、今、看護師をしてお

ります。姪っ子も今５人、看護師をしております。その子たちにもよく聞くんですけれども、看護師

になるときに、皆さん方ご存じですね、ナースキャップというもの、戴帽式というんですけれども、

要するにそのナースキャップをもらうときにナイチンゲール精神というのがあるんですけれども、や

はりそのときに患者さんのために何をするかと。そういう思いで看護師になる。そういう中でやっぱ

し患者さんの立場でやっていく、その中で言いましたけれども、１６時間の労働とありますけれども、

これは準夜勤、深夜勤、夜勤というような使われ方でされていますけれども、特にやっぱしそういう

過酷な労働があっても、やはり患者さんのために尽くすと、やるという思いで取り組んでいるのが、

私は今、看護師の現場だろうと思います。医者の立場からすると、経営者の立場からすると、少しで

も看護師の人数を減らせば、当然病院の運営は成り立つわけですけれども、しかしやはり健全な医療

をやっていく上では、やはり十分な看護師を確保しないとやっていけない。私は当たり前のことだと

思います。そういう意味で、また先ほど荒木議員からもありましたように、この菊池病院にしろ、再

春荘病院にしろ、やはり特別な部分を担ってやっている。それからした場合に、当然私は必要である

というふうに思っておりますし、またそういう部分では、私はなくしてはならないという医療機関だ

と思います。また、地域の病院を圧迫しているというわけでもないわけですので、私はそういう意味

で、また地域の医療でできないところは、この再春荘や、あるいは菊池病院に紹介があったりとかし

ているわけですので、私はそういう意味からしても必要であると。そしてまた、当然医療のサービス

向上のためにも取り組んでいかなければならないことであるというふうに思っておりますので、委員
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長報告に反対の立場で討論をさせていただきます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。月尾純一朗君。 

○８番（月尾純一朗君） 私は、請願第３号について、委員長報告に賛成の立場から討論いたします。 

 その前に、この請願はこれまでも幾度となく提出され、そのたびに不採択となったものであります。

今回も名前を変えて、いわゆる表紙を変えて提出されたものであると理解しております。 

 まず、一連の事業仕分けについては一定の評価が得られており、国立病院の件についても今後の推

移を見守っていかなければならないと思っております。例えば、本当にあんなに広大な敷地が必要な

のか、以外の無駄な施設、設備はないのか。医療サービスの実態は、国民の目線から見たときにどう

なのか等々、しっかりと見直す必要があると思います。 

 次に、国立でなければ国民生活を支えるサービスが十分ではないというのは的を得ていません。私

は、民営化を何が何でも進めると言っているわけではありませんが、民間の企業努力の方がよっぽど

サービスが充実をすると思っております。さらに、医師・看護師等、医療従事者の増員が安全安心の

医療の確立と言っていますが、医師・看護師の増員には、必ず直接、間接に医療費の増大が伴います。

一体どこに安全と安心があるのでしょうか。今は政府と国民が一体となって医療費の削減を叫んでい

かなければならないときであります。その対応、対策を図っていくことが先であると思います。いた

ずらに公務員を増やし、その身分保障を優先するという今回の請願第３号には反対、委員長の報告に

賛成するものです。議員各位のご理解とご賛同をよろしくお願いいたします。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。金田俊二君。 

○１番（金田俊二君） 私は、委員長の報告に対して反対する立場で討論を行っていきたいと思ってお

ります。実は私、私事で恐縮ですけれども、私のいとこも再春荘に入院しております。難病です。筋

ジストロフィーといって、もう寝たきりになっています。病気を持つ家族の一人、あるいは家族を代

表して訴えたいという気持ちがあります。さらに、今年の３月３１日の熊日新聞一面に「非正規廃止、

正職員に」という見出しで記事が載っていました。これは、熊大付属病院で働く看護師や医療技術職

員など、特定有期雇用職員、いわゆる非正規の労働者３９０人を正職員にしてしまおうという、そう

いった記事でした。将来の不安から募集しても人が集まらない、優秀な人材が育たないという観点で、

熊大では昨年５月から見直しを進めていたという、そういう記事でございました。私は、ようやく医

療や、それから介護の世界で財政面だけでなく、そこで医療を求めている人、あるいはそこで働く人

に目が向けられてきているというふうに感じております。今回の請願も、そういう意味で非常に大事

にする必要があるだろうと思います。議員各位にご賛同をお願いしまして、反対の討論に代えたいと

思います。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 しばらく休憩いたします。３時１５分より開会します。 

午後３時０２分 休憩 
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                    △ 

午後３時１５分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 これから、採決を行います。 

 まず、議案第３６号、職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例についてを採決

します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第３６号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第３７号、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例についてを採決します。

この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告のとおり決

定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第３７号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第３８号、大津町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例についてを採

決します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告

のとおり決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第３８号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第３９号、熊本県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更についてを採決します。この

採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告のとおり決定す

ることに賛成の方はご起立願います。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、議案第３９号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第４０号、大津町公共下水道根幹的施設の建設工事委託に関する基本協定の締結につい

てを採決します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長

の報告のとおり決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、議案第４０号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第４１号、平成２２年度大津町一般会計補正予算（第１号）についてを採決します。こ



 136

の採決は起立によって行います。本案に対する各委員長の報告は可決です。各委員長の報告のとおり

決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第４１号は各委員長の報告のとおり可決

されました。 

 次に、議案第４２号、平成２２年度大津町公共下水道特別会計補正予算（第１号）についてを採決

します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告の

とおり決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第４２号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第４３号、平成２２年度大津町介護保険特別会計補正予算（第１号）についてを採決し

ます。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告のと

おり決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第４３号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、議案第４４号、平成２２年度大津町農業集落排水特別会計補正予算（第１号）についてを採

決します。この採決は起立によって行います。本案に対する委員長の報告は可決です。委員長の報告

のとおり決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、議案第４４号は委員長の報告のとおり可決さ

れました。 

 次に、請願・陳情を採決します。請願・陳情審査報告書は、議席に配付のとおりです。 

 請願第３号、医師・看護師の大幅増員と独立行政法人国立病院機構熊本再春荘病院・菊池病院の存

続と拡充を求める請願書についてを採決します。この採決は起立によって行います。本件に対する委

員長の報告は不採択です。委員長の報告のとおり決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立少数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立少数です。したがって、原案について採決します。請願第３号は、原

案のとおり決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、請願第３号、医師・看護師の大幅増員と独立

行政法人国立病院機構熊本再春荘病院・菊池病院の存続と拡充を求める請願書については、原案のと

おり採決することに決定しました。 

 次に、陳情第２号、室北区内道路整備に関する陳情についてを採決します。この採決は起立によっ
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て行います。本件に対する委員長の報告は採択です。委員長の報告のとおり決定することに賛成の方

はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、陳情第２号、室北区内道路整備に関する陳情

については、委員長の報告のとおり採決することに決定しました。 

 

日程第３ 委員会の閉会中の継続審査申出書について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第３、委員会の閉会中の継続審査申出書についてを議題とします。 

 委員長から、議席に配付しました申出書のとおり閉会中の継続審査の申し出があっております。 

 お諮りします。委員長の申し出のとおり、閉会中の継続調査をすることにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、委員長から申し出のとおり、閉会中の

継続審査をすることに決定しました。 

 

日程第４ 委員会の閉会中の継続調査申出書について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第４、委員会の閉会中の継続調査申出書についてを議題とします。 

 各委員長から、議席に配付しました申出書のとおり閉会中の継続調査の申し出があっております。 

 お諮りします。各委員長の申し出のとおり、閉会中の継続調査をすることにご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、各委員長から申し出のとおり、閉会中

の継続調査とすることに決定しました。 

 

日程第５ 発議第３号 「口蹄疫被害に対する対策と農家などへの補償を求める 

           意見書」の提出について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第５、発議第３号、「口蹄疫被害に対する対策と農家などへの補償を求

める意見書」の提出についてを議題とします。 

 提出者の趣旨説明を求めます。 

 発議第３号、提出者、府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） こんにちは。発議第３号を案文の朗読をもって趣旨説明に代えさせていただき

ます。 

 口蹄疫被害に対する対策と農家などへの補償を求める意見書（案）。 

 ４月２０日に確認された宮崎県における口蹄疫は、処分される牛、豚など２０万頭を超える戦後最
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大の畜産被害となっている。手塩にかけて飼育してきた家畜の殺処分を受ける被害畜産農家の苦悩は

計り知れず、被害を乗り越えて畜産経営再建のための手厚い支援が求められている。 

 今回の口蹄疫の広がりは、バイオセキュリティーが高いはずの宮崎県家畜改良事業団の種牛まで擬

似患蓄として殺処分対象となるなど、宮崎県はもちろん日本全国の畜産の根幹をゆるがす事態となっ

ている。感染の急速な拡大は、現在の防疫体制が不十分であることを明らかにしている。 

 口蹄疫感染拡大は、国の危機管理対策が不十分であったことへの反省が求められる。 

 また、大量の処分家畜の埋却処理は簡単には進まず、被害農家の再建対策の見通しはたっていない。 

 国においては、口蹄疫を完全におさえ込み、宮崎県の畜産業と関連する地域経済の再建、熊本県を

はじめ家畜市場の閉鎖などで被害を受けている農家、関連業界への支援に全力であたられるよう、下

記のとおり意見書を提出する。 

記 

 ①国の責任で防疫措置の徹底と、今後の予防措置に万全を期すること。 

 ②畜産農家の再建に展望が持てるような被害補償を行うこと。評価額が確定するまで仮払いなどで

生活支援を行うこと。 

 ③関連する業界の被害実態調査を行い、特に従業員の雇用支援を行うこと。 

 ④宮崎県内はもちろん、市場閉鎖などで被害を受けている農家への、えさ代や薬品代などの補償、

支援を行うこと。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 平成２２年６月１６日、大津町議会議長、大田黒英生。 

 提出先、衆議院議長、横路孝弘様。以下、記載のとおりでございます。 

 議員各位のご賛同をよろしくお願い申し上げます。 

○議 長（大田黒英生君） 以上で、提出者の趣旨説明は終わりました。 

 これから質疑を行います。質疑ありませんか。永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 発議第３号に対しまして質疑を行います。 

 終息するかに見えた口蹄疫が、また拡大して、非常に心配なのは我が議会のみならず国民全体、そ

れこそほかの国の発生も考えますれば、それこそ世界的に危惧されていることだと思います。 

 そこで、実際この口蹄疫が広がりまして、ここには要点としましてその当事者である農家の方々へ

の補償等々を強く求めるという形を書いておられます。しかしながら、宮崎の経済状態、経済活動と

いうものは、熊本にも被害が及んでおりますが、それこそ全国に及んできて、それこそ物の流れが変

わっております。そういったことを大局的に考えますれば、この要望の４点、箇条書きにされており

ますが、実際にこの４点の内容というのは思いはわかります。しかしながら、少々不十分じゃないか

なと思う部分があるわけです。まさしく天災というふうに考えてもいいんではないかなと。それこそ

国におかれましては、激甚災害に値するような、そういった措置を取られて、宮崎県全体ということ

を中心としながら、あらゆるものに手を差し伸べなければならないということは感じます。まずは、

この中が、この発議が一つは偏っているのではないかなと、そういった農家主体にですね、思います
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が、もう少しほかの産業あたりのことも一緒にですね、全体の見直しといいますか、全体に対する国

のそういった保護あたりが、こういったところに求められるというような形にした方がよかったので

はないかなと思う点と、あとはですね、この発議自体に賛成者４名、提出者１名で５名、これは経済

常任委員会の人たちでしょうが、こういったものに対してからは、我々ほかの委員会の方は相談も何

も受けておりません。逆に寂しい思いがしましてですね、こういったことはみんなが心配しているわ

けですから、大津町議会全体の総意として出すべきではないかなと。ですから、一部の方々のこれは

発議だとは感じられません。これ国全体の問題であるよというのは皆さん感じられておると思います

ので、どうして一部の数名で進められたのかですね、ここは重要なポイントと思います。ここは、や

はりその大津町議会全体での総意として出した方がよかったんではないかなと。もちろん、各位にそ

ういったものはお聞きしてですね、賛成される方はすべからくこの賛成者の中に、ここに記して、そ

してこの発議を述べられる方がよかったんではないかなと思います。そこの流れ的なものもお聞きし

たいと思います。 

 以上です。 

○議 長（大田黒英生君） 府内隆博君。 

○２番（府内隆博君） 今、永田議員の方からありましたように、議会全員で求めるのじゃなかったか

という点につきましては、私の不徳の致すところで、それは皆さん方にお断りをしたいと思います。

やはり議会みんなに相談してですね、するのが立前じゃなかったかと思います。それについては、私

謙虚に認めます。 

 それ以外に、先ほど畜産だけでなく他の関連業界にも被害調査ということで３番目に挙げています

関連業界の被害実態の調査を行い、特に従業員のそこにも当てはまるんではなかろうかと思い、そう

いったことを含めてですね、またお願いをするところでございます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに質疑ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、採決を行います。発議第３号、口蹄疫被害に対する対策と農家などへの補償を求める意

見書の提出についてを採決します。この採決は起立によって行います。発議第３号は、原案のとおり

決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立全員〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立全員です。したがって、発議第３号、口蹄疫被害に対する対策と農家

などへの補償を求める意見書の提出については、原案のとおり可決されました。 

 しばらく休憩いたします。 

午後３時３５分 休憩 
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                    △ 

午後３時５０分 再開 

○議 長（大田黒英生君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 お諮りします。ただいま荒木俊彦君ほか３名から発議第４号が提出されました。これを日程に追加し、

追加日程第１として議題としたいと思います。ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、発議第４号を日程に追加し、追加日程

第１として議題とすることに決定しました。 

 

追加日程第１ 発議第４号 「医師・看護師の大幅増員と独立行政法人国立病院 

             機構熊本再春荘病院・菊池病院の存続・拡充を求め 

             る意見書」の提出について 

 

○議 長（大田黒英生君） 追加日程第１、発議第４号、「医師・看護師の大幅増員と独立行政法人国立

病院機構熊本再春荘病院・菊池病院の存続・拡充を求める意見書」の提出についてを議題とします。 

 提出者の趣旨説明を求めます。発議第４号、提出者、荒木俊彦君。 

○１５番（荒木俊彦君） 医師・看護師の大幅増員と独立行政法人国立病院機構熊本再春荘病院・菊池

病院の存続・拡充を求める意見書の提出につきまして、地方自治法第１１２条及び会議規則第１４条

の規定により、案文の朗読をもって趣旨説明に代えさせていただきたいと思います。 

 医師・看護師の大幅増員と独立行政法入国立病院機構熊本再春荘病院・菊池病院の存続・拡充を求

める意見書（案） 

 熊本県北部に総合病院的役割を果たす病院がなく、リスクが高い患者様を引き受ける病院が限られ

ており、国立病院機構熊本再春荘病院で受け入れる割合が大半を占めます。 

 さらに、熊本県の難病拠点病院にも指定されており、県内各地から患者様を受け入れております。

また、診療のみならず臨床研究・医療従事者の教育研修、情報発信にも積極的に取り組み、診療機能

と一体となった医療体制で地域に貢献しております。 

国立病院機構菊池病院では、かねてより脳と心の専門的な医療を行っております。昭和６２年から

は、厚生労働省認知症老人対策の西日本モデル施設に指定され、診察・研究および研修事業を積極的

に行っております。 

 さらに、一昨年より司法精神病棟も開設され、全国的にも重要な一翼を担っております。老年期精

神医療（認知症）に関しましては、県北はもとより、県内外からも幅広く患者様を受け入れておりま

す。 

 安全・安心の医療の確立と、今、急速に複雑・高度化する医療内容に対応するために、熊本再春荘

病院・菊池病院で働く医師・看護師をはじめとする医療従事者を増員することが、切実に求められて

います。医療の現場では、医療従事者自身が心身の病気になったり、慢性的な超過勤務も続いていま
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す。 

 政府・行政刷新会議は「独立行政法人は原則廃止する」としつつ、「事業仕分け」で実施し、それを

踏まえて「独立行政法人の抜本見直し」を行うとしています。事業仕分けでは、運営費交付金の削減、

国立病院の統廃合や病床削減、職員の非公務員化により、医師の兼業や派遣を可能にする「効率化・

合理化」を押し進めようとしています。これ以上の経営最優先の病院運営を許せば、地域の医療崩壊

がさらに深刻化することは明らかです。 

 国民的な視点から、税金の無駄遣いを洗い出し、是正することは当然のことですが、独立行政法人

の「見直し」にあたっては、経済効率ばかり優先させるのではなく、国民生活を支える公共サービス

拡充の観点から十分な検証を行うべきです。 

 医療崩壊をくい止めるためにも、国立病院を人件費や運営費交付金の一律削減の対象から除外して、

医師・看護師はじめ必要な人員を確保し、充実・強化を図ることこそが求められています。 

 いつでも・どこでも・だれでも安心して医療を受けられる体制の確立は、国民の切実な要求です。

地域医療の充実と国立病院の存続・拡充の実現に向けて、ご尽力をよろしくお願い申し上げます。 

記 

 １、医師・看護師をはじめとする医療従事者の増員を行い、安全・安心の医療を確立すること。 

 ２、県北はもとより、県内外からの医療要求と、救急医療・不採算分野の診療・認知症・精神科急

性期医療・触法精神医療などの充実のため、熊本再春荘病院・菊池病院を機能強化すること。 

 ３、熊本再春荘病院・菊池病院が果たす役割は極めて大きく、病床削減や縮小・廃止することなく

存続・拡充を図ること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 平成２２年６月１６日、熊本県菊池郡大津町議会議長、大田黒英生。 

 提出先、内閣総理大臣、菅 直人様。以下、記載のとおりでございます。議員各位のご賛同をよろ

しくお願い申し上げます。 

○議 長（大田黒英生君） 以上で提出者の趣旨説明は終わりました。 

 これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありませんか。永田和彦君。 

○１２番（永田和彦君） 発議第４号に対しまして、反対の立場から討論をいたします。 

 先ほど請願書という形で出ておりまして、今度は発議ということでありますが、委員会で審議しま

したところの要点が皆さん方にはなかなか伝わっていなかったのかなと。その後の感情論に流された

ような形で皆様が賛同されたのかなというふうに感じました。我々議員は、そういった感情論に流さ

れるべきではないと思います。こういった審議に対しましては、説得力のある証拠書類何なりが求め

られると思います。それでこそ、審議がきちんとした形で我々が、議員が議員としてしっかりとした

判断ができるというものであります。証拠不十分ということで、結局不採択になったわけであります。
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感情論で言うならば、沖縄の海兵隊移転の問題、また拉致問題、そういったものも、例えば沖縄は大

変だね、だったならば熊本に海兵隊を持ってこようかなということまでは言わないのが国民ではない

でしょうか。結局、一時に流されていては全体が見えなくなってしまうと私は思います。我々の議員

の責務としまして、証拠不十分は審議しても賛成には当たらないということです。ですから、この内

容を見てみますれば、あくまでも明らかに国民の負担は増えるということです。しかしながら、法律

に則った定員数で運営され、きちんと黒字が出ているという話も聞きました。経営の中身の問題では

ないでしょうか。利益が出たならば、それをそういった従事者に対して配分する、または医療費を抑

制するといったことを求めていくのならば経営の内容の問題でありまして、この請願で出されたとき

に、その荒木議員に来ていただいていろいろ話の中でも、そういった流れできておりますし、やはり

ここは耳障りのいい感情論は、後に国民の負担に及ぶということであります。ただし、ここで間違っ

てもらいたくないのは、法律の枠内ということを申しますけれども、法律はあくまでも最低の道徳で

あると言った人がおりますが、まさしくそのとおりで、特に法律は厳しい判断を下します。しかしな

がら、今は改正されない限りは法律に則ってこういったところは運営されなければならない。ですか

ら、その法律を無視したような運営はできないのが今でありますから、もう少し法律の方も勉強され

て、証拠書類として、そしてそういった廃止やそういった議論がなされているというような事実書類

をきちんと提示していただきたい。それを我々が町民の代表として確認して、そして我々の理性で、

すなわち善悪正否をきちんと判断してこういったものを採択するか、それとも不採択にするかという

形に及ぶわけですから、書類不十分のこういった発議に対しましては、断固として反対をするべきだ

と。それがこういった付託された議会のですね、責務と私は考えております。ここは、議員の資質の

問題ですから、よく考え直されて、この発議に対してはもう一度出し直しなさいと、内容を精査して、

証拠書類を添えて出し直して下さいというのが本当の流れではないかなと私は感じます。私は、町民

の代表として誇りを持っておりますので、一時の感情論には流されてはいけないというのを私はきち

んと持っているつもりであります。確かに１６時間労働なんかしたくは、何度も言いますがありませ

ん。ですから、きちんと証拠書類を出されて、そしてこの発議に結びつけられた方がよろしいかと思

います。ですから、この発議に対しましては反対という立場を表明するものであります。 

 議員各位のご賛同をよろしくお願い申し上げます。 

○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。金田俊二君。 

○１番（金田俊二君） 先ほど発言しました、感情論とそういうことを言われていますけれども、私は

発議に対して賛成する立場で討論を行います。私は、確かに法にかなって、理にかなって、しかも情

にかなう、情けにかなう、そういったことを常日ごろから考えています。先ほど申し上げたことは、

私が再春荘に行って看護師さんの献身的な看護等を目の当たりにして、現実に学ぶ、私は地域での住

民の皆さんの取り組み、そういったもの、地域に学ぶということを第一義に考えております。そうい

う意味で、この発議に対して病院で働く看護師の皆さん、あるいは医師の皆さん、そういったことが

訴えていることにかんして賛成したいという気持ちでおりますので、議員各位の発議に対するご賛同

を、さらに再度お願いして、討論に代えたいと思います。 
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○議 長（大田黒英生君） ほかに討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 これから、採決を行います。発議第４号、医師・看護師の大幅増員と独立行政法人国立病院機構熊

本再春荘病院・菊池病院の存続・拡充を求める意見書の提出についてを採決します。この採決は起立

によって行います。発議第４号は、原案のとおり決定することに賛成の方はご起立願います。 

〔起立多数〕 

○議 長（大田黒英生君） 起立多数です。したがって、発議第４号、医師・看護師の大幅増員と独立

行政法人国立病院機構熊本再春荘病院・菊池病院の存続・拡充を求める意見書の提出については、原

案のとおり可決されました。 

 

日程第６ 平成２２年度議員派遣について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第６、平成２２年度議員派遣についてを議題とします。 

 お諮りします。議員派遣の件については、議席に配付しましたとおり派遣することにしたいと思い

ます。ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、平成２２年度議員派遣については、議

席に配付しましたとおり派遣することに決定しました。 

 

日程第７ 人権擁護委員の答申について 

 

○議 長（大田黒英生君） 日程第７、人権擁護委員の答申についてを議題とします。町長から議席に

配付のとおり、人権擁護委員の推薦について意見を求める件が提出されております。 

 これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論ありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

 お諮りします。本件は議席に配付しました答申案のとおり、伊東祐紀君、阪田良一君、玉永多水子

さんを答申したいと思います。ご異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議 長（大田黒英生君） 異議なしと認めます。したがって、本件は議席に配付しました答申案のと

おり、伊東祐紀君、阪田良一君、玉永多水子さんを答申することに決定しました。 
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 以上で、本日の日程は全部終了しました。以上で、会議を閉じます。 

 平成２２年第２回大津町議会定例会を閉会します。 

午後４時０８分 閉会 
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